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電 気 事 業 は変 革 期

中部 電 力株 式会 社

黛表野 隻 蓮 見 洗 一

日本経済の高 コス ト構造 を是正す るこ とを目標 に,経 済構造改革 ・行動計画

が1997年5月 閣議決定 された。電気事業において も,電 力供給システムの全般

的見直 しが行 われ ることになった。電気事業審議会の審議,答 申に基いて,改

定電気事業法が国会 に提 出されてお り,2000年3月 か ら新 しい供給体制 に移行

す る予定 である。

見直 しは,既 に一部 自由化が実施 されている発電分野に加 えて,小 売 り分野

に も部分的に 自由化が採 り入れ られ るこ とになった。 自由化の対象は,わ が国

の実情に適 した部分 自由化 として2万V以 上,2,000kW以 上の需要家 とし,こ

れは電気事業者 の販売電力量の約30%に 相 当す る。 これ ら需要家 は複数の供給

者か ら自由に給供者 を選択で きるようにな る。

一方
,残 る約70%の 自由化対象外 の需要家 に対 しては,従 来 と同様 に公益性

を維持 して電力供給す る。従 って電気事業者 は,市 場原理の下で一層の経営効

率化の追求 と,公 益性に基 いた電力供給の両面 を達成 しなければならない。

発電分野の 自由化 については,既 に 自家用発電,コ ジェネレー ションに加 え

IPP(独 立発電事業者)が 参 入 しているが,今 一後は新規火力電源 については

電気事業者 を含めて全面入札制度が2000年 か ら導入 され ようとしている。

高 コス ト構造是正の施策 の一つ として,発 電設備 の規制緩和 も進め られてい

る。事業者の 自主保安責任 の下で,保 安規制が緩和 され,事 業者の 自主的判断

で効率的な保安 管理がで きる範囲が拡が ることになる。

小売 り分野,発 電分野の 自由化,規 制緩和な どを活用 して,所 期の 目的であ

る高 コス ト構造の是正 に努力す ると同時に,電 気事業者の公益性か ら要情 され

る環境問題,安 定供給,供 給信頼度 などの公益 的課題 についても努力 していか

なければならない。
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今後の電力技術開発のあり方について
一 電 力 技 術 開 発 検 討 会 フ ェ ー ズII報 告 を踏 ま え て 一

横 山 明 彦(東 京大学 大学院工学系研究科 助教授)

伊 藤 敏(通 商産業省 資源エネルギー庁公益事業部 電力技術課 開発振興室長)

有 井 良 和(敢 事業連蝕 技欄 発部長)
司会

高 倉 毅((財)エ ネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 部長)
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は じ め に

O司 会 最初に,本 日の座談会の趣 旨を申し

ます と,資 源エネルギー庁で昨年10月 か ら行

われました 「電力技術開発検討会 ・フェーズ

II」が,本 年3月 に終了しました。 この機会

に,検 討会 で中心的役割 を果たされた方々か

ら検討会の報告を踏まえて,将 来の電力技術

開発のあ り方を伺 うという企画です。

検討会では,東 京大学の横山助教授が委員

2

長 を,資 源エネルギー庁電力技術課の伊藤開

発振興室長が事務局 としての取 りまとめをそ

れぞれ担当され,ま た電気事業連合会の有井

技術開発部長が電気事業者代表 として参加 さ

れました。

環境変化 に応 じた

長期技術開発政策の検討を

O司 会 初めに,伊 藤室長か ら本検討会の背

景 と目的について,フ ェーズ1も 含めてご紹

介願います。

季報エネルギー総合工学



O伊 藤 ご承知のように,電 気事業 を取 り巻

く環境は大変厳 しくなっています。まず,地球

環境問題です。これは,地 球温暖化防止京都

会議(COP3)に おいて2008～2012年 まで

に温室効果ガスの6%削 減 とい う国際約束が

なされています。わが国は,世 界全体の温室

効果ガスの5%を 排出してお り,国 内の温室

効果ガス排出量の1/4は 電気事業に起 因して

います。もう1つ は,コ ス ト低減の要請です。

平成13年 までに国際的に遜色のない料金水準

を実現することが閣議決定されています。

このような課題 に対処するため,資 源エネ

ルギー庁 では,一 昨年来,総 合エネルギー調

査会においてエネルギー需給見通 しを審議し

て きましたほか,電 気事業審議会の需給部会

では将来の電力需給のあ り方について議論 し

て きました。 また,電 気事業審議会の基本政

策部会では事業規制の緩和,小 売の 自由化が

打ち出され るなど,も ろもろの課題に対応 し

た電力政策のあ り方が議論されています。

このような状況にあ り,電 力技術分野にお

いても将来の方向性 を探ろうということで,

昨年2月,「 電力技術開発検討会」のフェーズ

1を 立ち上げたところです。

フェーズ1で は,電 力技術に係る短期的課

題 を取 り上げ,先 ほどの地球環境問題 とコス

ト低減に焦点を絞 り,今 後,ど のようなプロ

ジェク トを立ち上げるか を検討 しました。そ

の結果,例 えばIGCC(噴 流床石炭ガス化

複合発電)の 実証試験,SMES(超 電導電

力貯蔵システム)プ ロジェク トの第2期 への

移行,中 国におけ る300MW級 石炭火力発電

所の リハ ビリ技術の実証などの提案 をいただ

き,そ れらを技術評価 を経て,平 成11年 度予

算要求につなげた ところです。

横 山 明 彦 氏

(蕪 学 大学院工学細 究科)

今回のフェーズIIは,フ ェーズ1で 取 り上

げた地球環境問題や コス ト低減に加 えて,電

力の自由化 ・規制緩和 とい う構造的な変化 を

踏 まえ,電 力技術開発の長期的な方向性を検

討することを目的として立ち上げたものです。

電力技術開発の現状

コス ト低減に一層の重点化 を

O司 会 ただいまの伊藤室長のお話にも出ま

したが,電 力技術開発の現状について伺いた

いと思います。まず,電 気事業 を取 り巻 く環

境変化は,い かがですか。

O有 井 伊藤室長のお話 と若干重複 します

が,電 気事業者は,こ れ まで,コ ス ト低減,

信頼度向上,さ らにセキュ リティ確保 を重点

課題 として技術開発 を進めてきました。

しか し,昨 今,欧 米 と比較 して電力料金の

高コス トが指摘 され,信 頼度は従来 どお りに

維持 しつつ,コ ス ト低減重視の方向に開発課

題が変わってきています。 また,地 球温暖化

第22巻 第2号(1999) 3



への対応で,二 酸化炭素の排出抑制 という重

要課題が出ています。 さらに,2000年 から始

まる電気事業の部分 自由化が 目前に迫 り,電

気事業者は最近 「競争力強化」 と言い換えて

いますが,こ の面か らもコス ト低減 を一層重

点化することにしています。

このような環境変化が,研 究の方向性に大

きな影響 を及ぼしているのが現状です。

3Eの 同時達成 とコス ト競争力向上 を期待

事業者への高リスクと国の財政難 に懸念

O司 会 電気事業 を取 り巻 くこのような環境

変化 を受け,今 後の技術開発への期待,あ る

いは懸念についてお願 いします。

O伊 藤 エネルギー分野の基本的な課題 とし

て,経 済成長 と環境保全,エ ネルギーセキュ

リティの3つ の相反す る政策 目的をいかに同

時達成するか とい う,い わゆる3Eの 問題が

あります。このブレー クスルーに技術開発に

よる貢献が期待 されています。

また,事 業者 レベルでは,今 後電力分野の

自由化 ・規制緩和が進展す る中で,競 争力の

源泉 としての技術開発の重要性がますます高

まるもの と思われます。 これを国の立場でみ

ます と,技 術革新による新 しい産業や新規市

場の創出が期待 されます。

一方
,懸 念 としましては,第1に,電 力技

術開発は一般的に長期,大 規模なものが多 く,

多大の リス クを伴 うことか ら,コ ス ト低減の

要請の中で思い切った技術開発投資に踏み込

み難いというのが,事 業者が抱 く懸念の1つ

だと思います(図1参 照)。 第2に は,国 にお

ける財政上の制約です。財政が逼迫する中で,

限られた予算の中か ら技術開発に必ず しも十

分な予算配分がなされな くなるという懸念が

あ ります(図2参 照)。

大 きな役割をな した国およびメーカー

O司 会 次に,電力技術開発の特徴について,

例 えば他産業 との比較や国際的な位置づ けを

考 えてお く必要があると思います。 まず,他

産業 との比較か らお願いします。

O伊 藤 電力技術開発に係 る予算を見てみま

すと,事 業者の売上高に占める研究開発費の

(単 位=

1500

1000

500

0

億円)

80818283848586878889909192939495969798(年 度)

※原子力関連予算 は除 く

図1電 気 事 業 者 等 に よ る 電 力 技 術 開 発 予 算
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(単位;億 円)

300

200

IOO

負荷平準化分野

電力貯蔵分野

系統連系分野

発電分野
(新・再生エネルギー)

発電分野(化石燃料)

80818283848586878889909192939495969798(年 度)

図2電 力技術課技術開発予算の推移

割合が,他 産業 と比べ低 くなっています。 こ

れに国の電源開発特別会計による技術開発費

を加えて,は じめて他産業並みにな ります。

これは,1つ には,電 気事業の公益事業 とし

ての性格か ら,技 術開発分野において国の関

与が伝統的に強かったことによるもの と考え

られます。

もう1つ は,電 気事業では,電 気を製造す

る設備が技術開発の主な対象 となるわけです

が,電 気を供給する電気事業者 と,設 備 を製

造するメーカー とが別々の主体に分かれてい

ます。このため,技 術開発におけるメーカー

の役割が大 きい点 も,他 産業 との相違点だ と

思います。

電力技術開発の国際比較

日 ・米 ・英 ・仏 とも

減少傾 向にある電力技術開発費

O司 会 もう一つの視点 となる国際的な位置

づけについて,海 外における電力技術開発の

動向 も含めてお聞かせ願います。

O横 山 わが国の電力技術の研究開発費は,

原子力 を含めます と,国 及び電気事業者のい

ずれにあって も,諸 外国に比べて高水準にあ

ります。 しか しながら,原 子力分野 を除いた

電力技術分野の研究開発費にな ります と,諸

外国同様に,コ ス ト低減の要請,国 の財政制

約等から,漸 減の傾 向にあ ります。本検討会

では,ア メリカ,イ ギリス,フ ランスの状況

を調査 しましたので,紹 介 します。

アメリカでは,政 府のエネルギー関連技術

の開発予算は,97年 でみます と,80年 代初期

の約3分 の1に 減少 してお り,これは原子力,

石炭関係の予算減少によるものです。また,

電力会社等の民間事業者の技術開発予算 も減

少傾向にあり,こ こ数年でみます と,ピ ー ク

時の3分 の2と の報告です。

そのような状況の中で,私 も驚いたのです

が,効 率向上に関わる予算,例 えば天然ガス

使用による発電効率向上 などの予算には増加

が見られ ます。基本的には,ア メリカは,大

型集中エネルギーの技術か ら,マ イクロガス

タービン,固体高分子型燃料電池 とか,DSM

第22巻 第2号(1999) 5



(需要家側管理)技 術の成果を使ったESCO

(エネルギー・サービス)事 業のような,小 型

分散の技術や需要家サービスの高度化 ・多様

化にこれか ら研究開発予算を投下 してい く方

向にあるようです。

私は,大 学にお りますのでいろいろな国際

会議でアメリカの大学の状況 を伺 う機会があ

りますが,大 学 も予算削減の影響 を厳 しく受

けているなという印象を受けました。

イギリスでは,こ の10年 間に研究開発費が

ほぼ10分 の1に 減少 しています。これは,規

制緩和が ドラスティックに進んだことと,新

規原子力の開発停止に伴 う原子力関連予算の

縮減があるのですが,そ の他の電力技術分野

も一様に削減されています。電力プール市場

が創設 され,急 激な電力 自由化がなされた反

面で,研 究開発予算が大幅に削減 されている

のが実情です。

フランスでは,政 府が出す予算はほ とんど

が原子力関連であ り,そ の他の電力技術分野

はフランス電力公社(EDF)と メーカーが

出していますが,近 年減少傾向にあ ります。

これは,原 子力関連の研究開発が一段落 して

いることによります。ただ,EDFは 研究開

発に熱心でして,海 外市場への展開を積極的

に進めており,こ の点,他 の国と若干事情が

異な ります。

私の経験 を少々紹介 します と,EDFは 国

際的な産学連携を熱心に進めています。4年

前に,私 どもの研究室 とEDFで ソフ トウェ

ア開発の共同研究を2年 ほ どや りました時,

ハー ドウェア ・ソフ トウェアの両面で,さ ま

ざまな研究開発 を他の国に比べ非常に積極的

に進めているなという印象を受けました。

多数の課題を抱 える

電気事業者 ・メーカーの技術開発

0司 会 電力技術開発を,だ れが,ど のよう

に担ってきたかについてお話願います。

O有 井 電気事業者は,電 力需要の伸 びの鈍

化 と自由化の進展に直面 し,コ ス ト低減 と競

争力強化に向けて一層の経営効率化が求めら

れています。 また,設 備の新増設や新技術の

適用機会が著 しく減少 して,大 規模 な技術開

発投資が極めて困難な状況にあ り,研 究者 ・

技術者の数 も横這い状態にあります(図3,

図4参 照)。

一方,地 球環境問題,エ ネルギーセキュ リ

ティの確保に関 して電気事業者に課せ られた

役割を果すには,技 術開発の一層の重点化 ・
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効率化,開 発力 維持 ・継承,技 術者の確保,

人材の育成,国 との役割分担 とメーカー との

関係の見直 し等,こ れ らが喫緊の課題 となっ

ています。

また,重 電機器 メーカーは,こ れまで,わ

が国の電気事業の信頼性向上や効率改善に大

きく寄与 してまい りました。 しか し,近 年,

需要の伸びの鈍化 と景気低迷があり,こ ちら

も研究者 ・技術者 とも減少傾向にあ ります。

また,海 外 メーカー との比較では,国 際競争

力の不足が指摘されています。

一方
,新 エネルギー開発や環境技術等の新

規分野への進出,海 外の電気事業者やIPP

(独立発電事業者)等 の新規参入業者への技術

提供 などに活路を見出す動 きも見られます。

また,重 電機器メー カーは,電 子 ・情報等

の弱電機器 メーカー も含めて,持 てる情報技

術の活用により,家 庭内のネッ トワー クやシ

ステム,省 エネ負荷制御,さ らに電力貯蔵 ・

分散型電源等の民生用需要関連技術をターゲ

ットに据えて,電 子情報技術 とエネルギー技

術 との融合による新規市場の開拓に極めて強

い関心を示 しています。

伊 藤 敏 氏

(通商産業省 資源エネルギー庁公益事業部 電力技術課 開発振興室長)

な論点を踏まえて紹介 をお願 いします。

O伊 藤 今回の検討会では,ご 指摘のあった

ように,最 初に論点 を3つ に絞って検討 しま

した。

まず,電 気事業は,3Eに 象徴 されるよう

に同時達成が困難な多岐にわたる課題を抱 え

ています。これを限 られた予算の枠内で効果

的に処理するためには,政 策順位 を明 らかに

して,技 術開発投資の集中投下 を行 うべ きだ

というのが第1の 「政策プライオ リティの付

与」の問題意識です。

電力技術開発の課題

官民分担の明確化

新たな補完 ・協力関係の構築へ

プライオ リティの付与

技術開発投資の集中投下を

O司 会 このような現状 を受けて,次 に電力

技術開発の課題に入 ります。今回の検討会で

は,「政策プライオ リティの付与」「官民分担

の明確化」および 「技術開発制度の再構築」

の観点から整理 されました。検討会での主要

O伊 藤2番 目は,「官民分担の明確化」です。

電力技術開発の主要な担い手 として民間事

業者 と国があ ります。民間事業者はコス ト低

減の要請,電 力 自由化 ・規制緩和の進展 とい

った環境変化の中で,費 用 と時間のかかる長

期的な技術開発 を抑制 して,コ ス ト低減や短

期の競争力強化につ ながる技術開発に注力し

がちです。 このような傾 向が顕著になれば,

これは先ほども話に出ました国際競争力の低

第22巻 第2号(1999) 7



有 井 良 和 氏

(電気事業連合会技術開発部長)

下や革新的な事業の停滞につながる恐れがあ

ります。このため,民 間が踏み込めない分野

を国がどのような形で支援 なり補完するかが

重要になります。

一方
,国 においても,財 政上の制約か ら技

術開発予算の絶対額が抑 え られ る中にあっ

て,エ ネルギーセキュ リティ,地 球環境問題

のような公益的課題にどのように対処するか

が課題 となっています。このように官民双方

に課題があって,そ れぞれの役割分担の再検

討が必要になっています。

技術開発制度の再構築一

国の技術開発の効率化を

O伊 藤3番 目の論点は,「技術開発制度の再

構築」です。民間では,市 場原理に基づいて,

今後,技 術開発の一層の効率化が求められる

もの と思われます。これに対して,民 間の よ

うな厳 しい コス ト競争や市場メカニズムが働

かない国の技術開発について も,民 間に劣 ら

ぬ効率的な技術開発 を行 うためにはどのよう

な制度が有効か を,最 後の論点 として取 り上

げています。

具体的には,技 術開発に係 る長期構想や戦

略の策定,評 価制度の導入,産 学官の連携,

競争的な技術開発の方策などを論点としてい

ます。

若い人に魅力ある電力技術分野に

O司 会 大学における技術教育・研究開発につ

いて,何 か補足があ りましたらお願い します。

O横 山 大学における電力 ・エネルギー技術

の分野は,個 人的には,い ま危機的な状況に

あると思っています。

1つ には,電 力技術の分野が,進 歩の著 し

い情報技術,マ ルチメディア技術等の分野に

比べ,何 かすでに成熟期にあ り,若 い人にと

って魅力の乏 しい分野であるかのごとく誤解

されていることです。

もう1つ は,電 力技術分野の講座やカリキ

ュラムが大幅な縮小傾向にあり,他 の人気の

ある工学分野に比べ ますと,厳 しい衰退過程

に入 りつつあると考えています。

そういう意味では,こ の委員会で もいろい

ろ議論されましたが,産 学共同による電力 ・

エネルギー技術の開発推進を図 り,若 い人に

とって魅力あるものとするよう努力 してい く

必要があると考 えています。

今後の技術開発の方向性

多様な主体の参加による

国際競争力の保持と公益的課題への対応を

O司 会 先ほど,伊 藤室長か ら電力技術開発

の課題についての論点 を説明 していただきま

した。これを受け,今 回の報告書の重要部分
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であ ります,今 後の電力技術開発の方向性に

ついて,ま ず基本的な考 え方を横 山先生から

お願いします。

O横 山 伊藤室長が紹介 された論点の中にか

なり含 まれますが,再 度整理 して申します と,

電気事業は,公 益事業か ら健全で競争力のあ

る電力産業へ移行 していかなければな りませ

ん。これには,国 内的にはもちろん,国 際的

に も世界をリー ドする技術 を保有 して,国 際

競争力の強化,世 界標準の維持につながる競

争力を持つことが求め られます。

一方,当 然ながら,公 益的課題への対応 も

求め られています。地球環境問題 エネルギ

ーセキュ リティの確保
,ユ ニバーサルサー ビ

スなどへの対応は,こ れから電力産業へ移行

した後にも,引 き続 き求められ るわけです。

その取 り組みに当 り取 るべ き基本的方向性

の第1点 は,従 来の国と電気事業者 ・メー カ

ーに加 えて,異 業種産業,ベ ンチャー,大 学

などの多様な主体の参加によって,さ まざま

な視点か らのアイデアをもとに技術開発 を進

め,最 終的には魅力ある電力市場の構築 にあ

ると思います。

第2点 は,市 場競争力の源泉 となる技術の

開発 と,市 場原理の下では実現困難な技術の

開発 との均衡 を保 ちつつ開発 を推進 す るに

は,新 たな枠組みや戦略の構築が必要です。

これが,先 ほ ど伊藤室長がおっしゃった 「政

策プライオ リティ」,「官民分担」,「技術開発

制度の構築」です。

第3点 は,エ ネルギー ・電力技術の開発に

当 り,大 学の役割 も重視 して活用 を図ること

も基本的な考え方の中にあったと思います。

技術開発の政策的区分

非市場 ・未市場 ・既市場の3分 野

O司 会 次に,横 山先生が基本的な考 え方の

中で述べ られました,政 策プライオリティ,

特 に技術開発課題の政策的区分について,伊

藤室長からお願いします。

O伊 藤 電力技術開発の重点分野を選定する

一つの枠組み として
,今 回の検討会では,電

力技術開発 を 「市場」 と 「技術」の2つ の軸

により,政 策的に3つ に区分 しています。

第1が 「非市場分野(公 益的市場分野)」で

す。これには,地球環境問題やエネルギーセキ

ュ リティなどの技術開発課題が含まれ ます。

市場原理に委ねていたのでは技術開発が円滑

に進まない分野 として位置づけています。

第2は 「未市場分野(新 規市場分野)」です。

この分野は,こ れからの新産業の創出,新 規

市場の形成が期待 される分野で,官 民が協力

して新規市場の創出や実用化促進のための技

術開発に当たることとしています。

第3は 「既市場分野(競 争的市場分野)」で

す。 この分野では,民 間主体で競争力強化の

ための技術開発 を推進することとしてお り,

国においては競争環境の整備を行 うことが課

題にな ります。(図5参 照)

市場の性格

〈公
益
的
〉

〈
競
争
的
〉

A

〈官〉

①
[非市場分野]

〈民 〉 〈官 ・民 〉

③ ②
[既市場分野] [未市場分野]

〈実用 的 〉 〈基礎的〉

図5電 力技術開発の分類(概念図)

技術の性格
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重要化する未市場分野の技術開発

O伊 藤 これらの中で,今 後政策的に特に重

要だ と考えられるのが,未 市場分野の技術開

発です。先ほど横山先生 も話 されましたが,

この分野では技術開発の担い手の多様化が求

められます。電気事業者,メ ーカーの他 に,

大学,異 業種産業,自 治体,ベ ンチャー企業

等,い ろいろな主体の参加 と競争により,新

しい技術の創造が期待されます。

また,既 市場分野の技術開発は従来型技術

の効率化 ・高度化が中心 となりますが,未 市

場分野の技術開発は,従 来型技術の革新や転

換の可能性に対する投資として位置づけ られ

ます。 このような観点か ら,未 市場分野の技

術開発 として本検討会では,「再生可能エネル

ギー」,「新電力供給システム」,「革新的電力

技術」の3つ を掲げています。

3分 野に見られる重要開発課題の展望

○司会 次に,今 後重点を置いて開発を進め

るべ き課題についてお願いします。

O有 井 表1に わか りやす くまとめ られてい

ます。

まず,公 益的市場分野 ともいえます 「非市

場分野」では,地 球環境保全,例 えばCO2の 回

収 ・固定 ・処分技術等の課題があります。電

源 多様化によるエネルギー・セキュ リティは,

原子力発電,IGCC等 が非常に重要な課題

となります。

表1電 力 技術 開 発 の 分 野別 要 点

制 度
分 野 技 術 官民分担 摘 要

個 別 共 通

1.非 市場分野(公 益的市場分 野) ・地球環 境問題,エ ネ ・提 案公募型 ・電力技術 ロ

(1)地球環境保全(基 礎 技術) ・CO、 回収 ・固定 ・処 分 ルギー安 全保障は, 技術開発 一 ドマ ツプ

技術等 基本 的に国の責務。 ・産学官連携 の作成

(2)エ ネ ル ギ ー ・セ キュ リテ ィ ・原子 力発電,IGCC
国

・NSS(ニ ュ ー サ ン プロ ジェク ・企画委員会

(電源多様化) 等 シャイ ン計画推進本 ト等 の設置

部),国 立 試(国 立試 ・NSS等 と ・戦略 的電力

験研究機関),大学等 連携 技術開発調

を活用 。 査の活用

2.未 市場分 野(新 規市場分野)

(1)再生 可能エネル ギー開発

(2)新電力供 給 システム技術

(3)革新 的電力技術

・廃 棄物発電,太 陽光

発電,風 力発電 等
・燃料電池,ネ ッ トワ
ー ク自律制御 技術,

情 報応用技術,分 散

型電源開発,電 気 自

動 車,省 エ ネ都 市開

発 等
・超電導技術,電 力貯

蔵 技術等

国

o

民 間

・新 しい電力供給 シス

テ ム の 可 能 性 の 追

求。
・試行錯 誤的 ・実験的

技術 開発。
・多様 な主体の参加 を

期待(異 業種,大 学,

海外,地 域,市 民)。
・多様 な主体 の参加 と

競 争に よる技術革新

(イ ノベ ー ション)

・提案公募型

技術開発
・産学官連携

プ ロジェク

ト
・電力共同プ

ロ ジェ ク ト
・インセ ンテ

ィブ補助金

等
・新 エネ課等

・ 「産 学官連

携会議(仮

称)」の設置
・シン クタン

ク機能 の拡

充
・評価制 度の

拡 充
・NSS・ 新

エネ課 との

連携

に期待 。 と連携
・新規 市場 ,新 産業創

出の可能 性。

3.既 市場分 野(競 争的 市場分 野) ・既存 の電力供給 シス ・競 争環境の

(1)効率 向上 ・発電効率改善等 テムの一層の効率化。 整備等
②安定供給 ・系 統安 定,信 頼度 向 ・メー カを含めた競争

上等 民 間 力 の強化 が至上命
(3)コ ス ト低 減 ・負荷 平準化等

題 。

(4)地球環境保全(実 用技術) ・CO 、排 出抑 制技術等 ・技術 力の維持
,競 争

環境 の整備 が重要。
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新規市場分野 ともいえます 「未市場分野」

では,ま ず再生可能エネルギーの開発でして,

廃棄物発電,太 陽光発電,風 力発電が挙げら

れます。2番 目の新電力供給 システム技術に

は,中 期では燃料電池,情 報応用技術,分 散

型電源開発があります。それか ら,長 期 では

分散型システム を組み込んだネ ットワー クの

自律制御技術(高 柔軟 ・高信頼電気エネルギ

ー流通システム等)が あ ります。3番 目が革

新的電力技術でして,将 来有望な超電導技術,

電力貯蔵技術などがあ ります。

「既市場分野」は,従 来か ら研究開発 を進

めてきた ものですが,効 率向上の項目に発電

効率の改善が,安 定供給の項 目に電力系統の

安定化,信 頼度向上などが,コ ス ト低減の項

目に負荷平準化 など,最 後の地球環境保全の

項 目には,実 用化域に来ていますが,CO2排 出

抑制などの技術があ ります。

技術開発制度に対する総論5点 の指摘

O司 会 今後の方向性の中には,今 回の検討

会では技術開発制度にかなり踏みこんだ内容

が含 まれています。ある意味では,今 回の検

討会報告書のハイライ トともい うべ き部分で

す。 この辺について,お 願いします。

○伊藤 技術開発制度については,総 論で5

点,各 論で3点 の提言を行っています。

総論の提言の第1が,技 術開発戦略や ロー

ドマ ップの作成などによる技術開発構想の提

示です。第2が,技 術課題に対する優先順位

の設定,重 点化の推進,評 価 システムの確立

などの技術開発過程の合理化です。第3が,

技術開発への競争原理の導入,イ ンセンティ

ブの付与などの技術開発手法の見直 しです。

第4が,国 の技術開発成果の民間への円滑な

移転,技 術開発施策 と導入促進施策の連携な

ど,成 果の有効活用です。第5が,多 様 な主

体の参加 と競争,産 学官の連携促進,異 業種・

学際分野の交流などの,技 術開発体制の整備

です。

プロセス合理化に向けた

企画委員会の新設を

O伊 藤 各論 としての3つ の提言の第1は,

電力技術開発の効率性 ・透明性 を高めること

を目的 とした技術開発過程(プ ロセス)の 合

理化です(図6参 照)。 電力技術開発について

は,平 成10年 度か ら技術評価制度が導入され,

評価委員会が設置されていますが,今 回,新

たに 「企画委員会」の設置を提言しました。

企画委員会の主な業務は,電 力技術開発に係

る長期戦略の立案,ロ ー ドマ ップの作成,新

提 案一 企 画 委 員会

隣
長期戦略の立案
ロー ドマ ップの作成

新 規テーマの企画

関係者 間の調整等

フィージビリティ・スタディ(F/S)

一

(戦略的電力技術開発調査)

評価 委 員会

プロジェクト
ー

(本体予算)

離 三≡繍

図6電 力 技 術 開 発 の 進 め 方
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規テーマの企画,関 係者間の調整等です。

企画委員会の運営には,平 成11年 度に予算

化 された 「戦略的電力技術開発調査」の2億

6,000万 円を活用 したいと考 えています。

提案公募型,産 学官連携型,官 民共同型

の3ス キームを追設

O伊 藤 各論の提言の第2点 は,未 市場分野

における技術開発制度の拡充です。未市場分

野におけ る技術開発制度 として新たに3つ の

スキームを提案 しています(表2参 照)。

スキームの第1が 提案公募型プロジェク ト

です。これは大学,異 業種産業,ベ ンチャー

企業等,電 力技術 に係 るいろいろな主体の参

加による技術革新の促進や新技術の育成を目

的 として,各 方面か ら広 くアイデアを募集す

る方式です。

スキームの第2が,産 学官連携プロジェク

トです。これは,例 えば電中研や国立試験研

究機関等の基礎的な研究シーズを実用化に継

げるための技術開発制度です。 シーズ側の主

体が産学官のプロジェク トをコーディネー ト

し,マ ネー ジすることを考えています。

スキームの第3が 官民共同型プロジェクト

です。これはニーズ側,企 業側からの要請に

応えて行 う技術開発制度で,企 業単独では困

表2電 力技 術 開発 プ ロジ ェ ク トの タイ プ

タイプ 分 野 目 的 主 体 概 要 備 考

①
国 家

プ ロジェク ト

非市場分野
(公益的市場

分野)

直接技術開発
[官]

NSS

電技課

・国が主体 とな り,国 立試,民 間企

業等 を糾合 し,プ ロジェク トを実

施。
・非市場分野(公 益 的市場分野)の

技術課題 を国が直接技術開発。

・委 託 費
「"一 一1掴 立試

1
●国一NEDO1幽

② 提 案 公 募 型
プ ロジェク ト

未市場分野

(新規市場
分野)

新技術育成

[官〉民]
大学,異 業種
海外,地 域

需要家等

・提案公募 方式に より広 くアイデア

を募集。
・大学や 異業種 ,ベ ンチ ャー企業等

の 多様 な主体 の参加に よる技術 革

新の促進,新 技術 の育成が 目的。
・新規市場,新 産 業創出 を期待。

・委託費(補 助 金)

幽 総蟻

③
産 学 官 連 携

プ ロジェク ト

未市場分野

↓
既市場分野

市場化支援

(近「未市場」)
[官 ・民]

電中研中心

・電 中研等 の研 究 シー ズを実用 に転

化。
・シー ズ側(電 中研 等)が 産学官 の

プ ロジェク トをコーデ ィネー ト。
・基礎研究 の実用化(市 場化支援)

が 目的。

・委 託 費(補 助 金)

大 学
・国一電 中研一 電 力

メーカ

④
官 民 共 同

プロ ジェ ク ト

未市場分野

↓
既市場分野

市場化支援

(近「既市場」)

[官く民]

国,電 力,

メーカー,

異業種等

・国 と民 間企業 が共同でプ ロジェ ク

トを実施。
・ニー ズ側(民 間企業等)が 全体 を

コー ディネー ト,国 は呼び水的 資

金分担
・企業単独 では困難な大規模,業 際

分野等 の技術 の実用化(市 場化支

援)が 目的。

・委 託 費(補 助 金)

電 力
・国一エネ総研一 メーカ

異難

⑤ 民 間
プロジェ ク ト

既市場分野

(競争的市場
分野)

競争力強化
[民]

電 力,

メーカー等

・既市場分野(競 争的市場分野)に

おけ る競争力 の強化 。
・コス トの低減,効 率 の向上等。

『

⑥ 制 度 改 革

既市場分野

(競争的市場
分野)

競争環境整備 [官]
一

・既市場分野(競 争 的市場分野)に

おけ る競争環 境の整 備。
・電力 自由化,規 制緩 和の促 進。

『

(注1)② ③ ④の技術開発方式は,① の国家プロジェク トにおいても有効。

(注2)備 考欄 は例示的に表示。
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難な大規模 な技術開発,あ るいは業際分野の

技術開発の実用化 を目指すものです。このス

キームでは,で きるだけ民間のイニシアチブ

を尊重 し,企 業側が主体 となってプロジェク

トをコーディネー トす ることを考 えてい ま

す。国の役割は,呼 び水的な資金分担,あ る

いはコーディネー トのお手伝 いといったよう

なことを考 えています。

「産学官連携会議」の新設 と

シンクタンク的機能の拡充 ・強化 を

O伊 藤 各論の提言の第3は,総 合的な技術

開発体制の整備 です。1つ は,横 山先生 もご

指摘のように,大 学,電 中研などの民間試験

研究機関,電 総研等の国立試験研究機関等の

連携,相 互補完など,い わゆる産学官の連携

体制の構築です。産学連携の推進母体 となる

「産学官連携会議(仮 称)」の設置を提言 して

います。

総合的な体制整備の2つ 目としては,エ ネ

ルギー総合工学研究所などの既存の調査研究

機関 を活用 し,長 期戦略の策定,プ ロジェク

トの企画立案,技 術評価の実施などを行 うシ

ンクタンク機能の拡充 ・強化を図ることを考

えています。

周辺科学,人 文科学 を含めた

総合的なアプローチを

O伊 藤 総合的な体制整備の3点 目は,3E

の同時達成,あ るいは総合エネルギー産業の

育成など,エ ネルギー政策あるいは産業政策

全体の中で電力技術開発 をとらえたいという

ことです。従来の工学分野に限られていた電

力技術開発の領域 を超 えて,周辺科学,人 文科

学 も含 んだ総合的なアプローチによる新たな

電力技術開発への取 り組みを考えています。

今後,電 力産業は,異 業種産業 と融合 した

総合エネルギー産業 として発展することが予

想 されます。また,エ ネルギー問題は,環 境

や資源の制約の中で最適解 を求める問題 と言

えます。 さらに,経 済成長や社会的受容性 と

の関連では,社 会科学的アプローチ も必要に

な ります。 このため,こ れか らの電力技術開

発は,異 業種産業や学際分野 との積極的な意

見交換や相互交流が必要 だ と考 えています

(表1参 照)。

学術的な分野から

実践的研究に参加できる道筋が

O司 会 以上 をもちまして,今 回の検討会の

全容がほぼ紹介され ました。最後に,検 討会

の委員長 を務め られた横 山先生から検討会 を

通 しての感想を一言お話願います。

O横 山 この検討会には,さ まざまな分野の

方々に参加願いました。特に,前 半はフ リー

ディスカッションを中心に活発な議論がなさ

れ,大 学で電力技術の教育,研 究に携わる者

として,大 変勉強になりました。

また,こ の委員会 で長期的観点か らの電力

技術開発の策定,ロ ー ドマップの作成 といっ

たビジョンづ くりの必要性が認識され,実 行

に移す制度が提言されたことは,大 変すば ら

しいことと考えています。

大学の立場か ら申します と,文 部省の科学

研究費等による従来の研究は,ア カデ ミック

で学術性の強い研究が主だったのですが,今

回提案 された制度により,実 践的な研究に参

加できる道筋が開かれました。新規性のある

プロジェクトの中か ら魅力ある研究課題を見

つけることができます と,我々としましても,

第22巻 第2号(1999)
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高 倉 毅 氏

((財)エ ネルギー総合 工学研究所プロジェ ク ト試験研究部 部長)

若い人を電力技術の分野に引き付け得 るすべ

になるもの と,大 変好ましく思っています。

参考 になるアメ リカの産学連携事例

O横 山 もう1点 は,今 回の検討会 では産官

学の連携に様々な工夫がこらされました。そ

こで,参 考 までに,ア メリカの産学連携の事

例 を紹介 します。

アメリカでは,先 ほど申しましたように,

電力技術分野の研究活動が大変低調にな りま

したので,1998年 に,5つ の大学が中心にな

り,電 気エネルギー システムにおける高品質

化,高 性能化,高 効率化などの先端技術 を開

発するためのア ドバ ンス ト・パワー ・テ クノ

ロジー・センター(APTCenter)と いうコン

ソーシアムをつ くりました。企業は,会 費 を

支払いますと,そ のセンターが行った研究開

発の知的財産にアクセスできます。そこで企

業がニーズを出し,大 学がシーズを出 し,そ

れちが一致すれば共同研究に進む とい う組織

にしてあ り,研 究の活性化 を図ろうと,大 学

の先生中心に活動がなされています。

我々 も,先ほど伊藤室長が話 されました「産

官学連携会議」のような場 を極力活用して,

電力技術 を魅力ある研究分野にしていきたい

と考えています。

電気工学衰退に抱かれる危機感

検討会結果に寄せられる改善の期待

O司 会 今回の検討会では,審 議の中で,電

力技術開発に関わりの深い関係者や有識者へ

のアンケー トやインタビューが行 われ,私 ど

もの研究所 も協力 させていただきました。

このような試みは,国 の委貝会等では大変

に珍 しく,私 どももよい勉強になりました。

インタビューに応じられた大学の先生方の感

想を一言で申します と,国 ・民間の電力技術

開発に関するご意見は,か なり厳 しい ものが

多かった という印象でした。また,横 山先生

のお話に も度々出ていましたが,大 学 自体の

問題 として,電 気工学の衰退 というと言い過

ぎかもしれ ませんが,活 力の低下に大 きな危

機感 を訴えられた先生方が多かったのも事実

です。本検討会の結果 を踏まえて,今 後の電

力技術開発の活性化に強い期待が寄せ られて

いました。

なお,ア ンケー トは,興 味深い結果 を示 し

てお り,報 告書に添付資料 として加えられて

います。

今 後 の 見 通 し

まずは企画委員会の開催 と

試行的なプロジェク トの立ち上げを

O司 会 電力技術開発検討会(フ ェーズII)

は本年3月 末に終了し,そ の報告書がまとめ
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られました。最後に,そ の成果 を受け,今 後

の電力技術開発の見通 しやスケジュールにつ

いてお話 し願います。

O伊 藤 今回の検討会では,横 山委員長の下

で,極 めて短期間で精力的に報告書を取 りま

とめていただきました。今後の最重要課題は,

本報告をいかに実行に移すかです。

先ほ ども申し上げましたが,平 成11年 度の

新規予算 として 「戦略的電力技術開発調査」

がついてお り,こ れを可能な限 り活用して,

提言の実行 にあた りたいと思っています。

具体的には,提 言にある 「企画委員会」 を

早急に開催 して,今 回提案 した新 しいスキー

ムによるプロジェ クトのフィージビリティス

タディを行 いたい と考えています。来年度以

降に,そ の中か ら評価委員会での評価 を経て,

適当と思われるテーマ をプロジェクトとして

立ち上げたいと思っています。

いずれにせ よ,今 回提案 された新 しいスキ

ームは
,一 定期間試行的に実施 した上で評価

を行い,そ の存続の可否を決めたい と考えて

います。

○司会 それでは時間も参 りましたので,本

日の座談会 はこれで終了 させ ていただ きま

す。長時間にわた りどうもあ りが とうござい

ました。
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〔関連施策紹介〕

高レベル放射性廃棄物地層処分の事業化に向けての検討
一総合 エネルギー調査会原子力部会 中間報告 よ り一

小 山 田 巧(通 商産業省 資源エネルギー庁原子力産業課 廃棄物係長)

高レベル放射性廃棄物の処分に関 しては,

原子力委員会高レベル放射性廃棄物処分懇談

会が98年5月 に報告書 「高 レベ ル放射性廃棄

物処分に向けての基本的考 え方について」 を

取 りまとめ,「法律の制定 を含めて今後,関 係

機関が進めるべ き具体的な方策の策定に向け

た基本的考え方や検討すべ き点」について提

言 した。特に早急に着手すべ きとした点の中

に事業資金の確保 と実施主体の設立を挙げ,

そのための関係機関の努力を強 く要請 した。

高レベル放射性廃棄物処分事業の制度化 に

は,そ の特殊性に配慮 した法的枠組みの構築

が求め られるが,2000年 に実施主体 を設立す

るためには,早 急に所要の法制度の整備が必

要になる。 しか し,何 世代 もの長期にわたる

制度の整備であること等を考 えると,通 商産

業省その他関係省庁 を含む行政部内における

綿密かっ実務的な調整が必要になる。

総合エネル ギー調査会 にお いては,今 後

2000年 を目途に進められ る 「高レベル放射性

廃棄物処分事業の制度化のあ り方」について

98年7月 から検討 を進め,99年1月 に報告書

の案を国民に提示 し,広 く意見募集を行った。

この結果,153名 か ら222件 の意見が寄せ られ

た。また,99年2月 からは全国5カ 所におい

て,延 べ24名 の方々 と原子力部会委員 との
1.背 景

バ ックエン ド対策に係 る意見交換会 を行い,

延べ1,069名 の一般傍聴者 を得 ることができ

た。これらの機会に提 出された意見 を踏まえ,

99年3月 に中間報告 「高レベル放射性廃棄物

処分事業の制度化のあ り方」をとりまとめた。

2.処 分費用の合理的な見積 りについて

(1)処 分費用の考 え方

高 レベル放射性廃棄物処分事業の制度化に

向けた検討の うち,ま ず資金確保のための合

理的な費用の見積 を行った。

処分費用の考 え方 として,

① 高レベル放射性廃棄物が原子力発電を

行 うことに伴い必ず発生す るものである

こと。

② 原子力発電を享受 している現世代が当

該発電から発生する高レベル放射性廃棄

物の処分費用を負担することは,世 代間

の負担の公平性からも必要かつ妥当であ

ること。

③ 他の廃棄物 と同様 に,消 費に伴 う便益

を受けた世代が考 え得る限 りの対応 をし

ておかねばならない ものであ り,発 電段

階において費用 を手当てす ることが基本

である。
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処分事業全体費用

技術開発費

調 査 費 処分候補地選定調査費

処分予定地選定調査費

几分地選定調査費 地上詳糸晦 一_王
地下騰 での調「1

地下雛 調醜 設の建欝 畷 諜(設 計含む)

文献調査

リモートセンシング調査

地質調査

水理地質調査

地球化学調査

環境影響調査

地質調査

水理地質調査

地球化学調査

地質調査

水理地質調査

地球化学調査

その他(環境影響調査他)

用地取得費

設計及び建設費 設 計 費

施設建設費

設 備 費

概念設計
基本設計

1鞍 設(サイト外)■
地上施設マ
地下施設

廃棄体輸送設備
地上設備
地下設備

港湾(含 むクレー ン)

専用道路(港湾一サイト)

送電線

廃棄物受 入検査建屋

充損プ ラン ト建屋

又変電施設

アクセス施設

主要坑道

処分坑道

処分孔

操 業 費 運 転 費

維持補修費

ユーティ リティ費(電 力 費)

廃棄体輸送(貯蔵施設～サイ ト,物品費(キャスクを含む))

廃棄体受入工程

廃棄体定置工程

処分坑道埋戻工程

… 持補修費一 モ 蕪 施設

設… 補修費一 一r騰 送設備

解体及び閉鎖費 地上施設解体費

地下施設閉鎖費
ア クセス坑道

主要坑道

設備撤去費 地上設備

地下設備

モ ニ タ リン グ費

プロジェク ト管理費

環境モニタ リング費

作業 環境安全性確 認 モ
ニタ リング費

品質確認モニタリング費

環境回復モニタリング費

環境安全確認モニタリング費

実施主体 人件費

実施主体運営経費

固定資産税

図1処 分費用の範囲
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とした上で,合 理的費用の見積 を行 った。

(2)費 用見積 りの範囲と処分スケジュール

費用の範囲としては,事 業に伴い必要 とされ

る技術開発から,操 業,閉 鎖後のモニタリング

等の措置までの各費用項 目とすることとした。

地域 との共生に関しては,「実施主体が行 う地

域共生に要する費用は,処 分費用に含め るべ

き」であるが,地 域共生策に特別に必要 とする

費用を現段階で合理的に見積 もることは困難

であるため,「事業規模 との関係で一般的に推

定できる地域共生費用を一般管理費の一部 と

して計上すること」とし,立 地地域において地

域共生の具体的な方策が決定 された時点にお

いて,こ れに係 る費用 を適切に処分費用に含め

ることとした。また,安 全規制等に関する技術

開発は国が実施することとし,処 分費用には含

めないこととした。(図1参 照)

合理的な費用見積 りを行 うに当たり,見積 り

の前提 として以下の項目を設定 した。

(a)処 分施設

処分施設は,イ ンフラ施設,地 上施設,

地下施設か ら構成される。

インフラ施設は,ガ ラス固化体 を収納 し

た輸送容器 を荷揚げす る岸壁 クレーン等の

港湾施設,港 湾か ら処分場まで陸上輸送す

る専用道路,処 分施設で使用される電源 を

確保するための送電設備等によって構成 さ

れる。

地上施設 は,ガ ラス固化体 をオーバー

パ ックに封入する施設,緩衝材等 を成形・製

作す る施設,受 変電設備,管 理棟及び土捨て

場等によって構成される。

地下施設は,オ ーバーパ ックに封入され

たガラス固化体(廃 棄体)を 定置す る処分

孔,処 分孔が並ぶ水平の処分坑道,及 び処分

坑道の周辺 に配置 される主要坑道等等 に

よって構成 される。また,地上施設 と地下施

設の問には,地 上 ・地下連絡坑道(立 坑及び

斜坑)が 設置される。(図2参 照)

藍
F
,

響 鎌."地 士儒 鰭

圃 囲

熱

ク

　嚢諺
　

ロ
　多鑛

環

繊

黙・難 蟻

図2処 分施設の概念
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廃棄体の定置方法

定 置 方 式:処 分孔竪置 き方式

廃 棄 体 定 置 間 隔:5.5m(軟 岩系)、3.5m(硬 岩系)

処分坑道離 間距離:12m(軟 岩系)、10m(硬 岩系)

埋戻 し ・プラグ材料

下部 埋 戻 し

上部 埋 戻 し

強度プラグ材

止水プラグ材

ベン トナイ ト混合率20%

ベン トナイ ト混合率50%

コンク リー ト

高圧縮ベ ン トナイ ト

坑道埋戻し材
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(サ イクル 機構 第2次 取 りま とめ

第1ド ラ フ ト(1998)よ り

、一一L一

(サ イ クル機 構 技術 レポー ト(1995)よ り

緩衝材仕様

乾燥密度:1.6M9/m3(厚 さ70cmの 場合)

2,0Mg/m3(厚 さ40cmの 場合)

へ'ンけイト混合率:70%(厚 さ70cmの 場合)

80%(厚 さ40cmの 場 合)

図3人 工バ リアの概念

人工バ リア及び処分施設に関 しては,サ

イクル機構の第2次 取 りまとめ(第1ド ラ

フ ト)に示された設計の考 え方に基づ き,以

下のような項 目について,積 算に用いる仕

様 を設定 した。(図3参 照)

① 地下施設(深 度,支 保工,定 置方式,

地上 ・地下連絡方式,廃 棄体定置間隔,

施設の レイアウ ト,埋 戻 し ・プラグ)

② 緩衝材(厚 さ,密 度 ・ベ ン トナイ ト混

合率,施 工方法),オ ーバーバ ック(材料,

厚さ)

(b)処 分施設の規模

処分施設のガラス固化体受入れ総本数に

ついては,規 模が大き くなるとスケールメ

リットにより低下する傾向があるため,年

間1000本 受け入れ可能な設備を持つ処分施

設を想定 して,当 該処分施設の規模 とガラ

ス固化体当たりの処分費用 との関係につい

て分析 したところ,4万 本程度以上であれ

ば処分単価は規模 にほとんど依存 しないと

いう結果が得 られた。 したがって,費 用の

見積 もりを行い,処 分単価 を算出する前提

として,処 分施設規模 を4万 本 と設定 した。

(図4参 照)

なお,4万 本 というガラス固化体本数 を

発電電力量に換算すれば,我 が国の商業用

原子力発電所初号基が運転を開始した1966

年から2015年 頃までの原子力発電電力量に

相当す ると試算されるが,こ れは費用試算

のために必要な計算の前提であ り,実 施主

体が実際に計画 し実施す る処分事業の規模

等を規定するものではない。

(c)処 分スケジュール

原子力開発利用長期計画において,2000

第22巻 第2号(1999)
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図5費 用試算 に当たり設定 した高レベル放射性廃棄物処分スケジュール

年 目途に実施主体 を設立 し,2030年 代から

遅 くとも2040年 代半ばまでに処分を開始す

るとしている。このため,2035年 か ら操業

を開始 し,2095年 に坑道を閉鎖 し,そ の後

300年 間,モ ニタリング等の閉鎖後の措置を

実施するとの前提を置いた。(図5参 照)

(3)処 分費用の試算結果

(a)処 分費用

一20一

試算においては,主 要 な物理的条件の変

動による影響 を検討するため,現 在 までの

知見に基づいた合理的な選択の範囲で比較

評価することとし,代 表的な11の ケースを

設定 し,試 算を行った。その試算ケース及

び試算結果を表1及 び図6に 示す。

試算値 は,約2.7～3.1兆 円の範囲にある

が,各 試算ケースの前提 とした条件は

① 主に研究開発の進展により,技 術的に

季報エネルギー総合工学



表1試 算ケース

ケ ー ス11ケ ー ス21ケ ー ス31ケ ー ス41ケ ー ス51ケ ー ス6 ケー ス71ケ ー ス81ケ ー ス9 ケ ー ス10 ケ ー ス11

岩 種 軟岩系(堆積 岩) 硬岩系(花 閥岩) 軟岩系(
堆積岩)

硬岩系
(花闇岩)

深 度 500m 1000mll100m 500m 1000m

人
工
バ

リ
ア

支 保 コ ン ク リー ト製 セ グ メ ン ト 支持な し
コンクリート

製セグメント
支持な し

緩衝材厚さ 40cml70cml40cm 70cml40cm 70cm 40cm
緩衝材施工
方法 ブ ロ ッ ク型 一体型

ブ ロ ック型 一体型

オー バ ー パ

ッ ク材 質 単一(炭 素鋼)
複合(炭素
鋼+チ タン
合金)

単一(炭 素鋼)

オー バ ー パ ツ
ク厚 さ 18cm 19cm 18cm 7αn 18cm 19cnl 18cm 19cm 18cm

地下施 設への
アクセス方式 斜坑及び立坑 すべ て

立坑 斜坑及び立坑 すべて
立坑

斜坑及
び立坑

サ イ ト選定プ
ロセス (i)5地 点 《ii)2地 点 一(iii)1地 点

(i)10地 点
一(ii)5地 点

一(iii)1地点

(i)5地 点
一(ii)2地 点

一(iii)1地点

(i)10地 点一

(ii)5地 点一(

iii)1地 点一

(i)5地 点一

(ii)2地 鳥

(iii)1地 点

(注)サ イ ト選定 プロセ スの各段階 において必要 な費用の支 出の対象 として設定 した地点数

(i)初 期段階の立地活動等の対象 となる立地調査地点

(ii)予 備的 な地質調査 等の対象 となる立地候補地点

(iii)設 計 ・建設に向けたサ イ ト特性調査等の対象 となる建設予定地点

35、000

30,000

25,000

翼2。,。。。

上億

E]15'000

IO,000

5,000

ケース1ケ ース2ケ ース3ケ ース4ケ ース5ケ ース6ケ ース7ケ ース8ケ ー一一ス9ケ ースIOケ ースli

薗 技 術 開発 費[コ 調査 費及 び 用 地取 得 費 口 設計 及 び 建 設 費 ■ 操業 費

口 解体 及 び 閉鎖 費 ロ モニ タ リング 費 凹 プ ロ ジ ェ ク ト管理 費

図6試 算結果

一層の最適化が可能な条件(支 保形式,

オーバーパックの材質等)

② 地質環境等,主 に具体的な処分地の物

理的状況により確定する条件(岩 種,処

分深度等)

の2種 類に分類す ることが可能 とした。こ

の うち,前 者の変動 によ り処分費用は最大

約11%変 動するが,後 者は最大で約6%と

なった。

(b)電 力量当りの処分単価

また,原 子力発電電力量1kWhあ たりの

処分単価 を試算す ると,以 下の とお りと

なった。

割引率 を考慮 しない場合:26～30銭/kWh

第22巻 第2号(1999)
一21一



割引率2%の 場合:12～14銭/kWh

割引率3%の 場合:9～11銭/kWh

割引率4%の 場合:7～9銭/kWh

なお,資 金手当て開始時点以前の電力量に

係 る分について,手 当て開始後10年 間で手当

てするとした場合には,概 ね2倍 程度になる

もの と試算 されている。

3.処 分事業のあり方について

(1)基 本的要件

原子力部会 においては,前 述の高 レベル放

射性廃棄物処分費用の合理的見積 りを行 った

上で,処 分事業における関係者の役割,資 金

確保制度について検討 を行った。

高レベル放射性廃棄物処分事業に求められ

る基本的な要件は,

① 長期にわたる事業の安定的な遂行(長

期安定性)

② 長期にわたる安全性の確保(長 期安全

性)

の二点に整理され,ま た,社 会的受容性にも

配慮 し,高 レベル放射性廃棄物処分事業 を,

その立地 を含め円滑 に実現 して い くために

は,

③ 国民及び地元からの信頼性の確保(社

会的信頼性)

を必要不可欠な要件 とした。 この社会的信頼

性 を当初よ り確立 してい くために,「長期安定

性及び長期安全性を制度的に担保することが

必須」 としている。

この長期安定性,長 期安全性及び社会的信

頼性 を確保す るために,国,実 施主体及び電

気事業者それぞれの責任に基づ く役割につい

て,以 下のように提言 した。(表2参 照)

(2)国 の責任 と役割

(a)国 が措置すべ き制度

長期安定性及び長期安全性 を確保するた

め,事 業の時間的推移に従い,国 が措置す

べ き制度 としては,

① 基本計画の策定

② 資金確保制度の制定

③ 技術的能力,経 理的基礎等,実 施主体

表2処 分事業に求められ る要件 と国 ・実施主体 ・電気事業者の主な役割 ・責任

社会的信頼性 長期安定性 長期安全性

○政策の明確化(基 本計画策定) ○実施主体 の技術的能力 ・経理 ○サ イ トの適性の評価
○一体 とな った取組 的基礎等の確認(事 業許可) ○安全基準策定
○立地 ・理解促進活動 ○資金確保制度の制定 ・管理 ○安全審査 ・設置許可(安 全規

国 ○計画的遂行(事 業計画)の 確 制)
認 ○安全管理監督(安 全規制)

○長期安定性,長 期安全 性に対す る制度的担保
○事業終了後の安全責任の継承 ○不測の事態に対する制度的対応

O信 頼 され る組織運営(透 明性 O長 期の事業遂行(解 散の歯止 ○安全性実証,安 全審査 申請
等) め) ○安全管理

実施主体 ○立地活動,理 解促進活動

○技術的能力 ・経理 的基礎の保持

○立地,建 設,操 業等,安 全 に処分す る責任

○一体 となった取組 ○人的 ・技術的支援 ○安全性実証

電気事業者
○立地 ・理解促進活動

○立地,建 設,輸 送,操 業 等,安 全に処分 され るまでの発生者 としての責任

O原 子力発電の費用 として確実に資金 を手当て

一22一
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の要件 を法的に担保

④ 実施主体の事業計画の承認

⑤ 安全規制等に関する技術開発

⑥ 安全審査 ・設置許可

⑦ 安全管理監督

⑧ 地下利用制限等その他規制

⑨ 事業終了後の安全責任の継承

⑩ 不測の事態における制度的対応

⑪ 記録の保持

を挙げている。

(b)国 の役割

事業推進全体 を通 じて,社 会的信頼性の

確保のため に国が果 たすべ き役割 として

は,

① 政策的位置づけの明確化

② 国が前面に立った政策の説明及び情報

提供

③ 地域 との共生策(財 政的支援等)

④ 事業推進に係 る立地 自治体 との緊密な

連絡調整

特に,地 域 との共生策については,実 施主

体及び電気事業者 と十分な連携 をとって,国

が適切 な支援措置 を講じてい くことが極めて

重要であり,地 域共生策は,施 策が広範な分

野にわたることか ら,政 府一体 となった対応

が求められるとしている。

また,処 分施設閉鎖後における安全確保 に

ついては,国 は,モ ニタリング等の実施主体

による措置を経て安全 に処分が行 われている

ことを最終的に確認 し,当 該施設に係 る事業

終了後の安全責任 を継承す ることが適 当であ

ること,事業終了後の安全責任の継承 に加 え,

不測の事態における制度的対応について国の

責任を明確化す ることは,立 地地域の住民を

始め として国民の処分事業に対す る信頼 と安

心 を得 て い く上 で も,極 め て 重 要 で あ る と し

て い る。

(3)実 施主体の責任 と役割

事業を進める法人として設置される実施主

体の役割 としては,

① 事業 資金 を計画的かつ合理 的に支弁

し,事業を確実かつ安全に遂行す る責務。

② 事業推進全体を通 じて,情 報公開,透

明性確保等に十分留意し,国 民及び地元

から信頼 される組織 となることに自ら努

めること。

が挙げられ,特 に,「地域 との共生においては,

実施主体が地域社会の一員 として認知 され安

定的な信頼関係 を築 くとともに,地 域経済へ

の貢献に も配慮 しつつ事業 を進めることが肝

要である」 としている。

(4)電 気事業者の役割

高 レベル放射性廃棄物の発生者である電気

事業者の役割 としては,

① 廃棄物の発生者 としての基本的な責任

を果たす こと。

② 国が法的に定める資金確保制 度の下

で,原 子力発電の費用 として確実に費用

を手当てすること。

③ 実施主体の設立に際し,電 気事業者が

中心 とな り,適 切な人材の確保,組 織の

形成等 を進めること。

④ 実施主体 設立後 も,実 施主体 への人

的 ・技術的支援,安 全確保面での協力す

ること。

としている。

特に,電 気事業者は,地 域 との共生につい

て多 くの経験 を有 していることから,実 施主
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体 と一体 となって真の地域共生の実現に向け

てに取 り組むことが求められている。

(5)事 業段階に応 じた3者 の役割

さらに,国,実 施主体及び電気事業者が,

事業段階に応 じて各々の役割及び責任 を果た

しつつ,相 協力することの必要性 を述べ,特

に立地 ・広報対策,情 報公開,透 明性確保等

を通 じた社会的信頼性の向上については,三

者が協力 し,全 力を挙げて取 り組むことが肝

要 としている。(表3参 照)

⑥ 実施主体 に求められる要件

要件 として,① 技術的能力,② 経理的基礎,

③合理的かつ効率的な経営,④ 非営利性,⑤

解散に対する歯止め,を 挙げ,そ れぞれにつ

いて具体的に以下のように示 した。

① 技術的能力

サイ ト選定段階における技術的検討,

建設予定地における詳細な特性調査等,

設置許可 申請を行 う前の実施主体の活動

において,十 分な技術的能力は必須であ

り,的 確な人材及び技術 を確保す るため

には,優 秀な人材の定着に必要な処遇,

サイクル機構等か らの適切な技術移転等

に配慮す ることも重要。

② 経理的基礎i

事業に必要な資金は,④ あらか じめ長

期に安定的に手当て されている資金か

ら,的 確 な支弁 を受け ることが適当であ

り,そ の制度 を法的に担保すること,◎

予算執行 に当た り,支 出の適切性 ・効率

性 を確保す るため,内 部及び外部からの

チェック機能 を有す ること,㊦ 国の制度

的関与があ る場合 には実施主体 の機動

性,柔 軟性 を損なわない配慮が重要。

③ 合理的かつ効率的な経営

実施主体には,④ 経営責任の明確 さ,

経営判断の柔軟 【生,組 織の一体性,社 会

に開かれた運営等が確保できる優れた経

営能力が求め られること,◎ 電気の消費

者が費用を負担 していることを常に認識

し,事 業遂行にあたりコス ト意識が徹底

され,民 間の活力を維持 し得 る組織であ

ることも重要であり,社 外役員制度等の

内部チェック機能,外 部委員会による第

表3事 業段階に応 じた国 ・実施主体 ・電気事業者の役割のイメージ

設 立 立 地 安全審査 操 業 閉 鎖 後 事業終了後

国

○基本計画の策定
○法律に基づ く担保
く要件〉 ・技術的能力

・経理的基礎

等
○事業計画の承認

○理解促進活動
地元住民への

説明
○地元自治体 との

調整i

他の段階にお'
いても十分な
調整 を行う

○地域振興策
・長期的共生策

○安全規鋼
く地下稗醐臓等倉む)

○安 全責任

の継承

実 施
主 体

○設立準備
・人材確保

・組織

○安全性実証
○安 全審査 申

請 ○安定操業

○安全管理
○モニ タ リング

『

電 気
事業者 ○安全性実証

○ガラス固化

体搬入
・輸送の安

全確保

『 一

(注)上 記の他,処 分事業全体 を通じて,国 は実施主体や資金管理の監督等,電 気事業者は処分費用の手当,発 生者責

任の遂行等を行う。
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三者チェック機能等の活用が重要。

④ 非営利性

実施主体が行 う事業は,あ らか じめ手

当された資金 を適正に使 い安全に高レベ

ル放射性廃棄物 を処分することが目的で

あり,利 潤 を追求 し投下資本を回収す る

ことが目的ではないため,こ のような事

業の性格 を明確化す ることは,財 務及び

税務への的確な対応 を行 う上でも,ま た

社会的信頼性 を得 る上でも重要。

⑤ 解散に対す る歯止め

高 レベル放射性廃棄物処分事業は,モ

ニタ リング等の措置 まで含めて長期 にわ

たる事業を遂行することが想定されてお

り,法 人の解散 に対す る歯止めが必要。

実施主体の法人形態については,特 別法に

基づ く国の関与が必要であ り,今 後の制度化

の具体案におけ る実施主体の法人形態につい

ては,行財政改革を踏 まえつつ検討されるが,

これ らの要件が法的に担保 されるもの とす る

ことが適当とされた。

(7)事 業資金管理

(a)資 金の安定確保の要件

長期安定性,長 期安全性,社 会的信頼性

を確保す るため,事 業資金が安定的に確保

されることが必要不可欠であ り,そ のため

に求め られる要件 として,① 合理的かつ安

定的な資金の手当て,② 確保 された資金の

安全i生,③ 運用の安全性 ・効率性,④ 資金

管理の中立性 ・透明性を挙げ,以 下のよう

に示 した。

① 合理的かつ安定的な資金の手当て

処分に係 る費用は,原 子力発電に伴 う

費用であり,原 子力発電を行 う電気事業

者が,原 子力発電に係 る費用 として計上

し,手 当てす ることが重要であり,国 が

合理的かつ安定的な資金確保制度 を法的

に担保することが適当。

② 確保 された資金の安全i生

毎年確保 される資金は,事 業遂行のた

めに確実に管理 され,適 正に支弁される

仕組みの中で,長 期 にわた り安全性が確

保されることが重要。

③ 運用の安全性 ・効率性

資金の手当てと支 出が長期にわたるた

め,確 保 された資金が安全確実に運用 さ

れることが重要であ り,法 的な担保につ

いて検討すること,消 費者負担軽減の観

点か ら,効 率的な運用が重要。

④ 資金管理の中立性 ・透明性

資金の管理及び実施主体が行 う事業へ

の支弁において,中 立性 ・透明性が確保

されることが必要 であ り,資 金管理の独

立性への配慮が必要。

(b)資 金管理の形態と制度

資金管理の形態 としては,① 引当金等の

電気事業者による内部留保,② 独立した主

体(基 金,信 託)に おける管理,③ 実施主

体内部で区分 された資金管理 を挙げたが,

①の場合,債 務超過や倒産により予定され

た資金の確保が必ず しも保証されな くなる

恐れがあるため,② または③が適当として

いる。

この他,原 子力発電を行 った時点で費用 と

して手当てし,手 当てされた資金 を適切に運

用 し,営 利 を目的 としない処分事業に対 し必

要に応 じ支出する制度を法的に担保するにあ

たって,適 切 な税の取扱いを検討すべ きとし

た。
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(注)資 金 管理 の形態 は,長 期安 定性,中 立性,透 明性等に配慮 し,

独 立 した主体(基 金/信 託)ま た は実施主体 内部での手 当が適 当。

図7資 金と廃棄物処分の流れ

また,物 価水準等経済環境の変化 に対応し

得 る,将 来の費用増減に対する調整メカニズ

ムの法的担保,災 害等不測の事態が発生 した

場合の経済的負担についての制度的担保,処

分事業終了後に発生 した費用について国が継

承す る安全責任に係 る制度の中で考慮す るな

ど,将 来的な費用の発生 ・変動に対する対応

などの考慮事項が示された。(図7参 照)

4.お わ り に

最後に,「事業者及び国は,明 日からでもそ

の道筋 を固め歩んでい く必要がある」 として

関係者の取 り組みを促す とともに,国 民か ら

の意見 を踏まえ,「法的措置によ り,処 分施設

を立地,建 設,操 業す る実施主体 を設立 し,

資金の手当て等 を行 う制度化 を検討するに際

して,消 費者への負担 を伴 う,し かも長期性

を特徴 とする制度であることを十分念頭に置

きつつ,法 制度の整備に係 る議論 を含め広範

な議論 を重ね,国 民に理解 を深めていただ く

努力 を継続することが重要である」 としてい

る。

なお,こ の中間報告を踏 まえ,現 在,行 政

庁 において実施主体のあり方や資金確保のあ

り方 な ど,制 度化に向けた具体的 な検討 を

行 っているところである。
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撚 一 欝㈱繕欝撚 繕一
〔内外情勢紹介〕

欧米諸国における電力 自由化の動向*

飯 沼 芳 樹 偉聯 鼎 醐査会調査部)

一 ㈱欝繕㈱㈱繕一
は じ め に

欧州主要諸国では,2000年 を前後 して小売

の全面 自由化が実現されようとしている。 し

か し,小 売 自由化の導入方法を初め として各

国の電気事業改革の内容 も多様である。

本稿は,小 売自由化の是非を問う段階から

実施段階に移った米国,今 年半ばに全面 自由

化 となる一方でプール市場の抜本的改革に着

手 した英国,そ して自由化 の緒についたばか

りのEU(欧 州連合)に おける電気事業再編の

特徴や最近の主要な動 きを纏めたものである。

1.米 国の電気事業再編の現状

(1)再 編内容の特徴

米国では周知の ように,1992年 にエネルギ

ー政策法が成立 し,卸 電力市場におけ競争が

連邦大の電力政策 となる一方,こ のころか ら

加州 に代表 されるような州 レベルでの抜本的

な電気事業再編への動きが加速 し始めた。以

下,州 レベルでの再編内容の特徴 を見てみよ

う。

(a)小 売自由化

第1の 特徴は小売の 自由化である。自由化

の意味は必ず しも明確 ではないが,一 般的に

は需要家に対 して供給事業者 を選択す る自由

を与えることを意味する。ただし,自 由化に

当たっては,段 階的に導入す る州,特 定の時

期に全面 自由化する州等様々である。加州で

は全面同時自由化,す なわち全ての需要家が

1998年4月 から供給事業者の選択権を与えら

れている。 しか し,州 の中には特定の需要種

別から自由化 し,対 象 となる需要種別 を順次

拡大 して最終的に全需要種別の需要家が選択

権 を与えられるような計画で自由化 を進めて

いる州 もある。ちなみに,加 州 では機会の公

平性の観点か ら特定の需要種別か ら段階的に

導入 という考え方については反対が多 く,ま

た関係者が技術的に も可能であるとの判断を

示 したことか ら最終的に全面同時 自由化にな

ったという経緯がある。

(b)ス トラ ン デ ッ ド ・コ ス ト

第2の 特 徴 と して は,競 争 を 前 提 と した供

給 シ ス テ ム に移 行 す る結 果 発 生 す る,い わ ゆ

る 回収 不 能 費 用 の 回収 を大 半 の州 で 認 め て い

る こ と も共 通 に 見 られ る点 で あ る。 なお,回

収 不 能 費 用 は ス ト ラ ン デ ッ ド ・コ ス ト

(strandedcost)と 呼 ば れ て い る もの で あ る。

事務局 注*:本 稿 は,平 成11年3月 の当所 月例研究会 におけるご講演 を,本 誌掲載 のためその後の状況進展 を

含め,改 めて文章化 していただいたものです。
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ス トランデッ ド・コス トより広い概念である

が,移 行費用(transitioncost)と いう言葉が

使われることがある。一般的には,競 争的な

電力市場で競争力の無い発電プラン トが回収

不能費用の中心であるが,こ れに非経済的な

卸電力契約(典 型的な例が高価格で長期間固

定 した価格での認定施設 〔QF〕との買電契約)

や,競 争によって職 を失 う従業員 を再雇用す

るための訓練費用などを加 えた ものを総称 し

て移行費用 とす る場合が多い。

回収不能費用の容認 と密接 な関係があ る

が,競 争への移行期 間中電気事業者に対 し義

務付けられる料金値下げ,あ るいは料金凍結

も再編決定にあたって採用 してい る州が 多

い。 また,色 々批判 も多いが加州のように,

回収不能費用の回収を認めるとともに,料 金

値下げ/料 金凍結を目的 として 「料金値下げ

用債券」の発行 を認めた州 も何州かある。

(c)公 共プログラム

次に,殆 どの州で公共的プログラムと呼ば

れるプログラムを採用 している点を挙げるこ

とがで きよう。公共的プログラムにはエネル

ギー効率,低 所得者に対す る補助,研 究開発

などが含 まれるが,競 争的な環境下では,こ

れまで電気事業者が行 ってきたこれら公益的

な事業が供給 コス ト削減のためにカットされ

る可能性が強い。こうした公共的な性格が強

い施策については州議会の決定 によってこれ

まで電気事業者が行 っていた場合が多い。今

後 も需要家がこれ ら費用を負担するとい うこ

とでは変わ りはないが,費 用の徴収方法,徴

収 したものの管理や,関 係者に対 して配分す

る方法等については,独 立 した第三者機関が

責任機関 となる場合が多い。

(d)再 生可能エネルギー ・ポー トフォー リ

オ ・スタンダー ド

さらに,再 生可能エネルギーの導入促進の

ため,再 生可能エネルギー ・ポー トフォー り

オ ・スタンダー ド(RPS)制 度の導入を再編

内容の一つ としている州 もある。この制度は,

発電電力量の一定比率については,再 生可能

エネルギー を利用 したものでなければならな

いとする,再 生可能エネルギー促進のための

新たな施策である。二酸化硫黄の排出権制度

のように,規 制によるコス トを最小化す るた

めにクレジッ トの売買が認められているの も

この制度の特徴である。例えば,一 定の比率

を満たせない発電事業者は他の発電事業者か

ちクレジッ トを購入することによって基準を

満 たすことができる。これまでは,公 益事業

規制政策(PURPA)や 連邦 ・州の両 レベルで

の投資税額控除等が再生エネルギー促進施策

として知 られているが,今 後はRPSが 連邦 レ

ベルを含めて主要 な促進制度 として採用され

てい く可能性がある。

こうした内容 を包含 した再編法 を議会で可

決 した州は1999年4月1日 現在16州 に上 る

(表1参 照)。この他,州 の規制当局が電気事

業再編に関わる包括的な決定を行 っている州

もミシガン州等4州 ある。これ らの州以外で

も,フ ロリダ,サ ウス ・ダコタ両州 を除 く全

ての州の議会あるいは規制当局の場で電気事

業再編問題が検討されてお り,電 気事業再編

は一部の州だけではなく全米レベルでの動 き

といってよい。

(e)連 邦議会の動き

以上のような州 レベルの動きに呼応して,
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連邦議会 でも電気事業再編に関わる議論が前

議会あた りか ら活発に行われ るようになって

いる。1999年4月 にはクリン トン政権が草案

した 「包括的電力競争法案」が発表されてい

る。本法案の中には以下のように,連 邦エネ

ルギー規制委員会(FERC)の 規制権限強化案

や,再 生可能エネルギー促進策等,関 係者か

ら同意を得づ らい内容が含 まれているため,

今後議会で原案 どお り可決 され る可能性は無

いというのが大方の見方である。

・2003年1月1日 までに,小 売需要家が供給

事業者 を選択す る権利 を与える。ただし,

公的な場での検討結果に基いて,他 の代替

策,あ るいは現行の独 占システムの方が消

費者にとって好 ましいとい う結論であれば

この限 りではない。

・地域的な送電線計画機関を設立す る州際協

定を認可する権限をFERCに 与える。送電

施設の運転,計 画,制 御 を目的 とした独立

機関の設立権限と,電 気事業者に対 して送

電施設の運転制御 を独立地域 システムオペ

レーターに移管することを義務付ける権限

をFERCに 与える。

・RPSを 導入し,販 売電力量に占める再生

可能エネルギーの比率 を2010`tF-2015年 に

は7.5%と する。一方で,PURPAの210条

中の買電義務条項を廃止す る。

・公益事業持ち株会社法(PUHCA)を 廃法 と

する。ただし,FERC及 び州規制当局が持

ち株会社及び関係会社の帳簿へ一層アクセ

スできるようにす る。

・信頼度基準 を策定,履 行す る 「電力信頼度

組織」を認可及び監視す る権限 をFERCに

与える。

(2)発 送配電,供 給各部門の現況 と課題

(a)発 電市場

発電,送 電,配 電及び供給各部門において

唯一競争市場 としての条件が整いつつあるの

が発電市場である。送電 配電部門について

は,後 で見 るような加州の例 もあるが,当 分

の間は規制 された部 門 として残 りそ うであ

る。 したがって,消 費者が支払 う料金値下げ

の鍵 を握 るのは,主 として発電市場 というこ

とになるのでこの市場 をまず見てみよう。

周知のように,電 気事業再編の きっかけ と

なったのは今か ら20年前に成立 したPURPA

で規定 されているQFの その後の興隆である。

また,1992年 エネルギー政策法によって規定

された卸専業発電事業 者(EWG:Exempt

WholesaleGenerator)が 新たに発電市場の

プレーヤー として加わることになった。 この

EWGは 通称独立発電事業者(IPP)と 呼ばれ

ている発電事業者の一種 であるが,FERCで

はIPPとEWGと を区分けす るためにIPP

を 「非QFで,当 該IPPが 活動す る市場の電

気事業者の関係会社 ではな く,ま た市場支配

力を有 していない事業者」 と定義 している。

なお,電 気事業者の範疇に属さない発電事業

者を総称 して非電気事業者(NUG)と 呼ぶ場

合 が ある。1997年 末現在 のNUG設 備 は約

7,000万kWで あるが,こ の内7割 強はQFで

ある。

これ らNUGの 他に最近注 目されているの

がマーチャン ト・プラン ト(MP)と 呼ばれる

発電事業形態である。MPは 電力会社 との長

期売電契約締結後に資金調達するようなIPP

プロジェクト運営方式で もな く,QFの ように

法律によって保護された電源でもない新 しい
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表1再 編法が成立 している各州の再編概要

州
再 編 法
可決年月

小売 自由化
開 始 時 期 小売自由化導入方法 回 収 不 能 費 用

96年5月 98年1月 か 回収不能費用問題で係争中。連邦栽判所

ニ ユ ー ハ ン プ シ ヤ ー
らの予定で

あったが延

の判断待 ち。

期 。

96年8月 97年7月 段階的 に導 入 し,98年1月 97年7月 一2000年12月 までの移行料金 を

か ら全面 自由化 したが,標 2,8セ ン ト/kWhと し,そ れ 以 降2009年 ま

ロ ー ド ア イ ラ ン ド
準料金(発 電価格)が3.2セ
ン ト/kWhと 安 価 で あ った

での価格 は2000年 末時点 でPUCが 設定。

ため競合事業者は参入でき

ず 。

96年9月 98年4月 98年4月 か ら全面同時 自由 2002年 までの移行 期間 中の回収不 能費用

カ リ フ ォ ル ニ ア 化 の 回収 を認 める。

ペ ン シ ル バ ニ ア 96年12月 99年1月 段階的 に導 入 し,2001年 ま

でに全面 自由化

再編法 では回収不能費用 の回収 を認めた

が,詳 細 はPUCの 判断。

97年4月 SB500で は 具体的内容は現在検討中 SB500で は,3年 ～7年 間移行料 金 を課

2002年7月 す こ とが可能 と規定。

オ ク ラ ホ マ までに小売
自由化を開

始 。

97年4月 98年7月 2000年 に全 面 自由化(モ ン 再編法では回収不能費用の回収 と同費用
モ ン タ ナ (モンタナ タナパ ワー社) の証券化 を認めて いる。

パ ワー社)

97年5月 2000年3月 99年1月 から消費者教育プ 再編法では回収不能費用の回収 を認めた

メ イ ン
ログラム を開始。また,料 金

も同年 同月か ら請求書 では

が,詳 細は未定。

サー ビス を分離 して提示。

ネ バ ダ
97年7月 99年12月 未 定 未 定

マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 97年11月 98年3月 全面同時自由化 回収不能費用の回収は認められる。

イ リ ノ イ
97年12月 99年10月 2002年5月 までに全 面 自由

化。

回収不能費用の全額回収が認められる。

98年4月 2000年1月 2000年7月 まで に全面 自由 発 電プ ラン ト(原 子 力を含む)の 売却 あ

コ ネ チ カ ッ ト 化 るいは関係会社への移転 が条件(非 原子

力:2000年1月 まで,原 子力:2004年1

月までに)。

98年5月 99年1月 の 再編法では段階的導入(2 PUCと 関係会社間での回収不能費用に

ア リ ゾ ナ 予定 であ っ

たが延期 。

年 間) 関わ る協定が違法 であ ると州の最高栽 が

判 断。また委員 が交代 し,PUCの 決定 を

無効 とす る判断。

99年2月 99年8月 全面同時自由化 回収不能費用の回収が認められる。BPU
ニ ユ ー ジ ヤ ー ジ ー (公益事業委員会)の 判断で8年 間まで

移行料金による回収が可能。

99年2月 2002年1月 2004年1月 までに段階 的に 2002年7月1日 か ら2007年7月1日 まで
バ ー ジ ニ ア 導入 「公正 かっ妥 当な回収不能 費用

」の 回収
は認 め られ る。

99年3月 99年10月 2000年10月 までに段階 的に 詳細は未定
デ ラ ウ エ ア (Delmarva 導入(DelmarvaP&L社)

P&L社)

99年3月 2001年1月 家 庭 用 ・小規 模 ビ ジ ネ ス 回収不能費用の回収を5年 間に限り認め

ニ ュ ー メ キ シ コ (2001年1月) られる。株 主 と需要家双 方が負担。少 な

大 口産業 ・商業 需要 家(2002 くとも50%以 上の回収 は認 め られ る。

年1月)

出 所:http://www・eia・doe・gov/cneaf/electricityの 再 編 表(1999年4月1日 現 在)よ り筆 者 が 作 成
。
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表1再 編法が成立 してい る各州の再編概要(つ づ き)

(!999年4月1日 現 在)

州 特 記 事 項

ニ ユ ー ハ ン プ シ ヤ ー

再編法成立 を受 け,97年2月 に発表 された州公益事業委員会(PUC)に よる再編計画 に対 して同年

3月NU社 とPSNH社 が違憲 として提訴。

ロ ー ドア イ ラ ン ド

99年1月 標準料金 を値上 げ し3.5セ ン トに したこ とか ら参入が促進 され る可能 性。再編法 では7セ

ン ト/kWhの 料 金値下 げ命令。NEESの 発電 プラン ト売却に よ りさ らな る料金値下げ。

カ リ フ ォ ル ニ ア

料金値 下げ用債券 の発行(小 口需要家へ の10%料 金値下げ)。

私営 三社 は化石燃料焚 き発電プ ラン トの殆 どを売却。売却額 が簿価 を大幅に上 回る もの とな り,移

行 費用 の消減効果。SDE&G社 は移行期 間終了前 に移行 費用の回収 を完 了。

ペ ン シ ル バ ニ ア 99年1月 か ら開始 した小売 自由化で実際 に供給事業 者 を変 えた需要 家は37万8千 軒(同 州 の需要家

軒数は約5百 万)。PECO社 の場合 は2ヶ 月間で既 に同社の需要の33%が 他 の供給業者に奪われた。

オ ク ラ ホ マ

モ ン タ ナ

同 州 の料 金 レベ ル は,全 米平 均6.86セ ン ト/kWhに 対 し,4.72セ ン ト(1996年)。

メ イ ン

発電電力量 の30%を 再生可能 エネル ギー によるこ とを義務付け(RPS)。 電力会社 に対 して供 給区

域 内の供給 量に上限(33%)設 定。

発電 資産 の売却の義務付 け。

ネ バ ダ
自由化 の開始 を延期(自 由化 開始の条件 として8項 目)。

マサ チ ュ ー セ ッ ッ
供給事業者 を変更しない需要家に対して10%の 料金値下げを義務付ける。

非原子力発電施設の売却を義務づけ。

イ リ ノ イ
再編法 に よって料金値下 げ。98年8月,15%の 料金値 下げ実施。

コ ネ チ カ ッ ト

回収不能 費用の回収 を認 める条件 として原子 力の売却 を義務付 けたのは コネチ カッ トが最初 。

ア リ ゾ ナ

開始 時期 について は早 くて も来年。

ニ ユ ー ジ ヤ ー ジ ー

回収不能 費用の75%ま で証 券化が認め られる。発電プ ラン トの売却は義務化 されていないが,将 来

的 には可能性あ り。

再生可能 エネル ギー はRPSに よって促進。2001年3%,2012年6.5%。

バ ー ジ ニ ア

再編法 によ りPUCは 電気事 業者に対 して所有施 設の売却 を命令 で きない。電気事 業者は2001年1

月までに発 送配電機能 を分 離す る必要 あ り。

デ ラ ウ エ ア

住宅用 需要 家の料金 は99年9月30日 レベ ルに凍結 し,7.5%の 値下げ。

移行期 間は99年1⑰ 月か ら2002年9月 まで。

ニ ュ ー メ キ シ コ

料金凍結 ・値 下げ は行 われず。発電資産 の売却 も義務付け られていない。
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発電事業形態である。MPの 特徴 としては,発

電した電気 を特定の電力会社に売電す るわけ

で もな く,大 口の需要家に直接売電す る,あ

るいはマーケー ターを通 じて売ることもあり

得る。また,場 合 によっては,一 定の期間IPP

として特定の電力会社に売電 した後MPに な

るようなことも考 えられる。要す るに,MPは

利益の機会 を求めて活動する本来的な競争市

場でのプレーヤー ということになる。

表2はMPの 建 設計画 を纏 めた もので あ

る。表が示す ように,MPの 建設計画が多い州

と電気事業再編が進んでいる州がほぼ一致 し

ていることがわか る。これ らの建設計画が資

金調達上の問題等から全て実際に動 きだす と

は限らないが,発 電市場が真の市場に近づ く

につれこうした運営形態が増え,発 電市場の

主要なプレーヤーになることが予想され る。

(b)送 電部門

送電部門をめ ぐる問題 はアクセス問題 と送

電料金問題に大別す ることができよう。アク

セス問題については,1992年 エネルギー政策

法でFERCの 卸託送命令権限が強化され,さ

らに!996年 には,FERCが オー ダー888及 び

889に よって米国の大半の送電線 をコモンキ

ャリア化するための規則 を施行 している。だ

表2マ ーチ ャ ン ト ・プ ラ ン ト建 設 計 画

州 名
o

フ ロジ ェ

ク ト数
MW 州 名

o

フ ロ ジェ

ク ト数
MW

カ リ フ ォ ル ニ ア 20 13,458 ウ ィ ス コ ン シ ン 4 983

テ キ サ ス 14 8,805 ミ シ シ ッ ピ ー 1 800

マ サ チ ュ セ ッ ッ 12 7,812 ノ ー ス カ ロ ラ イ ナ 1 800

コ ネ チ カ ッ ト 5 3,384 ロ ー ド ア イ ラ ン ド 2 750

イ リ ノ イ 6 3,288 ワ シ ン ト ン 1 710

メ イ ン 9 2,948 ネ バ タ 1 536

ニ ュ ー ヨ ー ク 3 2,530 ワ イ オ ミ ン グ 2 480

ペ ン シ ル バ ニ ア 5 2,120 バ ー ジ ニ ア 1 300

、"、"

ニ ュ ー ン ヤ ー ン ー 4 1,900 ニ ュ ー メ キ シ コ 2 291

ア リ ゾ ナ 3 1,650 ウ エ ス トバ ー ジニ ア 1 276

ミ シ ガ ン 2 1,480 ア イ ダ ホ 1 260

ニ ュ ー ハ ン プ シヤ ー 2 1,410 ミ ズ リ ー 1 250

フ ロ リ ダ 2 1,350 オ レ ゴ ン 1 240

オ ハ イ オ 4 1,340 モ ン タ ナ 1 220

ジ ョ ー ジ ア 3 1,265 コ ロ ラ ド 1 80

II 計 115 61,716

注:加 州 は1999年2月 現 在,そ の他1998年12月 現 在 。

出所:LeapLetter11/121998及 び加州 エ ネル ギー委 員 会Websiteよ り筆 者 が作 成 。
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が,競 争的な電力市場 と,同 市場促進のため

の手段 としての送電グ リッドへの非差別的な

アクセスを保 証す るために制定 された規則

も,そ の後の経緯を見 ると,オ ーダー888及 び

889だ けでは十分その目的を達成 してない と

見る向 きが多い。 また,こ れら規則は,競 争

を阻害す るような,① 発送電機能が不十分,

②送電料金が一定地域内で幾重にも積み重ね

て徴収 される問題(pancakedtransmission

ratesの 問題),③ ループフロー,④ 送電線の混

雑等の問題 も考慮していなかった。

こうした問題意識か ら生まれたのが独立系

統運用事業者(ISO)の 考 え方である。この考

え方 自体 は,加 州が電気事業再編を検討 して

いた際に,サ ザンカ リフォルニア ・エジソン

(SCE)社 とサンデ ィエゴガス&エ レクトリ

ック(SDG&E)社 が提案 したのが最初 とされ

ている。ISO設 立の基本 目的の一つは,送 電線

の所有 と運営 を分離す ることによって,オ ー

ダー888&889で も実現できなかった,送 電線

所有者による差別的慣行の完全除去である。

既に加州,ペ ンシルバニア ・ニュージャー

ジー・メリーラン ド(PJM),ニ ューイングラ

ン ド,テ キサス,ニ ュー ヨー ク州等ではISOが

設立され運用が開始 されている。ISOの 責務

としては,① 送電系統の制御,② 系統信頼度

の維持,③ 補助的サー ビスの提供,④ 送電線

の混雑の管理,⑤ 送電料金表の管理等がある。

この他に も,PJMや ニュー イングラン ドISO

は卸電力市場(PX)も 兼ねているが,加 州の

場合はISOとPXを 別組織 としている。

ISOの 有効性 については,模 索段階であり

回答を出すには時期尚早であるが,こ の組織

から期待される利益 と限界については表3の

ような点が指摘 されている。また,ISOの 問題

点に鑑みて,営 利を目的 とした送電会社(ト

ランスコ)の考え方,あ るいはISOと トランス

コのハイブ リッ ド型モデルなども提案 されて

いるが,今 後地域的な広が りを持った送電組

織が どのような形態になるかは現在のところ

不透明である。

(c)酉 己電音3F『

送電線 と同様に配電線に関わるビジネス,

いわゆるワイアビジネスについては,自 然独

占性の議論がいまなお有効であ り,競 争には

馴染まず,規 制されたセ クター とすべ きとい

う考え方が米国でも大勢 を占めている。だが,

1998年12月 に加州公益事業委員会(CPUC)は

配電部門の競争 を今後の検討課題 とする決定

をしてお り,成 り行 きによっては次なる電気

事業再編に繋がる可能性 もでてきた。

表3SSOの 長 短

長 所 短 所1

・差別的慣行の除去と市場支配力の濫用のチ ・所 有 と運 用 を分 離 す る考 え方 は誤 りで あ

エ ッ クに 有 効 。 り,差別 的慣 行 を完全 には除去 で きない(送

・送 電線 の 混雑 を効率 的 に管 理,解 決 。 電 線 を所 有 す る こ とに よ り,垂 直統合 した

・ISO大 の送 電料 金 表 に よって送 電線 利用 手 電気事業者は,送 電線を所有していない事

続 き簡 略化 。 業 者 よ り有 利)。

・電気事業者間の送電線を巡る紛争の客観 ・将来的に必要となる送電線を建設するイン

的,タ イ ム リー な 処 理 。 セ ンテ ィブがISOに は無 い。
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こうした背景には,① マイクロター ビン,

燃料電池等の分散電源の市場拡大を目論むメ

ー カーや,②PG&E社 の管内での公営電力に

よる配電線の重複設置を認めたCPUCの 判断

を覆そうとするPG&E社 の存在がある。ただ

し,配 電部門の競争については未検討の課題

であるということは言 うまでもない。

具体的には,1998年12月 の決定では検討項

目として12項 目(例 えば,設 問1で は,政 策

上の見地か ら分散電源を検討する際,配 電分

野の競争並びに配電事業者 としての電力会社

の配電事業の役割 を,よ り広 くそして一層包

括的に検討する必要があるかどうか問 うてい

る)を 挙げ,関 係者に対 して広 くコメン トを

求めた。これに対 し,関 係者は既に1999年3

月中にコメン トを提出しているが,電 力会社

は総 じて配電部門の競争問題は検討課題 とす

るべ きでないとする一方,公 営電力や消費者

団体等は分散電源問題 を狭 く捉えるのではな

く,こ の際に電力会社の配電事業部門の今後

の役割を含め広 く検討すべ きとのコメン トが

寄せ られている。

今後CPUCと しては,関 係者の意見を考慮

して電気事業構造案や新 たな規制体系案の策

定に着手 してい くとともに,分 散電源 と配電

部門の競争の将来像 を描 く作業 をすることに

なると思われるが,既 に進行中の電気事業再

編同様かな りの紆余曲折が予想 される。

(d)供 給 部 門

加 州,マ サ チ ュー セ ッ ツ,ロ ー ドア イ ラ ン

ドの各 州 で は既 に 小 売 を全 面 的 に 自由 化 して

い る。 ま た,ペ ン シル バ ニ ア 州 の よ うにパ イ

ロ ッ トプ ロ グ ラム を実 施 し た後 に段 階 的 に 導

入 しは じめ た州 もあ る。

これら四州の小売 自由化についてエジソン

電気協会(EEI)は 最近調査 しているが,こ の

調査結果によれば,自 由化の開始が遅れたり,

実施上の問題はあるが,全 体的に見れば重大

な問題は発生 していないことから成功 と評価

している。

一例 として加州の場合,当 初から予想され

ていたことであるが,直 接アクセスを選択す

る大ロ需要家は多いが,小 口の住宅,商 業需

要家の中で直接アクセスを選択する需要家は

極めて少ないのが 目だつ。表4が 示す よ う

に,私 営三社の需要家1千 万軒の内,直 接ア

クセスを選択 した需要家は13万 軒 しかない。

とりわけ小規模住宅需要家並びに商業需要家

の直接アクセス選択率がそれぞれ1.0%,2.7

%と 非常に低 いもの となっている。 この理由

としては幾つか指摘 されているが,州 議会の

決定により,自 由化開始に当たり小規模需要

家の料金が10%値 下げされている点が重要で

あろう。

2.英 国 の プ ール 改革

英国(イ ングラン ド・ウエールズ)で は,

1990年 に国有電気事業者が分割 ・民営化され

るとともに,電 気事業に競争原理が導入され

た。同国は,先 進工業諸国の中で最 も早 く,

且つ ドラスティックに構造改革を行 った国で

あ り,こ れまでも世界的に電気事業再編の先

例 として様々な観点か ら注目されてきた。

民営化後,小 売市場は段階的に自由化 され,

1999年6月 には全面 自由化 され る予定 であ

る。だが一方で,プ ールの名で知 られる卸電

力市場は,同 制度が開始された当初から欠陥

が指摘されていたが,そ の後 も様々な問題が

露呈 したことから,現 在抜本的なプール改革
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が検討されている。以下,現 行プール制度の

概要 と問題点,並 びに改革案について紹介す

る。

(1)現 行プールの概要

英国のプール・システムは,強 制型である。

すなわち,発 電 ライセンスを取得 した事業者

は,発 電 した電力を全てプールに入れ,小 売

供給ライセンスを取得 した事業者は小売供給

する電力 を全 てプールで調達することが義務

付けられている。

プールで決定される市場決済価格(プ ール

価格)は30分 毎に設定 される。プールは最 も

安い価格 を提示 した電源か ら優先的に系統に

投入することを基本 としているが,実 際の運

営には,プ ラン ト特性や送電線 の制約 など

様々な要因を考慮 しなければならない。

発電事業者は取引の前 日に各ユニ ットにつ

いて価格 デー タ,供 給力及び運転特性 に関

す るデータをナシ ョナル グ リッ ド社(NGC

社)に 提示。一方NGC社 は,こ れらのデー

タ及び独 自の需要想定を給電計画プログラム

(GOAL)に インプッ トす る。同プ ログラム

により,最 も経済的な給電計画が作成され る。

この給 電計画 は 「無制約 の給 電計画(U-

Schedule)」 と呼ばれ,送 電線の制約,各 プラ

ン トの特性は考慮されていない。したがって,

実際の給電指令 はU-Scheduleと は異なるも

のになる可能性が強い。

このU-Scheduleに 基いて発電事業者がプ

ールに入れる段階での価格(PPP)が 前 日に

決定 される。PPPは 系統限界価格(SMP)と

キャパ シティーエレメン ト(CE)か ら構成 さ

れる。SMPは 当該時間帯において最 も高い価

格を提示 したユニッ トの価格 に設定。CEは 需

要が総提示供給力を上回る確率(LOLP)に 停

電による社会的損失額(98/99年 で2.694ポ ン

ド/kWh)を 乗ず ることによって算出される。

表4加 州直接アクセス需要
(1999年3月31日 現 在)

住宅用 商 業 用

(20kW以 下)

商 業 用

(20kW～500kW)

工 業 用

(500kW以 上)
農業用 計

㈲DA需 要家数
(千人)

87 27 11 1 3 129

(B)UDC需 要 家数

(千人)
8,765 975 197 5 120 10,062

㈹/(B)(%) 1.0 2.7 5.9 20.3 2.4 1.3

(C)DA需 要(GWH) 664 465 7,095 13,814 402 22,441

(D)UDC需 要
(GWH)

55,442 13,631 49,266 41,703 5,576 165,617

(c)/⑪(%) 1.2 3.4 14.4 33.1 7.2 13.5

注:1)DA(DirectAccess)需 要 家 とは供 給 事 業 者 を変 更 した 需要 家 。

2)UDC(UtilityDistributionCompany)は 私 営 三社(SCE,PG&E,SDG&E)の 配 電事 業 会社 を

意 味す る。

3)数 値 は98年4月 か ら99年3月 末 までの 累 積 。

4)計 に は そ の他 の 種別 を含 む 。

出所:CPUCEnergyDiv.,StatewideSummaryfromUtilityReportsFiled4/15/99.
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他方,供 給事業者がプールから受電す る時

点での価格(PSP)は,① 送電線の制約,運

転特性な どか らU-Schedule下 での計画値 と

実際の値が異なることか らそれを修正するコ

ス ト,② 補助的サー ビス(無 効電力,予 備力

の確保)の コス ト,③ 給電指令 を受けなかっ

たプラン トに対す る支払い額に対応す るコス

ト等がPPPに 上乗せ されて算出される。

(2)現 行プール制度の問題点

労働党政府の意向を受け,1997年10月 に着

手されたプール改革の検討結果が,1998年7

月にプール改革案 として発表されている。こ

の中で現行プール制度の多 くの問題点が指摘

されている。以下に,紙 幅の関係で指摘 され

ている問題点のごく一部 を紹介す る。

(a)新 規供給力のシグナルとしてのCE

CEは 短期及び長期の需給バ ランスを保つ

ためのシグナル としての役割 を果たすことが

期待 されていたが,実 際には意図したように

は機能 していないのが現状である。例えば,

長期的な役割 として,CEはLOLPに よって

左右 され ることになるが,一 方でLOLPは 予

備率に敏感に反応す る傾向があるため,CE

は僅かな予備率 の変動に も大 きく反応するこ

とになる。したが って,CEは 設備投資のため

のシグナルとしての役割を果たす指標 として

は問題がある。

(b)相 反する発電コス トとプール価格の動き

発電コス トは民営化当初か ら比べれば大幅

に下がっている。ガススポッ ト価格は当初の

17～23ペ ンス/サームか ら現在 では12ペ ンス

まで下落,国 内炭価格 も40%近 く下落 してい

る。ガ ス を利 用 す る コ ンバ イ ン ド・サ イ ク ル ・

ガ ス ター ビ ン(CCGT)の 建 設 コ ス トも90年 当

時 の450ポ ン ド/kWか ら350ポ ン ド/kWに 低

下,熱 効 率 も初 期 の もの で は48%で あ っ た の

が,最 近 で は56%に 改 善 さ れ て い る。

とこ ろ が,実 質 プ ー ル価 格(PPPべ 一 ス)

は90年 当 時 と比 較 し て20%近 く上 昇 し て お

り,発 電 コ ス トの 低 減 が プ ー ル 価 格 に 反 映 さ

れ て い な い。

(c)プ ール改革案

改革案の骨子は,① 限界価格(プ ール価格)

で取引され る現行 システムが相対契約に基 く

個別価格で取引されるシステムに改め られる

点,② 現行の中央給電指令体制が契約に基 く

自己給電(self-dispatching)体 制に改めれ ら

る点,③ そして供給事業者(需 要)サ イ ドが

市場に直接参加できるようになる点である。

具体的には,先 渡/先 物市場,短 期契約市

場,需 給調整市場からなる卸電力市場の創設

が今回の改革案の中心である。先渡/先 物市

場において比較的長期的な契約が取引され,

電力受け渡 しの前 日に始 まる短期契約市場で

市場参加者の現実に沿 うよう調整 される。 さ

らに,4時 間前にスター トする需給調整市場

では,市 場参加者 とシステムオペ レーターの

間で需給バランスの確保や潮流の安定を目的

とした契約が取引される。

以上の改革案は,2000年4月 か ら導入され

る予定である。ただ,こ のためには法改正 と

ともに既契約 の見直 しが必要 となる。既契約

には,卸 電力契約,補 助サービス契約,送 電

線使用契約,再 生可能エ ネルギー 引取契約

(NFFO)等 がある。
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3.EUの 自由化 動 向

EU加 盟国は,EU電 力自由化指令 を1999年

2月19日 までに国内法化することを義務付け

られていたが,オ ランダとフランスを除 き加

盟国は期限内に国内法化 を達成 している。な

お,オ ランダについては法律 自身はこの1月

に発効 しているが,補 足的な法制化措置が必

要で,1999年 末までに完了す ると言われてい

る。 また,フ ランスも1999年 末でには最終採

択 される見込み。その他,ベ ルギー とアイル

ラン ドは1年,ギ リシャは2年 の猶予期間を

与えられている。

EU指 令 で は1999年2月 か ら26.48%,

2000年 には28%,2003年 には33%の 市場開放

を行 うよう加盟国に求めていたが,開 放率は

1999年 で63%,2007年 には74%に 達する見込

みである。これは,ド イツ,英 国,ス ウェー

デン,フ ィンラン ドが既に全面 自由化 してお

り,ス ペイン,オ ランダ,ベ ルギーも将来的

に全面自由化することを決定 しているためで

ある。

1999年2月19日 から発電部門は全面 自由化

されている。加盟国には許可制 と入札制のい

ずれか を選択する権利を与えられていたが,

入札制度 を選択 したのはポル トガルだけであ

る。

送電線アクセスについては,EU指 令 では

第三者ア クセス制(TPA:交 渉TPAと 規

制TPA)と 単一一購入者制(SBS)の 選択肢が

与えられていたが,結 局12力 国の政府が送電

料金を設定 ・公表す る規制TPAを 採用 して

いる。当事者間の交渉による送電料金 を設定

する交渉TPAを 採用 したのは ドイツとギ リ

シャだけであった。また,SBSは ポル トガル

とイタリアが規制TPAと 並行的に採用 して

いる(表5参 照)。

お わ り に

海外の電気事業再編を研究 している者に と

っての最大の関心事は,果 たして各国で模索

している電気事業改革の結果 として,電 力供

給体制が一定の方向に収敏 してゆ くのか,あ

るいは各国各様で並存 してい くのか とい うこ

とであろう。このような命題 に対 して解答 を

得 るだけのファク トはまだ無い。 しかし,本

稿で取 り上げたような国々における電気事業

再編の経験が,わ が国を含め他国のレッスン

になることだけは確実である。

参 考 文 献
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表5EU各 国の電力自由化動向

オー ス トリア

ベ ルギー

(猶予期間1年)
デ ンマー ク フィンラン ド フ ラン ス ドイツ

ギ リシャ

(猶予期間2年)

アイルラン ド

(猶予期間1年)

新 規 発電
設備容 量

許可制 許可制 許可制 許可制 許可制 許可制 許可制 許可制

送 電 系 統

ア ク セ ス
規制TPA 規制TPA 検討中 規制TPA 規制TPA 交渉TPA 交渉TPA 規制TPA

配 電 系 統

ア ク セ ス
規制TPA 規制TPA 検討中 規制TPA 規制TPA

交渉TPA

(2005年 ま

で配電事 業

者 にSBS

を認め る)

交渉TPA 規制TPA

有資格需要
家の範囲

4,000万kWh

以上の需要

家お よび配

電事業者

1億kWh以

上の需要家

1億kWh以

上の需要家

および配電

事業者

全面自由化
1億kWh以

上 の需要家

全ての需要

家および配
電事業者

1億kWh以

上 の需要家

および一定

の条件 を満

た す400万

kWh以 上 の

需要家

市場開放率
27%

(2003年→50%)

35%

(聖翻
90%

(現行法下)
100% 最低26% 100% 最低26% 28%

国産 燃料
優遇 措 置

無 検討中 無 無 検討中
旧東 ドイツ

の褐炭
褐炭 泥炭約12%

相互 条項
有(大 臣

による許

可制)

有 無 無 検討中 有 無 検討中

移行 措 置 有 有 有 無 有 有 有 有

出 所:http://europa.eu.int/en/comm/dg17/elec/implgrid .pdf
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表5EU各 国の電力 自由化動向(つ づ き)

(1999年1月)

イ タ リア ルクセンフワレク オ ランダ ポル トガル スペ イ ン ス ウェー デン

英国

(北アイルラン ドを除く)

・一 般 供 給体

制
(PES*)… 入

新 規 発 電
設 備 容 量

許可制 許可制 許可制 札制
・独立供給体 許可制 許可制 許可制

制
(PES*)… 許

可制

SBS

送 電 系 統

ア ク セ ス

SBS

規制TPA
規制TPA 規制TPA

規制TPA

(第18条3
規制TPA 規制TPA 規制TPA

項)

SBS

配 電 系 統

ア ク セ ス
(不明) 規制TPA 規制TPA

規制TPA

(第18条3
規制TPA 規制TPA 規制TPA

項)

2,000万kWh

3,000万kWh 以上の産業 4000万kWh

有資格需要
家の範囲

以上の需要

家(企 業集

団 を含 む)

産業需要家

(1億kWh

以上)

需要家およ
び有資格需

要家に供給

以上

(配電事業

者:需 要 の

1500万kWh

以上 の需要

家

全面 自由化 全面 自由化

する配電事 8%ま で)

業者

30% 33% 30%
市場開放率

(2002年→40%)

45%
(聖蹴

最低26%

(2007年→100%)

100% 100%

国 産 燃 料
優 遇 措 置

サルジニア

島の石炭
無 無 無 石 炭 に対 す

る財政援助
無 無

有(大 臣 有(大 臣

相 互 条 項 (不明) に よる許 有 による許 無
可制) 可制)

移 行 措 置 無 有 有 不明確 有 有 有

}

*二PES… 非 競 争 市場,IES… 競 争 市 場

第22巻 第2号(1999)
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〔調査研究報告〕

AHATサ イ クル発 電 シス テム の概 要
一 コンバイン ドサ イクルに勝 る高効率性 と経済性一

田 宮 久 史(㈲ エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 主任研究員)

1.は じめ に

平成9年 に行 われたCOP3に おいて,わ

が国は2008年 から2012年 の期間に温室効果ガ

ス排出を対1990年 比6%削 減す ることに合意

した。この対応 として,電 力供給については

原子力発電がCO,等 の環境負荷が少ないとい

う優れた環境特性に加 えて,ウ ラン燃料の入

手及び価格に安定が見込まれることか ら,原

子力発電所の増設に大 きな期待が寄せ られて

いる。 しかし,立 地面か らその実現には危惧

がある。そのため,電 力供給の主力は火力発

電に引き続き依存せ ざるを得ず,環 境負荷へ

の配慮に加 えて,燃 料の多様化及び経済性の

観点か ら,電 源構成のベス トミックスが求め

られている。

火力発電設備の高効率化は,発 電 コス トの

低減 とともにCO2排 出量削減に もつながるも

のであり,技 術開発が進め られて きた。その

1つ に,ガ スター ビンを適用 したコンバイン

ドサイクル発電があ り,燃 焼温度の高温化等

により,近 年,発 電効率が飛躍的に向上 して

いる。 しか し,コ ンバイン ドサイクルには,

NOx低 減が要解決課題のまま残っている。

これに対 して,HAT(HumidAirTurbine,

加湿空気型高効率ガスタービン)サ イクルは,

高効率ガスター ビンを利用 した新 しい発電シ

ステムにより,NOx排 出削減 と併せて,従 来

の コンバイン ドサイクルと同等以上の性能が

達成可能 と見込 まれ,開 発がなされてきた。

当研究所は,こ のような技術的背景の上に

更に改良を進めて,今 般,HATサ イクルに必

要な高圧縮比ガスター ビンの開発 を要せず,

かつ水回収システムにより冷却水補給の大 巾

な減 少 を可 能にす るAHAT(Advanced

HumidAirTurbine)サ イクル発電の概念設

計 を実施 した。

なお,本 調査研究は,当 研究所が資源エネ

ルギー庁電力技術課開発振興室から,平 成10

年度に委託 された 「高効率発電技術調査」の

一部 として実施 したものである。

2.HATサ イ クル 発 電 シ ス テ ム

今回の開発のべ一スとなったHATサ イク

ル発電システムの特徴は,空 気圧縮機を低圧

と高圧 に分割 してその間に中間冷却器 を設

け,圧 縮機動力を低減する。さらに,水 の蒸

発に中間冷却の回収熱 とガスター ビン排ガス

の比較的低温域部分の回収熱を利用 して湿分

を燃焼用空気に含有させ,ガ スタービンを高

効率化,高 出力化するシステムである。HA
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Tサ イクルは,1981年 に日本 で発明され,1983

年に論文が国際ガスタービン学会 で発表 され

た。その後,米 国で注目を集め,EPRI(米

国電力研究所),DOE(米 国エネルギー省),

フロー ・ダニエル社など多数の研究機関によ

って評価が行 なわれてきた。

これまでの評価結果 では,こ のHATサ イ

クル発電システムは,排 ガスと一緒に湿分 も

大気 中に放出するため多量の補給水の確保が

必要 なこと,及 び中間冷却器 を有す る専用ガ

スタービンの開発が必要 という課題が指摘さ

れているが,一 方,ガ スタービンのみでコン

バ イン ドサイクルに匹敵す る出力や効率が達

成可能 と考 えられている。そのため,DOE

は,プ ラッ ト・アン ド・ホイッ トニー社 と共

同で,HATサ イクル用高湿分燃焼器の燃焼

基礎試験を実施中である。

3.AHATサ イ クル 発 電 シ ス テ ム

(1)シ ステムの狙い

AHATサ イクル発電システムは,前 述の

HATサ イクルにおいて課題 と考えられてい

た専用ガスタービン開発の負担 を軽減 し,補

給水の確保 を容易にす るのを目標 として考案

されたシステムで,中 間冷却器に代 えて圧縮

機入口に微細液滴を噴霧する吸気噴霧システ

ムを設置す る。この吸気噴霧システムでは,

液滴が圧縮機に流入す る空気を冷却するとと

もに,圧 縮機内部で蒸発 し周囲から気化熱 を

奪 うため,中 間冷却 と同様な効果がある。 ま

た,燃 焼排ガス中に含 まれる多量の湿分は,

加湿相当量を水回収 システムにより回収 し再

利用することで補給水 を実質的に不要 として

いる。図1にAHATサ イクル発電 システム

構成図を,ま た表1に 従来のコンバイン ドサ

最終放出ガス

吸気 噴霧

シ ステム 『

補給水

再生器

醐
節炭器

排 ガス再加熱器

U

加湿器

レ

4騨 顧曇
1適u隆

lUU)
裡 竃」甚1

茗趣{奪 廟

塵u墨l
r

水回収

装置

給水

ポンプ

水処理

装置

冷却器

冷却水
タンク

噴霧水

図1AHATサ イクル発電 システム構成図

第22巻 第2号(1999)
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表1シ ステム構成の比較 とAHATサ イクル発電システムのねらい

サ イ ク ル

特 徴

サイクル概要図

適 用 ター ビン

工業用水使用量

冷却水(海 水)使 用量

吸込空気量当りの比出力

プラント出力

プラント効率(相 対値)

高温時の出力低下

現状の開発レベル

コ ン バ イ ン ド サ イ ク ル

・信頼 性 高 く、既 存 シス テム では最 も高効 率

・ガ ス ター ビ ン と蒸 気 ター ビンの協 調

・NOx低 減対 策 必要

(低NOx燃 焼 器、 脱硝 器)

ガス

ター ピン

蒸気

タービン

給水加熱器

排ガス

電気 事業 用ヘ ビーデ ュー テ ィ型ガ ス ター ビ ン

リー ク分 の み補給

べ 一 ス

ベ ー ス

100MW～500MWク ラス

ベ ー ス

ー4%/100C

実 用化
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HATサ イ ク ル AHATサ イ ク ル

・高湿 分 ガ スで ター ビン を駆動

・蒸気 ター ビ ンお よび高圧 配管 不要

・高効 率
。 燃焼 器 で低NOx化

・海水 冷却 が不 要 な ため 内陸設 置 が可能

・高圧縮 比 の ガス ター ビン開発 が必 要

・吸気噴霧システム採用で中間冷却器不要

・水回収システムにより補給水を減量

＼騰 「葬
圧縮機

3

'

ガ ス

ター ビン

l
I

ぐ

1

GlG

l
l

↑ 燃料 ＼

{

ヨ

l

l
i

燃料 ＼
1

/ /

i
1杯1

吸気噴霧

;
1

一
奈

中間冷却器 li

再生器

節炭器

li

再生器

節炭器

ぐ塑 水

∠ hL ∠
」L

、

7

加湿器

〆

▲▲▲
「

嚇

7

加湿器
岨 「

〉 〉
1

空気冷却器
1▼

'

1

空気冷却器
▼

i
l
lL

補給水
＼

▲

水回収装置 ムムムム

帆
排ガス

く 乖7水処理装置

圧縮 比 の高 い(約30～40)機 種 に適 す る既 存 品で は

航 空機転 用 型 ガス ター ビン
電 気事 業用 ヘ ビー デュー ティ型 ガ ス ター ビン

大気 放 出 の湿分 補給 約30Ton/day(MW当 り)

不要

約2倍

20MW～100MWク ラス

±2%(同 一燃焼 温 度 で比較)

出力低下 は コンバ イ ン ドサ イ クル の1/3程 度

国 内外 で概 念検 討 を実施

米 国DOEがHATサ イ クル用 燃 焼器 の開 発 に着 手

コンバ イン ドサ イ クル並(回 収水 の再 利 用)

コンバ イン ドサ イ クル並

約2倍

30MW～500MWク ラス

0～+5%(同 一燃 焼 温度 で比較)

出力低 下 は殆 どない(汽 力 プ ラン ト並 に一 定)

国内 で概 念 検討 を実 施,吸 気 噴霧 シス テム開 発済

水 回収/加 湿器 の基 礎試 験 実施
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イクルとHATサ イクルとの比較,及 びAH

ATサ イクルの狙いを示す。

② コンバインドサイクルとの比較

コンバイン ドサイクルと比較すると,AH

ATサ イクルには以下の特徴がある。

・ 同 じガスター ビンをべ一スとしてシステ

ム構築をした とき,部 分負荷から定格負荷

の全域にわた り効率が高 く,特 に部分負荷

時に定格負荷時か らの効率低下が小 さい。

・ 外気温の影響が小 さく,夏 季の大気高温

時にも出力の低下が小さい。

・ 蒸気タービンや高圧蒸気の系統がないの

で構成が単純にな り,シ ステムの全体重量

が低減でき,コ ス ト低減の可能性が大 きい。

・ 高湿分燃焼のため,サ ーマルNOx発 生の

主要因となる局所的な高温燃焼部分の発生

が抑制 される。このため燃焼器でのNOxの

発生が少なく,脱 硝装置を簡素化 または削

除できる可能性がある。

(3)HATサ イクルとの比較

HATサ イクル と比較すると,AHATサ

イクルには以下の特徴がある。

・ 中間冷却器 を使用 しないため,電 力事業

用に広 く利用 されているヘビーデューティ

型ガスター ビンを利用できる。ヘ ビーデュ

ーティ型ガスタービンは広範囲な出力規模

をカバー しているので,適 用範囲が広い。

・ 中間冷却器 を使用 しないHATサ イクル

は,コ ンバイン ドサイクルより効率が低い

が,吸 気噴霧 システムを採用す ることによ

り,圧 縮機を改造せずに高効率なサイクル

の達成が可能。

・ 補給水量が少ない。ただし,水回収装置 を

利用するため,冷 却水(海 水)が 必要 となる。

・ 最終放出ガス中の湿分がコンバイン ドサ

イクル並みなので,コ ンバイン ドサイクル

と同程度に排ガス温度 を下げても,白 煙の

発生 を抑制す ることが可能。

・ 燃料は,ガ スタービンで燃焼できる油,

メタノール,石 炭ガス化ガス等の多様な燃

料に対応可能。

以上のように,AHATサ イクル発電シス

テムは,コ ンバ イン ドサイクル及び従来のH

ATサ イクルに比較 して多 くのメリッ トがあ

ると考 えられるので,概 念設計を行い,性 能,

機器仕様,及 び経済性 を評価 した。また,実

用化に向けての技術開発課題 を抽 出した。

4.AHATサ イクルの湿分制御 システム

AHATサ イクルは,ガ スタービンの作動

流体 中に水蒸気を含 ませるセ ミクローズ ド・

サイクルであり,状 態を変えなが ら水が循環

するところに特徴がある。 ここでは,湿 分の

調整システムについて簡単に紹介す る。

(1)湿 分制御システム

AHATサ イクル発電 システムは,ガ スタ

ー ビン作動流体内の湿分調整 を行 なう目的

で,以 下の3種 類の湿分制御 システムを有 し

ている。

(a)吸 気噴霧システム

圧縮機入口に微細液滴(平 均粒子径10μm

程度)を 噴i霧し,圧 縮機流入前 と圧縮機内

で蒸発 させ ることにより,吸 気流量の増加

と圧縮機仕事の低減をはかっている。吸気

噴霧システムの概念 と効果 を図2に 示す。

(b)加 湿器 システム
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ガスタービン排ガスの比較的低温域の熱

を温水の形で回収 し,こ の温水 を圧縮機吐

出空気に接触 し蒸発させて空気に湿分 を加

え,ター ビンで発生する出力を増加させ る。

出力が増加す るメカニズムは,作 動流体中

に水蒸気が混入したことによる質量増加の

効果 と,熱 エネルギ増加の効果(エ ンタル

ピ増加:水 蒸気の比熱は空気のほぼ2倍)

の相乗効果である。加湿器 システムの概念

を図3に 示す。

(c)水 回収システム

従来のHATサ イクル発電システムは,

燃焼排ガスとともに湿分 も大気中に放 出し

ていたため,多 量の補給水が必要 であった。

AHATサ イクルでは,必 要 とされ る加湿

相当量を水回収 システムにより排ガス中か

概 念

圧縮 機吸気 温度の低 下
一一一〉吸込流量 増加

空気⇒

圧 縮機 内での水 滴蒸発
一一 〉圧 縮仕事 の低減

出
力
増
加
割
合

相
対
値

効 果

吸気流量増加
による出力向上

圧縮機仕事の低減
による出力向上

噴霧 量(相 対値).0

吸気噴 霧冷却 特性

出典:平 成10年度 火力原子力発電大会要旨集

図2吸 気噴霧システムの概念と効果

気空
器却冷

流量増加

比熱増加

夕一 ピン出力
=流 量 ×比熱 ×温度差

回収熱 を

利 用 した加湿

図3加 湿 器 シ ス テ ム の 概 念
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ら回収 し再利用す るこ とを目標 としてい

る。LNG等 の燃料の燃焼によって も水分

は生成す るが,こ の燃焼で生成 した水分は

回収 しない。そのため,排 ガス中湿分濃度

はコンバインドサイクル と同程度である。

水回収システムの例を図4に 示す。

② 水回収システムの課題

ガス中に含 まれる水蒸気を冷却 して回収す

る場合,空 気のような凝縮に寄与 しないガス

∠」 排気塔

図4排 ガスからの水回収システム例

lOO

IG

ω

010

凝
縮
熱
伝
達
率

鴎雇儲

直接接触凝縮(スプレイ凝縮)

●
●

滝本ら

》 ア 問獺 縮(伝熱管表面)
9● ■peのdegdP● ρ

i・

臨,
:

0.001

0

村瀬 ら
ホ

5
AHATの 想定領域

液滴径D

80.44mm

▲033mm

●O.32rnm

lO
水蒸気割合

出典:山 岸他,1997年 機械学会熱工学講演会

図5空 気 一 水 蒸 気 混 合 気 体 の 凝 縮 熱 伝 達 率

lOO
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が含 まれていると,凝 縮性能が著 しく低下す

るという問題がある。図5は,横 軸 をガスに

対する水蒸気の重量割合,縦 軸を凝縮能力を

表す熱伝達率 としたもので,排 ガス中の水蒸

気割合が小 さくなるにつれ,伝 熱面上(復 水

器の伝熱管に相 当)で の凝縮性能が純粋 な水

蒸気の場合に比べ著 しく低下する。これに対

し,排 ガス中にスプレイされた冷水液滴の表

面に直接凝縮する場合 には,凝 縮熱伝達率は

高い値を維持する。 したがって,排 ガスか ら

水回収 を行 う場合には,直 接接触凝縮方式 を

採用 したほ うが装 置の コンパ ク ト化が図れ

る。

水回収 システムについては,こ れまでも排

ガス中から湿分および凝縮潜熱 を回収 し,水

資源の確保やエネルギー効率 向上 をはか る試

みが検討されてきたが,普 及 しているとはい

い難い。その原因は,水 回収のコス トメ リッ

トが小 さいため と予想 される。ただ し,AH

ATの 場合は,加 湿量が多く水資源確保のた

め回収することが好 ましく,ま た,通 常の燃

焼排ガス中の湿分よ りも高湿分であるため回

収が容易である。

さらに,水 回収装置として前述の直接接触

凝縮方式 を採用 したコンパ クトなシステムを

構築することにより,水回収に充分な経済的メ

リットが生 じる可能性がある。直接接触凝縮

方式が良好な凝縮特性 を有す ることは原理確

認基礎試験により確認ずみであるが,シ ステ

ムを構成 した場合の成立性については,要 素

機器開発 を通 じて確認 してゆ く必要がある。

5.AHATサ イクルの熱サイクル最適化

AHATサ イクルの性能評価 を行 う上で,

性能影響パラメー タである,ガ スター ビン圧

力比,タ ービン入口温度,総 加湿量 と吸気噴

霧量,再 生器出口温度 と出口温度差,及 び水

回収割合のそれぞれについて,熱 サイクルの

最適化検討 を実施 した。
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(1)ガ スタービン圧力比

再生器出口温度差△Tを パラメータとして

圧力比 と発電効率の関係を検討 した結果 を図

6に 示す。今回想定 したAHATサ イクルで

は,い ずれの△Tに おいて も圧力比が15前 後

で最高効率 を示 し,△Tが 小 さいほど高効率

となることが分か る。再生器出口温度差△T

の条件選定は,経 済性の観点から検討 される

べきで,1,300℃ 級ガスタービンの場合,圧 力

比15前 後がAHATと して適当であ り,現 状

の大型ガスター ビンをべ一スにAHATを 充

分構築できることが分かった。

(2)タ ー ビン入ロ温度

タービン入口温度 をパラメー タとして,ガ

スタービン圧力比がAHATサ イクルの効率

に与 える影響 を図7に 示す。ター ビン入 口温

度が上昇す るほど効率 も向上す るが,最 高効

率 を示す最適な圧力比も,大 きい方にシフ ト

す る結果 となった。図7よ り,AHATサ イ

クルにおいて最高効率が得 られる圧力比に明

確 なピー クはないが,各 温度条件 ともに,電

力事業用に利用されている大型ガスタービン

の圧力比とほぼ一致する結果 となった。ター

ビン入 口温度は高いほ ど効率は高 くなるが,

今回検討するAHAT用 のガスター ビンは,

現時点で実用化 されてお り比較検討用の情報

が得やすい1,300℃ 級のガスタービンを想定

して,以 降の評価 を実施 した。

(3)総 加湿量及び吸気噴霧割合

AHATサ イクルでは,吸 気噴霧システム

及び加湿器 システムの2箇 所で燃焼空気中に

湿分 を加える。

加湿量 を増加 させ ると,タ ー ビン作動流体

の増加,燃 焼ガスの比熱増加の効果等により

出力及び効率が ともに増加す る。ここでは,

システムの効率向上 を図 るため,総 加湿量 の

限界及び吸気噴霧割合について検討 した。

① 総加湿量の制限値

総加湿量は,再 生器側および節炭器側に

おける熱回収条件や燃焼器側の条件により

制限され,実 用可能領域が決 まる。その領

域内で最高効率 となる最適値が定まる。

図8に 実用可能領域 を示す。これより,今

回の評価条件では,入 口空気に対する加湿

量の最適値は約14%で あることが分か る。

② 吸気加湿量割合の検討

図9に 総加湿量 と発電効率 の関係 を示

す。吸気噴霧による効果は,加 湿器による
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効果 よ りも効率向上への寄与率が高いの

で,吸 気噴霧量が多い程 より高効率 となる

傾向にある。個別に実施 した現状の吸気噴

霧試験では,吸気噴霧量は0.8%ま でが実証

ずみであるが,実 験時の湿度の影響を考慮

す ると,1.0%ま では現時点で実用可能 と判

断される。今回の検討では,今 後更に吸気

噴霧特性の解明が進み,よ り多量の噴霧が

実用可能 となる想定の もとに,2.0%の 噴霧

量 を選択 した。

(4)再 生器出ロ温度及び出ロ温度差

図10に 示すように,AHATサ イクルでは

再生器及び節炭器 を利用 して熱回収 を行 って

吸気噴霧2%+加 湿器システムを利用 した場合の特性

再生器 出口温度 ≧ター ビン

50"出 口温度 となる領域

♂.1"
9!ノ

1愉/ブ/島
蓑・・ノ 監甕1離 。領域

30

0

排 ガ ス温 度 ≦90℃ 以 下

、 とな る領 域、
鞠蝋隔し、

、、
「帖

、、

)＼ ＼

i実用可能領域1

節炭器 ターミナル
温度差ムT=15℃

出犠温度 となる領域

⇔
燃焼不安定領域
燃焼器設計仕様
により変化

10

最適な総加湿量 約14W%

20

総加湿量W%(入 口空気重量比)
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図8総 加湿量の実用可能領 域
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いる。効率評価 では,再 生器での熱回収が多

くなる,す なわち再生器 出口温度が高 くなる

(△Tが 小 さくなる)ほ ど発電効率は高 くな

る。熱交換器の伝熱面積の増加 と効率向上 と

の総合的な経済性評価 を実施 した結果に基づ

き,今 回の検討では△T=20℃ を選定 した。

(5)排 ガスか らの水回収

AHATサ イクルでは,吸 気噴霧システム

と加湿器で加 えた湿分 を,水 回収 システムに

よ り燃焼排ガス中か ら回収する。 この排ガス

か らの水 回収の条件が性能に与える影響につ

いて検討した。

(a)発 電効率への影響

水 回収条件の変化により発電効率に与え

る影響因子 としては,以 下のものが考えら

れる。

・圧損の変化(水 回収システムの有無)

・熱回収下限温度(節 炭器出ロガス温度)

・補給水温度 および量(水 回収時の潜熱回

収による予熱効果)

表2に 水回収条件 とその影響についてま

再生器出口温度差
△T

再生器

図10熱 回 収 系 統

表2水 回収条件 と効率 への影響

補給水回収
100%

補給水回収
50%

水 回収な し 備 考

圧損減少 による変化 べ 一 ス ← +0.2% ター ビン背 圧

低下

節炭器出ロガ ス温度 べ一 ス(110℃) ← ← 冷却水温度に
依存

排気塔 ガス温度 90℃ 90℃ 110℃

露点温度 42℃ 57℃ 66℃ 露天高→ 白煙
発生

補給水の予熱効果 べ 一 ス(60℃) 一〇.2%(60℃) 一〇.4%(15℃) 予 熱→蒸発

量増加

蒸発量(相 対値) 1.00 0.96 0,925 (出 力,効 率

の向上)

合 計 べ 一 ス 一〇.2(絶 対 値) 一〇.2%(絶 対値) }

系外か らの補給水量

(t/h)
0 105 203

補給水量の確
保
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とめ,以 下の結果が導かれた。

・白煙防止 を前提 として評価す ると,発 電

効率は補給水回収100%の 場合が最 も高

く,補 給水量も低減できる。

・水回収なしの場合,冬 期の白煙発生の防

止上,排 ガス温度 を高 くす る必要性があ

り,効 率は低下す る。

従 って,発 電効率が高 く,補 給水量が低

減で き,白煙発生の防止が可能である100%

回収を選定する。

また,排 ガス温度評価については,排 ガ

スの白煙化が生 じない状態で最 も効率が高

い,最 終排ガス温度90℃ を選定する。

6.性 能検討結果

表3に 示すように,熱 サイクルの最適化 を

踏まえ,検 討ケース として以下の3ケ ースを

選定 して性能評価 を行った。

① ベースケース=熱 サイクル を最適化 した

場合

② ケースA:機 器改造を最小限にす るため

に トルク強度上限値を考慮 し,タ ー ビン出

力 を制限 した場合

③ ケースB:サ イクルの理想化 として,高

湿分空気を翼冷却媒体に利用 して効率 向上

を検討 した場合

また,べ 一 ス とな るガ スター ビ ンは,

1,300℃ 級相 当にて検討を行った。性能評価の

結果,べ 一スケースは,コ ンバイン ドサイク

ルに比べて,効 率,出 力 とも有利である。 ま

た,ケ ースAは 出力は減少す るが,効 率面で

は有利 となった。次に,ケ ースBは,湿 分利

用により冷却特性が向上す ることと,ガ スタ

ービンの冷却空気量を低減できるため,出 力,

効率が増加 した。その反面,圧 力比の変更等,

圧縮機 を新規 開発す るこ とが必要 となるの

で,経 済性検討か らは除外 し将来の検討課題

とした。

(1)大 気温度変化特性の評価

大気温度変化特性の発電端出力及び発電端

表3AHATサ イクル性能検討ケース

ACC* ベ ー ス ケ ー ヌ、

顧

ケー スA ケ ー ヌ、B

1,300℃ 級 熱サイクル最適化 機器改造最小 サイクルの理想化

圧力比 15 同左 同左 16

入口温度(℃) 1,288 同左 同左 同左

総加湿量(%)
『 14.5 13.4 14.6

吸気噴霧量(%)
一 2.0 同左 同左

水回収割合(%) 『 100 同左 同左

再生器出口温度

(℃)

『 602 同左 同左

発電端出力(MW)
238.8(べ 一 ス) 253.2

(+14.4)

200.0
(-38.8)

262.5
(+23.7)

発電端効率(%,HHV)
49.2

(べ 一 ス)

50.0
(+0.8)

49.3
(+0.1)

50.6
(+1.4)

送電端効率(%,HHV)
48.2

(べ 一 ス)

49.2
(+1.0)

48.6
(+0.4)

49.9

(+1.7)

*ACC:ア ドバ ン ス ト ・コンバ イ ン ド ・サ イ クル
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図11AHAT発 電 の 大 気 温度 特 性(コ ンバ イ ン ドサ イ クル 発 電 との 比 較)

効率について,AHATサ イクル発電とコン

バ イン ドサ イクル発電 とを比較 した結果を図

11に示す。

・ 大気温度の上昇に伴い,コ ンバ イン ドサ

イクル発電では発電端出力が低下する。 こ

れに対 し,AHATサ イクル発電(ケ ース

B)で は,吸 気噴霧量の調整により大気温

度上昇時の発電端出力の低下が少なく,ほ

ぼ平坦な特性 を示す。

・ 発電端効率については,AHATサ イク

ル発電(べ 一スケース,ケ ースB)は,コ

ンバイン ドサイクル発電 と比較 して高い。

(2)部 分負荷特性評価

部分負荷特性の発電端効率について,AH

ATサ イクル発電 とコンバイン ドサイクル発

電 とを比較 した結果を図12に 示す。

● 定格負荷及び部分負荷において,AHA

Tサ イクル発電の効率が高い。

・ 約80%か ら約60%の 部分負荷で,AHA

T(ベ ースケース)の 効率が特に高 くなる。

約60%以 下でこの差は減少する。 これは燃
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焼器入 口の空気温度の低下がコンバイン ド

サイクル発電の方が大きいことによる。

(3)性 能,運 用評価

AHATサ イクルが,コ ンバ イン ドサイク

ルに対 して出力,効 率が増加する要因は以下

のものが挙げられる。(図13参 照)

(a)出 力増加要因

・湿分の増加によるター ビン流量の増加

・比熱増加による保有熱エネルギーの増加

・吸気噴霧効果(吸 気温度の低下による吸

込空気量増加,及 び圧縮機 内部での水滴

蒸発による圧縮機仕事の低減によるガス

ター ビン正味出力の増加)

(b)効 率向上要因

・再生器での高湿分空気の予熱による燃料

投入量の低減

・湿分増加及び吸気噴霧による増出力分に

対 して,再 生予熱 を組み合わせ ることに

よる燃料投入量割合の低減(増 出力に必

要 な燃料投入量の低減)

また,コ ンバイン ドサイクルとAHATサ

イクルのエネルギーフローを図14に 示す。図

14で は,燃 料入熱を100と して発電機出力,温

排水および排ガス放出までのエネルギーの流

れと構成割合 を示す。燃料入熱 を同 じとした

場合,コ ンバイン ドサイクルとAHATサ イ

クルは温排水の割合が殆 ど同じ値になり,排

ガス損失ではAHATの 方が少ない分,発 電

出力が多いとい う結果になった。

(4)運 用性評価

AHAT発 電システムの運用性 について

は,蒸 気タービン系が削除される分,負 荷追

従性,通 気条件のマッチングの必要性がな く

なる点は有利である。 しか し,湿 分制御が追

加 となる点を考慮す ると,コ ンバイン ドサイ

クル と同等 となると考 えられる。ただし,湿

分制御の影響については,実 証化の段階で詳

細検討が必要である。
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7.機 器仕様の検討結果

コンバ イン ドサイクル とAHATサ イクル

との設備仕様 の比較 を表4に 示す。

AHATサ イクルでは蒸気 タービン系設備

が不要であることから,蒸 気 タービン系機器

のスペースが削減でき,そ れに伴い本館容積

を低減することが可能 となる。また,ガ スタ

ー ビンのNOx発 生量 を少な くできる可能性

があ り(目標:10ppm未 満),脱 硝装置が削除

できる可能性 もある。熱交換器類の必要設置

面積及び容積は,コ ンバイン ドサイクルと同

程度であるとい う結果 となった。

なお,ケ ースAは1軸 あた りの出力を200

MWに 制限しているので,1,000MW級 発電

一54一 季報エネルギー総合工学
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図14エ ネ ル ギ ー フ ロ ー の 比 較

プラン トを構成するためには5軸 必要である

ことから,敷地面積が増加す る結果 となった。

8.経 済性検討結果

以上の機器仕様 によ り,コ ンバ イン ドサイ

クルをべ一ス として1,000MW級 発電プラン

トの建設単価 と発電原価の相対評価を実施 し

た。なお,建 設費算出範囲は主要発電設備及

び付属設備 とし,土 地,建 物,取 放水設備,

LNG気 化設備 などは検討対象から除いた。

表5に は建設単価評価結果 を,表6に は発

電原価評価結果を示す。また,図15に は発電

設備単価の内訳を示す。

AHATサ イクル発電の主要機器の建設単

価は,習 熟価格で評価 した場合,コ ンバイン

ドサイクル発電の81%と な り,コ ンバ イン ド

サイクルに比べ コス トを約20%削 減できる可

能性がある。これは図15に 示すように,主 に

蒸気ター ビン関連設備費の削減効果による。

AHATサ イクル発電の発電原価は,上 記

の評価結果を用いると,コ ンバイン ドサイク

ル発電 に比べ約10%削 減 できる可能性が あ

る。これは主に固定費の削減効果が大 きい。

なお,AHATサ イクルのべ一スケースは,

発電効率が高いので燃料費が減少 し変動費 も

低減す る。一方,ケ ースAの 場合は発電効率

が コンバイン ドサイクルと同程度なので変動

費 も同程度になる。

このように,AHATサ イクル発電は,発

電原価 を約10%削 減できる可能性があり,経

済的にメリットがあると言える。

9.実 用化への課題抽出

AHATサ イクルを構成す る各機器は,大

部分が従来の発電や化学プラン トのシステム

等で確立 された技術に基づ いてお り,本 調査

の結果,実 用化にむけて重大な制約要因はな

いと考えられる。なお,実 用化へ向けたAH

ATサ イクルの主要開発課題 としては,下 記

のものが挙げられる。

・吸気噴霧システムの実機運用特性検証

・加湿器の機能検証 と実運用性能検証

第22巻 第2号(1999)
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表4AHATサ イクル設備仕様比較

コンバ イン ドサ イクル
AHATサ イ クル

ベ ー ス ケー ス ケ ー スA

ガスター ビン(MW) 153.6 253.2 200.0

蒸気ター ビン(MW) 52.2 一 一

軸数(1,000MW構 成) 4軸 4軸 5軸

GT出 口NOx

(16%0、)
50ppm 10ppm未 満 同 左

脱 硝 効 率(%) 80 一 『

排熱回収 ボイラー
自然循環再熱

三重圧
一 『

加 湿 器 一 充損塔 同 左

水 回 収 器 一 対向流スプレイ方式 同 左

再 生 器 一 プ レー トブ イ ン型 同 左

節 炭 器 一 フ ィン チ ュー ブ 型 同 左

本 館 容 積(%) 100 70 80

敷 地 面 積(%) 100 95 110

表51,000MW級 発 電 プ ラ ン トの建 設 単 価

コンバ ィン ドサイ クル

発 電

AHATサ イクル発電
べ 一 ス ケー ス

AHATサ イクル発電
ケースA

発電端 出力(kW) 955.2×103 1,012.6×103 1,000.0×103

送電端 出力(kW) 936.4×103 998.2×103 984.5×103

ガ ス ター ビ ン軸数

(軸)
4 4 5

発電端建設単価
(相対値) LOO(べ 一 ス) 0.81 0.88

送電端建設単価
(相対値)

1.00(べ 一 ス) 0.81 0.88

表61,000MW級 発電プラン トの発電原価(送 電端)

コンバ ィン ドサ イクル

発 電
AHATサ イ クル発電

べ一 スケー ス
AHATサ イクル発電

ケー スA

負荷100%

(送電端)

(kW) 936.4×103 998.2×103 984.5×103

(%HHV) 48.2 49.2 48.6

(kW) 656.6×103 699.9×103 690,3×103年 平 均

(送電端) (%HHV) 46.3 48.0 46.4

固定費(相 対値) 0.42 0.34 0.37

ユ ー テ ィ リテ ィ費(相 対 値) 0,006 0,012 0,013

燃料費(相 対値) 0.57 0.55 0.58

発電原価(相 対値) 1.00(べ 一 ヌ、) 0.91 0.96

一56一
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図15AHATサ イクル発電の主要機器の建設単価(送 電端ベース)
一コンバイン ドサイクル発電 との比較一

・高湿分燃焼器の安定燃焼,低NOx化 及び

冷却技術検証

・直接凝縮方式の水回収性能の検証

・ガスタービンの構造上の運転信頼性検証

・湿分制御運転の検証

この中で,水 回収性能以外の検証課題につ

いては,実 証プロジェクトの計画条件 による

詳細設計の実施 と実証機による確認とが必要

であるが,水 回収 システムはAHATサ イク

ル固有の技術であ り,実証化 を検討す る前に,

サイクル自身の有効i生を確認す るための要素

検証が必要 と考えられる。

10.ま と め

本概念設計では,AHATサ イクル発電シ

ステムの評価 を,主 にコンバイン ドサイクル

を比較のべ一スとして実施 してきた。

一方,現 状の電気事業用ガスタービンを適

用したコンバイン ドサイクルの高効率化技術

開発レベルに着 目すると,1,500℃ 級の蒸気冷

却型ガスタービン ・コンバ イン ド・サイクル

が実用化の段階にあ り,信 頼性検証 を踏まえ

て,今 後のコンバ イン ドサ イクルの主流 とな

るものと考 えられている。ガスター ビンの今

後のさらなる高効率化への技術開発の可能性

は,様 々な方向性にて検証 されている。例 え

ば,高 温化へ向けてセラ ミック材料等の新規

材料開発,TBC(ThermalBarrierCoat-

ing,遮 熱 コーティング)の 高度化,水 蒸気冷

却等の冷却技術の開発が行われている。また,

サイ クル としての高効率化 も進め られてお

り,実用化間近の蒸気冷却技術 を始め として,

再生サ イクル技術,ク ローズ ドサイクル技術

第22巻 第2号(1999) 一57一



の検証が行なわれている。

今回,概 念設計を実施 したAHATサ イク

ル もサイクルの高効率化技術の一っであり,

CO2削 減,低NOx化,コ ス ト低減及び燃料多

様化の各面において,実 証化された段階では

現状のコンバイン ドサイクルに対する優位性

があると評価 された。

今後は,水 回収 システムを始め とする要素

開発 を通 じて,技 術開発課題を検証 してい く

ことにより,実 証化への評価 ステップを検討

する必要がある。
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〔調査研究報告〕

ガスハイ ドレー ト船 による

天然ガス輸送
一LNG船 方式を凌 ぐ

エネルギー効率 と環境調和性

兼 子 弘*僻 診 鎮 識 餅 鵜 雛 席研究員)

松 尾 和 芳 料(働エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部主管研究員)

* **

1.は じ め に

1996年 の第2回 ガスハイ ドレー ト国際会議

において,ノ ルウエーのグ ドムン ドソン教授

とボー レハ ゥグは,「天然ガス輸送手段 として

の凍結ハ イ ドレー ト」 と題 した論文を発表 し

た。 この論文は,天 然ガスをガスハイ ドレー

ト(NGH)船 により長距離海上輸送すること

の経済性を論 じた最初の記念すべ き論文 とな

った。LNG(液 化天然ガス)船 よりもガスハ

イ ドレー ト船による天然ガス輸送の方が資本

費が少な くて済む ことを明らかにしたこの論

文は,わ が国のLNG関 連業界に波紋 を呼ん

だ(表1)。

グ ドムン ドソンらの論文が議論 したのは資

表1NGH船 ・LNG船 輸送 における

資本費(初 期設備投資額)の 比較

単位:百 万米ドル

LNG NGH 差 額

製 造 1220 792 428

輸 送 750 704 46

再ガス化 400 317 83

合 計 2370 1813 557

出所:グ ドム ン ドソ ン(1996年)か ら作 成

本費だけであったので,我 々は運転費を判断

す る前段 としてエネルギー効率の試算を行 っ

た。本論文ではLNG船,パ イプラインとガス

ハイ ドレー ト船 による天然ガス輸送のエネル

ギー効率 を比較検討す る。

なお,本 研究は,新 エネルギー ・産業技術

総合開発機構(NEDO)の 「ガスハイ ドレー

ト資源化技術先導研究開発」平成10年 度成果,

及び非在来型天然ガス基礎調査委員会の下に

設け られた勉強会によるものである。

2.ガ スハ イ ドレー トに よ る

天然 ガ ス輸 送の 原理

ガスハ イ ドレー ト船 による天然 ガス輸 送

は,そ の英文頭文字(NaturalGasHydrates)

を取 ってNGH船 輸送 と略称 される。その原

理は次の3つ の事実から成 り立つ。

① ガスハ イ ドレー トが持つ大 きなガス包

蔵能力

② ガスハイ ドレー ト/水 ・ガスの相境界

における圧力/温 度依存性

③ ガスハイ ドレー トの自己保存効果

第22巻 第2号(1999)
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(1)ガ スハイ ドレー トのガス包蔵能力

ガスハ イ ドレー ト結晶は水分子の作 るカゴ

型格子構造 の中にガス分子が1個 ずつ収 ま

る。代表的なメタンハイ ドレー トの結晶構造

を図1に 示すが,46個 の水分子が8個 のメタ

ン分子 を包蔵す る。メタン1分 子当た りにす

ると水分子は5.75個 となり,こ れを水和数 と

呼ぶ。実は水分子の作るカゴには大 きいカゴ

と小 さいカゴの2種 類が組み合 わさってい

る。単位体積 当た りのメタン包蔵能力は,実

験値である結晶密度から計算するので研究者

により多少違 うが,ロ シアの著名な学者のマ

コゴン氏によればメタンハイ ドレー ト1m3

では最大164m3の メタンを収納可能である。

LNGは 液化 によ り1m3当 た り約600m3の 気

体 メタンを貯蔵できるので,ガ スハイ ドレー

トはLNGの 約27%の 貯蔵能力になる。

(2)ガ スハイ ドレー ト/水 ・ガスの相境界に

おける圧力/温 度依存性

氷 ・水の相境界との比較で論 じられること

(注):大 きな球 は メタ ン分 子,籠 の角 に あ る球 は

酸素 分 子,小 さな球 は 水 素分 子 を表 す 。

出 所:奥 田義 久,メ タ ンハ イ ドレー ト特 集 に あ た

っ て,1997年 。

図1メ タンハイドレー トの代表的結晶構造

が多 く,重 要な特性である(図2)。 ガスハ イ

ドレー トは,水/氷 と比較 して強い圧力依存

性 を示すのが特徴である。加圧,冷 却,凝 固添

加剤によりガスハイ ドレー トは生成し易 くなり,

また減圧,加 温,融 解添加剤によ りガスハイ

ドレー トは分解 し易 くなる。凝固添加剤 とし

てはCO2が,ま た融解添加剤 してはNaC1,

メタノールが典型例 として知 られている。

(3)ガ スハイ ドレー トの 自己保存効果

ロシヤのヤ クシェフ博士 らによ り報告され

たのが1991年 と新 し く,NGH実 用化研究の

動機 となった極めて重要な現象である。常圧

でメタンハイ ドレー トが安定するには一80℃

の低温が必要 となるが,メ タンハイ ドレー ト

io
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100

気体メタン
+氷

水
深

(m)メ タン
ハイ ドレー ト

+氷

500十 気体メタン

lOOO
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メ タ ノー ルH.S,C3H8,
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藻

蕊

5

lO

圧

力
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出 所:ク ベ ン ボ ル デ ン(1996年)

原 典:カ ッ ツ(1959年),一 部 加 筆

図2メ タンハイ ドレー トの相平衡図
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が氷に覆われている場合には一15℃ でも安定

となる。 この関係 を北海道工業技術研究所の

海老沼主任研究員 らは氷の中に分散 したメタ

ンハ イ ドレー トについて詳 しく調べ,図3の

結果を得た。ガスハ イ ドレー ト/氷 の混合物

に占めるガスハイ ドレー トの比率 を高めるた

めには,分 散する多結晶氷の粒径 を小さ くす

ればよいことが分か る。また,ガ スハイ ドレ

ー トを取 り囲む
,多 結晶の粒径によって安定
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化温度は異なり,よ り大 きい粒形ではより低

い温度が必要 となる。

3.NGH船 による天然ガス輸送の諸

工程

NGH船 に よ る 天 然 ガ ス の 輸 送 段 階 に は ①

天 然 ガ ス と水 か らのNGH製 造,②NGH船 へ

の積 み荷 役,③NGH船 に よ る輸 送,④NGH

船 か ら陸 ヒへ の揚 げ荷 役,⑤ 再 ガ ス化 の5つ の

段 階 が 必要 で あ る。そ れ ぞ れの 工程 につ い て,

グ ドム ン ドソ ン らの検 討 を 元 に 少 し詳 し く述

べ る。 な お,グ ドム ン ドソ ン らの想 定 で は,日

量4億ft3(1,130万m3/日,LNG換 算約306百

万 トン/年,な お換 算 係 数 をLNG1ト ン=天 然

ガ ス1,350m3と し た)の 天 然 ガ ス を3,500海 里

(6,482km)輸 送 す るこ とを想 定 して い る。

(DNGHの 製造 ・積み荷役工程

グ ドム ン ドソ ン らはNGH製 造 工 程 と

NGH船 への積み荷役工程 を実験 をもとに検

討 し,次 のように概念設計した(図4)。 圧力65

ガスパイプライン

レ ッ ドダウン

ノてルフ

向所:NEDO「 ガスハ イ ドレー ト資源化技術先導研究開発成果報告書」(1999年)

グ ドムン ドソンら(1996年)か ら作成

図4ガ ス ハ イ ドレー ト製 造 シ ス テ ム の概 念 図
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bar,温 度10℃ の連続反応槽 で天然ガス と水

か らガスハイ ドレー トを製造す る。その際に

原料 となる水 を冷却 し,天 然ガスを冷却圧縮

す る必要がある。天然ガスが十分 な圧力 を持

ち,冷 水が豊富に得 られる場所ほど有利であ

る。 グ ドムン ドソンらによれば,天 然ガスの

モル分率が メタン94.0%,エ タン4.6%,プ ロ

パン1.4%の 場合には,天 然ガスハ イ ドレー ト

の生成 ・分解熱は約410kJ/kgと 測定 された。

アンモニア冷却装置により海水 を冷熱源 と

して,水 を2℃ まで冷却する。冷却に必要 な

エネルギーは海水温度により決 まるが,仮 に

5℃ とする。

次に連続反応槽を出たガスハイ ドレー ト/

水の混合物 をベル ト式フィルター分離器にか

け,水 を落 とす。 しかし,こ の処理 を行って

も,重 量比でなお12%の 水が含 まれているの

で,更 に回転式乾燥機 を通 して10%ま で脱水

す る。ガスハ イ ドレー トは一15℃ まで冷却 さ

れ る。

-15℃ の ガ スハ イ ドレー トは
,3つ の バ ッ

チ 式 減 圧 タ ン ク を 経 て,NGH船 に積 載 され

る。1番 目 の タ ン ク は受 け 入 れ タ ン ク で,ガ ス

ハ イ ドレー トは こ の タ ン ク を満 た した 後 に2

番 目の 減 圧 工 程 に移 行 し,約50barか ら大 気

圧 ま で減 圧 され る。 そ して3番 目 の タ ン クか

ら コ ンベ ヤ に よ りNGH船 に 積 み 込 ま れ る。

(2)NGH船 による輸送工程

この ように して製造 されNGH船 に積載 さ

れたNGHは,理 想状態では1m3に164m3(水

和数で5.75)の 天然ガスを含むが,実 際には

結晶格子の中にすべてガス分子が入 るわけで

はな く,ま た重量比で10%の 水が含まれてい

るため,グ ドムウン ドソンらは含まれる天然

ガスを150m3以 下 と見積 もり,つ ぎのように

NGH船 の概念を示 した(図5)。

NGH船 の正味積載能力は322千 トン,最 大

船体外観

タンク部横断面
再ガス化用ガス配管

バ ラス

タンク

蕪

ロー デ ィング用 開 口部

/㈱ 造
荷用ガス配管

出所:NEDO「 ガ スハ イ ドレー ト資 源 化 技術 先 導研 究開 発 成 果 報告 書 」(1999年) ,

グ ドム ン ドソ ン ら(1996年)か ら作 成

図5ガ スハイ ドレー ト運搬船の概念図
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貨物容積 は460千m3で ある。箱形をした積荷

タンクとバ ラス トタンクをそれぞれ12個 ずつ

持 つ。通 常 のLNG船 は125千 ～135千m3の

LNGを 運ぶ。2隻 のNGH船 が1隻 のLNG

船 とほぼ同容量の天然ガスを運ぶが,NGH

船はLNG船 より3倍 大 きい。NGH船 ・LNG

船輸送の相違点 を表2に 示す。

NGH船 の燃料には,侵 入熱によりガスハ

イ ドレー トが溶解 して天然ガスと水 または氷

となることを想定し,こ の分解 した天然ガス

の利用をグ ドムン ドソンらは考えている。船

速は,往 路の載荷時15ノ ッ ト,復 路の空荷 ・

バ ラス ト時15 .8ノ ットとしている。

航海所要 日数は,3,500海 里の航路を1サ イ

クル約30日 と想定 したが,そ の内訳はNGH

の積荷役4日,往 路10日,船 か ら陸への揚

げ荷役4日,復 路9日,ウ ェイティング2日

とした。所要隻数は,LNG船 の3隻 に対 し

NGH船 は7隻 と想定 した。

(3)再 ガ ス化 工 程

グ ドム ン ドソ ン ら は,ガ ス ハ イ ドレー トの

再 ガス化 をNGH船 内での実施 を考 えてい

る。融解に必要な熱は海水からヒー トポンプ

で汲み上げるが,20℃ の水が毎時38千 トン必

要である。この時の加温水は10℃ で戻 って く

ると想定され,ヒ ー トポンプはコンプレッサ

能力39MW,加 熱能力203MWを 要す る。蒸気

ター ビン203MWと 蒸 気 コ ンデ ンサ ー24

MW,送 出コンプレッサのアフタークーラー

100MWか らの熱を利用する。

天然ガスは,送 出前にグリコールを用いた

脱水装置で脱水される。

4.エ ネル ギー効率の計算仮定

(1)NGH船 輸送方式

NGH船 方式 の所要 エネル ギー試算 に,

我々はグ ドムン ドソンらの概念設計をほぼそ

のまま用いたが,LNG船 方式・パイプライン

方式 との比較には以下の点で別の考え方を用

いた。

① 年 間の天然 ガス輸送量 をLNG換 算

566百 万 トン(日 量2,093百 万m3,す なわ

表2NGH船 ・LNG船 輸送における相違点

項 目 NGH LNG

相 態 固体状 或 い は粉体状,ス ラ リー状 液 体

保 持 温 度 氷点 下(-5℃ ～-15℃ 程 度)
一162℃(LNGの 沸 点)

タンク内温度

の保持方法

NGHの 状 態 で安 定 化 させ るた め

には`タ ン ク内温度 は上 記 温度 を

キー プ す る こ とが必 要 な ため,カ

ー ゴタ ン ク用冷 却装 置 が必 要

断熱材にて入熱を防ぎ,LNGの 蒸

発を防止

若干の進入熱で生 じるボイルオフ

ガス(BOG)は 推進機関用燃料と

して利用

比 重 0.85～0.95程 度 0.42～0.47程 度

主 成 分 メタ ンガス+水 分 メ タンガ ス

出所:NEDO「 ガ スハ イ ドレー ト資源 化 技術 先導 研 究 開 発 成果 報 告 書 」(1999年),

グ ドム ン ドソ ン(1996年)か ら作 成
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ち 日量7.4億ft3)と した。 こ れ は,天 然 ガ

ス 供 給 先 を 出 力400万kWの 火 力 発 電 所

と想 定 し,発 電効 率40%,稼 動 率 年90%,

天 然 ガ ス は純 メ タ ン で 低 位 発 熱 量(8,550

kca1/Nm3)か ら求 め た使 用 量 で あ る。

② 輸 送 距 離 は,エ ネ ル ギー 効 率 へ の 影 響

を見 る た め,2,000～10,000kmの 間 で 試

算 し た。

③ ガ スハ イ ドレー トの 水 和 数 は,そ の 影

響 を調 べ る ため5.75～6.90の 間 に あ る と

し た。

④NGH船 の 燃 料 は,NGHの 分 解 に よ

る メ タ ン を燃 料 とす る 場 合 と と も に,

NGHが 非 常 に 安 定 で 分 解 が な く,別 に

デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン駆 動 用 の 燃 料 油 を用

い る場 合 に つ い て も試 算 した 。 後 者 の ケ

ー スの 方 が よ り実 際 に近 い と考 えて い る
。

⑤NGH船 の 速 度 は15ノ ヅ トと した。

⑥ 再 ガ ス化 は,NGH船 内 で 実 施 す るの

で は な く,陸 上 で行 う方 が よ り実 際 的 で

あると考 えた(図6)。 ヒー トポンプな し

で単純に海水 との熱交換 を用いる。

⑦ ガスハ イ ドレー トの生成・解離熱はグ

ドムン ドソンらの実測値 を用いたが,そ

の他 の試算は メタンの物性値 で代用 し

た。

(2)LNG船 輸送方式

① 天 然ガ スの輸 送量,輸 送 距離 は,

NGH船 輸送方式の場合 と同 じとした。

②LNGの 液化効率 は,設 備が新式か旧

式かにより大 きく異なるので,そ の影響

評価のため液化効率 を0.15～0.21の 間で

変化 させ た。

③LNG船 は,125,000m3のLNGを 積載

可能,速 度15ノ ッ トとする。その燃料は

ボイルオフ ・ガスで,蒸 気ター ビンを推

進機関 とした。

④ 再ガス化は海水 との熱交換(ヒ ー トポ

ンプではない)に よるとした。

一
ハイドレート

一 海水

天然ガスー一→ 〉

水 一一i>

水一〉

出所:NEDO「 ガスハイ ドレー ト資源化 技術先導研究開発成果報告書」(1999年)

図6ガ スハ イ ドレー ト分 解 シ ス テ ム の フ ロ ー 図
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(3)パ イ プ ラ イ ン輸 送 方 式

① パ イ プ ラ イ ン管 径 は,パ イ プ ラ イ ン輸

送 効 率 へ の影 響 を見 るた め,1,200～1,400

mmの 範 囲 で試 算 した。

② 輸 送 元 圧 力(ポ ン プ ス テ ー シ ョン 送 出

圧 力)を66bar(絶 対 圧)と した 。 な お,

天 然 ガ ス は50kgf/cm2(49bar,換 算 係 数

1bar=1.02kgf/cm2)で 供 給 さ れ る も

の と した 。

③ ポ ン プ ス テ ー シ ョ ン の 圧 縮 比 は,

1.4～2.2の 範 囲 で 試 算 した 。

④ パ イ プ ラ イ ン輸 送 の圧 力 損 失 式 に 用 い

る 流 量 係 数 は,高 圧 の場 合 に用 い られ る

ポ リフ ロの 式 と し た。

⑤ ポ ンプ ス テ ー シ ョン で の 圧 縮 比率 は,

理 論 圧 縮 仕 事 か ら算 定 し た。

5.検 討 結 果

NGH船,LNG船,パ イプラインの3輸 送

方式の距離に対するエネルギー効率 を図7に

示 す 。

(1)NGH船 輸 送 方 式 の エ ネ ル ギ ー 効 率

輸 送 距 離2,000～10,000kmの 範 囲 に お い

て,水 和 数5.75で 天 然 ガ ス 燃 料 駆 動 の 場 合 に

は,輸 送 エ ネ ル ギー 効 率 は 概 ね0.935～0.897

で あ る。 水 和 数5.75で デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン駆

動 の場 合 で は,0.939～0.914で あ る。 輸 送 エ

ネ ル ギ ー 効 率 に 与 え る 水 和 数 の 影 響 は,

0.01～0.02で あ る。 こ の違 い は,水 和 数 が 大

き い ほ どガ スハ イ ドレー トの 製 造 量 お よ び輸

送 量 が 多 くな るた め で あ る。 ま た,輸 送 が 長

距 離 化 す る に 応 じて,ど の 水 和 数 の 場 合 もほ

ぼ 同 じ勾 配 で輸 送 エ ネ ル ギー 効 率 が 減 少 して

い る。 デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン駆 動 に お い て,ガ

スハ イ ドレー トの 水 和 数 を5.75,6.33,6.90

と変 え た と きの エ ネ ル ギ ー 効 率 の輸 送 距 離 に

よ る変 化 を 図7に プ ロ ッ トした。

(2)LNG船 輸 送 方 式 の エ ネ ル ギ ー 効 率

LNGの 液 化 効 率 を0.15,0.18,0.21と 変 化

　コ　　

ll
塾0'90「

0.85L

十LNG液 化効率:
一→ ヨー-LNG液 化効率=

一一◇一一LNG液 化効率:

。闘→ ←一一NGH水 和数

一闘→一一一NGH水 和数

■r虫 一一NGH水 和数

隔一●一騨 パイプライン

ー鵬■ 旧一 パイプライン

}・G・副

0.80

020004000600080001000012000

輸 送距 離(km)

図7NGH船 ・LNG船 ・パイプライン方式のエネルギー効率比較
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させたときの,エ ネルギー効率の輸送距離に

よる変化 を合わせて図7に 示す。

LNG船 輸送の場合は,液 化効率がエネル

ギー効 率 に大 きな影 響 を与 え,輸 送距離

2,000～10,000kmの 範囲において,液 化効率

0.21の とき0.891～0.873,液 化効率0.15の と

き0.849～0.831の 範囲 で変化 す る。既存 の

LNG船 輸送におけ るエネルギー効率 は,概

略 これらの数値の間に位置している。

LNG船 輸送方式は,NGH船 の場合 と比較

す ると,船 舶規模が小 さいので輸送距離によ

るエネルギー効率の低下が小さいが,生 産地

での液化に要する初期の製造エネルギーが大

きいため,全 体のエネルギー効率はNGH船

輸送に比較 して約40%低 くなる。(輸 送距離

6,000km,ガ スハイ ドレー ト船輸送での水和

数5.75の 場合 と,LNG船 輸送での液化効率

0.21の 場合 とを比較)

(3)パ イプライン輸送方式のエネルギー効率

ポンプステー ションでの圧縮比 を1.8,送 出

圧力 を66barと し,パ イプ管径が120cm,130

cmの 場合 におけるエネルギー効率の輸送距

離による変化 を,同 じく図7に 示す。

パ イプ ライン輸送 の場 合 は,NGH船 輸

送 ・LNG船 輸送の場合 と異なってガス体の

まま輸送す るため,所 要エネルギーはパイプ

ライン中での圧力降下 を補 うに要する圧縮エ

ネルギーのみである。

管路での圧力降下は,管 路内の流れが乱流

であれば概ね管径の5/2乗 に反比例する。 こ

のため,図 か らも分か らように,エ ネルギー

効率に与える管径の影響は顕著である。

ポンプステー ション圧縮比を高めると,圧

縮仕事が大 きくな りエネルギー効率が低下す

る こ と,管 径 が 大 き い ほ ど ポ ン プ ス テ ー シ ョ

ン圧 縮 比 の 影 響 を受 け に くい こ とに な る。

6.各 輸送方式のエネルギー効率の比較

以上,3方 式について,パ ラメータを変更

してエネルギー効率 を検討 した。今回検討 し

た範囲で,3方 式のエネルギー効率を比較す

れば,以 下に列記す る結論が得 られ る。

①NGH船 輸送方式によるエネルギー効

率は,輸 送距離6,000km,デ ィーゼルエ

ンジン駆動において,LNG船 輸送方式に

比べて約40%以 上高い結果 となった。こ

れは,現 在の天然ガス輸入量で計算する

と年間320万 トン(原 油換算)以 上の省エ

ネ効果が期待できることを意味する。

②NGH船 輸送 方式 の環境調和 性 は,

LNG船 輸送方式よ り優れてい る。エネ

ルギー効率が約40%高 いので,わ が国の

天然ガス輸送 をすべてLNG船 輸送方式

か らNGH船 輸送方式に切 り替えると,

CO2排 出量 を年間170万 トン以上削減で

きる。

石炭,石 油,LNG,LPGと のLCA(ラ

イフ ・サイクル ・アセスメン ト)に 基づ

く環境負荷の比較 を図8に 示す。NGH

はそれらの中で最 も環境負荷が小さいこ

とが分 る。LNG船 輸送方式を100と する

と,NGH船 輸送方式は92で あり,環境調

和性が8%優 れていると言える。温室効

果ガス排出量は,LNG船 輸送方式で70g

-C/Mca1
,NGH船 輸 送方式 で64g-C/

Mcalと なる。なお,ト ータルの温室効果

ガス排出量は,最 終の燃料消費段階の占

める割合が大 きく,LNG船 ・NGH船 の
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両輸送方式の比較では同量の天然ガスを

燃焼す ることから,LCAで は両者の差違

が 目立たなくなる。

また,設 備建設時の温室効果ガス排出

量は,各 燃料 とも他段階 と比較すれば,

極めて少量になる。

③ パイプライン輸送方式におけ るエネル

ギー効率 は,パ イプラインのパイプ径を

大 きく,ポ ンプステーションでの圧縮比を

小さ くした方がエネルギー効率が高 くな

る。しか し,そ れらはパイプラインの建設

コス トを著増させる因子 となる。また,輸

送距離が短い場合は,確 実に3輸 送方式の

中で最 も高いエネルギー効率 となる。

7.総 合 評 価

LNG船 輸送方式の場合 は,実 績 に基づ く

デー タを用いているため不確定要素は少ない

と言える。パイプライン輸送方式に関 しては,

バイプ径,圧 縮比を変更す ることでエネルギ

ー効率が大きく変動するので
,別 の要素(例

えば建設コス ト)を 加えて検討する必要があ

る。NGH船 輸送方式は,ハ イ ドレー トの製造

エネルギーがLNG船 輸送方式のそれに比べ

小さ く,エ ネルギー効率の観点では,LNG船

輸送方式に代替 しうるポテンシャルを有す る

と判断できる。また,NGH製 造時の冷却 ・減

圧過程でのエネルギー回収 を考慮するなど,

NGH製 造 ・再ガス化過程に必要 なエネルギ

ー を小さくする工夫 をすれば,さ らにエネル

ギー効率が向上すると考 えられる。

しか しなが ら,NGH船 輸送方式の場合は

実績がないので,製 造方法 ・再ガス化方法に

不確定な要素 を含んでお り,研 究開発によっ

て各工程における所要エネルギー を検証 して

行 く必要がある。
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8.今 後 の 課題

エネルギー効率の計算は,要 素技術につい

て更に詰めて行 く必要がある。また,条 件の

異なる海底パイプラインの場合の検討 も今後

必要 となるだろう。最終 目標である運転費の

試算を,引 き続 き実施する。
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〔内外情報紹介〕

地球温暖化対策に関す る

COP3以 降の動 向 と適応策

吉 江 照 一(勧 エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 部長)
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1.は じめ に

地球温暖化の要 因となっている温室効果ガ

スの排出量は,気 候変動枠組条約等による国

際的な規制への動 きにも係 らず,依 然増加す

る傾向にあり,将 来的に,全 地球的な気温の

上昇 と気候変動に伴 う深刻 な社会的,経 済的

影響が懸念されている。

地球温暖化対策には,大 別 して緩和策 と適

応策がある。緩和策の概要に関しては,既 報

の 「地球温暖化問題 とその対応についての概

要」(1)において紹介 した。本稿では,国 連気候

変動枠組条約第3回 締約国会議(COP3)以 降

の地球温暖化対策に関する内外の取組みと適

応策について紹介す る。

2.COP3以 降のわが国の取組み

1997年12月 に京都で開催 されたCOP3に お

いて 「京都議定書」が採択 された。京都議定

書では,2008年 か ら2012年 を達成期間とする

先進国(附 属書1締 約国)の 温室効果ガス排

出削減 目標が定められ,わ が国には,90年 比

6%削 減 という極めて厳 しい目標が課せ られ

た。

政府は,京 都議定書の目標を達成するため

に法的枠組みの整備 を始めた。1998年6月 に

は,内 閣総理大臣を本部長 とする 「地球温暖

化対策推進本部」において,「 地球温暖化対策

推進大綱」を取 りまとめた。 これに関連 して,

通産省が 「省エネ法」の改正案を,環 境庁が

「地球温暖化対策推進法案」を国会へ提出し,

1999年4月 に 「改正省エネルギー法」 と 「地

球温暖化対策の推進に関する法律」が施行さ

れた。

2.1地 球温暖化対策推進大綱

地球温暖化対策推進大綱は,京 都議定書に

おいて約束 した温室効果ガス6%削 減の目標

達成のため,2010年 に向けて緊急に推進す る

ために策定 された。主要な対策 を以下に挙げ

る。

① エネルギー需給両面の対策 を中心 とした

二酸化炭素(CO2)排 出削減対策の推進

自動車の燃費基準及び家電 ・OA機 器等

の省エネ基準への トップランナー方式の導

入,革 新的技術の駆使をはじめ とした省エ

ネルギーや新エネルギー導入並びに原子力

立地の推進 を中心 としたCO、の排出量削減

対策等

② 植林等のCO、吸収源対策の推進

③ 京都 イニシアチブの具体化等国際協力の

推進

第22巻 第2号(1999)
一69一



④ サマータイムの導入についての国民的議

論の展開をはじめ とした国民のライフスタ

イルの見直し

なお,地 球温暖化対策推進本部は,本 大綱

の着実な実施 を図るため,毎 年,地 球温暖

化対策の具体的措置の推進状況を点検 し,

必要に応 じその内容 を見直すこととなって

い る 。

、
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ー

1

ー

ー

一パ

ー

地

球

温

暖

化

対

策

推

進

大

綱

1.地 球温暖化対策 の総合的推進 O地 球温暖化対策推進法案に基づく

総合的かっ計画的な対策の推進

2.エ ネルギー 需給両面の対策 を中心 としたCO2排 出削減対策の推進

〈エネルギー需要面のCO2排 出削減対策 の推進 〉

(1)改 正省エネルギー法に よるエネル ギー消費効率の大幅改善

(2)省 エネル ギー基準等の強化

(3)イ ンフラ整備 等によるCO2排 出抑制型社会の形成

(4)産 業界等の行動計画の事 後点検

(5)新 たな省エネルギー型技術 等の開発 ・普及
くエネルギー供給面のCO2排 出削減対策の推進 〉

(1)原 子 力立地の推進

(2)新 エネルギーの加速的導入

(3)電 力負荷平準化対策の推進

〈その他のCO2排 出抑制対策 の推進 〉

(1)工 業過程か らのCO,排 出抑制対策の推進

(2)廃 棄物か らのCO、排出抑制対策の推進

(3)木 材資源 の有効利用 の推進

3.そ の他 の温室効果ガスの排出抑制対策の推進

(1)代 替フロン等3ガ スの排出抑制対策 の推進

(2)メ タンの排 出削減対策 の推進

(3)亜 酸化窒素の排出削減対策の推進

4.植 林 等のCO2吸 収源対策 の推進
(1)森 林整備の推進

(2)都 市緑化等の推進

5.革 新的な環境 ・エネルギー技術の研究開発の強化

6.地 球観測体制等の強化

(1)7。 国際 協 力 の推 進(
2)

(3)

(4)

京都議定書 において提起 され た諸課題の解決

京都 イニシアチブの具体化

気候 変動技術 イニ シアチブの推進

関係国 との協議に よる協力案件の発掘

一{ラ イ フ ス タ イ ル の 見 直 し 〕

/FI .夏 時間の導入につ いての国民的議論の展開 へ

II.自 転車の安 全かつ適正な利用の促進に向けた環境整備

III.教 育 ・啓発及び精 報提供体制 の整備

IV.政 府の率先実行

V.地 球温暖化対策 を進め る緑化運動の展開

又!L社 会 システム変革 に向けたモデ・レ事業の実施 ノ

出所:環 境総覧 通産 資料調査会1999

図1地 球温暖化対策推進大綱に基づ く施策の体系
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2.2地 球温暖化対策の推進に関する法律

本法律 は,2010年 に向けて推進すべ き地球

温暖化対策に関し,各 主体(国,地 方公共団

体,事 業者お よび国民)の 責務 を明 らかに し,

国が対策の 「基本方針」 を定めること,国 と

自治体が 「実行計画」 を定めること,企 業の

自主的取組みや国民の取組み促進のための推

進員の委嘱や推進センターの指定などが うた

われている。概要は,以 下の とお りである。

(a)対 象 とす る 温 室 効 果 ガ ス

京 都 議 定 書 に あ る6種 類 の ガ ス(CO2,メ タ

ン,亜 酸 化 窒 素,ハ イ ドロ フ ル オ ロ カー ボ ン,

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン,六 ふ っ化 硫 黄)を 取

組 み の 対 象 とす る。

(b)国,地 方公共団体,事 業者,国 民の責務

① 国の責務

国は総合的な対策を策定,実 施す るとと

もに,自 らの事業に関 し排出抑制のための

措置 をする。また,地 方公共団体,事 業者,

国民に技術的な助言をす る。

② 地方公共団体の責務

その区域の自然的社会的条件に応 じた排

出抑制のための施策 を推進す る。 自らの事

業に関し排出を抑制 し,そ のための実行計

画 を策定す る。事業者や国民に情報を提供

す る。

③ 事業者の責務

排出の抑制に努め,国 と地方公共団体が

実施す る施策に協力する。相当量のガスを

排 出す る事業者は,抑 制す るために策定し

た計画 と,そ の実施状況 を公表するよう努

める。

④ 国民の責務

日常生活に関する排出抑制のための措置を

行い,国 と地方公共団体の施策に協力する。

(c)国 民の取組みの支援

① 都道府県知事は,住 民に対 しきめ細かな

啓発活動,助 言等を行 う地球温暖化防止活

動推進委員を委嘱することがで きる。

② 普及啓発活動 を推進す るために,国 と都

道府県は地球温暖化防止活動推進センター

を指定 し,セ ンターで啓発,広 報,情 報提

供,調 査等をす る。

2.3省 エネ法の改正

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」

(省エネ法)は,オ イルショック時の1979年

に制定 され,約20年 間わが国のエネルギー使

用効率向上の実現に寄与 してきたが,COP3

の結果を踏まえ,地 球温暖化抑制の一層の推

進 をはかるために改正 された。主なポイン ト

は,以 下のとお りである。

① 第1種 エネルギー管理指定工場(従 来の

エネルギー管理指定工場)へ の義務づけ

年間の燃料使用量が原油換算で3,000kE

以上,ま たは電気使用量が年1,200万kWh

以上の従来のエネルギー管理指定工場は,

「省エネの取組みに関す る将来計画」の作

成 と,国 への提出が義務づけられる。

② 第2種 エネルギー管理指定工場の指定 と

義務

年間の燃料使用量が原油換算で1,SOOk£

以上,ま たは電気使用量が年600万kWh以

上のすべ ての工場 ・事業場,オ フィス,デ

パー ト,ホ テル,学 校,官 公庁等が 「第2

種エネルギー管理指定工場」 として指定さ

れ,指 定された工場等は,エ ネルギー管理

第22巻 第2号(1999)
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員 を選任 し,エ ネルギーの使用状況の届け

出がi義務づけられる。

③ 省エネ基準に関するトップランナー方式

の導入

(注)

自動車や家電・OA機器などの指定機器

の省エネ基準については,現 在商品化 され

ている製品の中で,最 も優れた機器の性能

以上の基準に設定するという 「トップラン

ナー方式」を導入す る。

(注)① ガソリン乗用自動車,②エアコン,③照明器
具(螢光灯),④ テレビ,⑤複写機,⑥ 電子計
算機,⑦磁気ディスク装置,⑧ガソリン貨物自
動車,⑨VTR,⑩ 電気冷蔵庫,⑪ディーゼル
乗用自動車,⑫ ディーゼル貨物自動車

京都議定書の 目標 を達成す るための対策に

関して,様 々な議論が行 われているが,現 時

点での政府の対応案 としては表1に 示す もの

がある。

なお,COP3を 契機に,政 府は,地 球温暖化

対策途上国支援 として,1998年 度から5年 間

で3,000人 の温暖化対策関連分野の人材育成

や最優遇条件(金 利0.75%,償 還期間40年)

による円借款,地 球温暖化防止技術の移転等

を盛 り込んだ 「京都 イニシアチブ」 を発表 し

ている。

3.COP3以 降の国際動向

COP3の 京都議定書では,先 進国に対す る

温室効果ガス排出削減のための数値 目標や政

策措置を定め,ま た,目 標達成に柔軟性 を与

える先進国間の 「排出権取引」や 「共同実施」,

途上国 との間で排出削減のための事業を行 う

「クリーン開発メカニズム(CDM)」 等いわゆ

る 「柔軟 【生措置」の新 たな国際制度 を導入 し

ている。そして,先 進国は2005年 までに意味

のある対策を示すこと,次 の約束期間(2013

年以降)の 交渉 を2005年 に開始す ることが決

まった。また,柔 軟性措置の詳細,吸 収源の ・

詳細,不 遵守の場合の規定などの未決定事項

のつめは,第4回 締約国会議(COP4)以 降に

先送 りされた。

一方,気 候 変動 に関 す る政府 間パ ネル

(IPCC)は,2001年 の第3次 評価報告書の作

成に向けて動 き出している。

3.1COP4の 概 要

1998年11月2日 か ら12日 にか け て,南 米 ア

ル ゼ ン チ ン の 首 都 ブ エ ノス ア イ レ ス でCOP4

が 開催 さ れ た 。 会 議 は,2000年 の 第6回 締 約

表1わ が国における温室効果ガス削減6%達 成のための対策の内訳

▲2.5%

「

CO2,メ タ ン,亜 酸 化窒 素 の排 出抑制

▲2.0%

」

現在の想定を越えた技術革新,

国民各層における更なる努力によるもの

▲0.5%
エ ネル ギー起 源 以外 のCO2,メ タン,

亜 酸 化窒 素 に係 る対 応

▲3.7% 土地利用の変化と森林活動による吸収

+2.0% 代 替 フロ ン等(HFC,PFC,SF6)の 排 出抑制

▲1.8% 共同実施,排 出権取引などの活用

出所:産 業技術審議会,エ ネルギー ・環境技術開発部会,基 本問題検討小委員会

中間報告(平 成10年6月)
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国会議(COP6)ま でにCOP3で 検討された諸

事項を決定するための行動計画,い わゆる「ブ

エノスアイレス行動計画」 を採択 したが,国

際制度等の中身には踏み込んでなく,今 後の

タイムテーブルと論点の整理に とどまったと

い うことで,実 質的に大 きな進展は見 られな

かったとい うのが大方の見方である。
(2)

主要項目に関する結果 を以下に示す。

(a)資 金メカニズム(途 上国への資金援助)

気候変動枠組条約は,第11条 で先進締約国

が開発途上締約国に対 し,資 金,技 術移転を

行 う責務があることを定めているが,こ れ ら

に関す る制度化は進んでおらず,途 上国か ら

不満の声が絶えなかった。この問題について

COP4で は,資 金制度面で,世 界銀行などが管

理する地球環境ファシリティ(GEF)を 活用

し,途 上国が 自国の温暖化対策の現状 などを

条約事務局に報告する仕組みを整えるための

交渉を進め ることが決定 した。

(b)柔 軟性措置(京 都メ力ニズム)

京都議定書に盛 り込まれた柔軟 性措置は,

排出権取引,共 同実施,ク リーン開発メカニ
(注)

ズムの3つ である。

これ らの柔軟性措置の仕組みについて,

COP4で は,開 発途上国の要求に応 じて クリ

ー ン開発 メカニズムを重視 し,詳 細は2000年

に開催 されるCOP6ま でに決定す ることを目

指す ことになった。

なお,第5回 締約国会議(COP5)は1999年

に予定されてお り,ヨ ルダンが開催国 として

立候補 している。

(c)途 上国問題

1995年 の第1回 締約国会議(COP1)で の合

意により,途 上国は温室効果ガスの削減 目標

を課 されていない。COP4に おいては,議 長国

であるアルゼンチンより 「非附属書1国(途

上国)の 自発的参加」に関す る議題が提案 さ

れたが,途 上国側からの強い反対によ り,議

題から削除された。なお,ク リーン開発 メカ

ニズムについては,中 南米諸国及びアフ リカ

諸国が前向きの立場を明確に示すなど,従 来

の途上国側の一枚岩が くずれる徴候が出てき

たことは注 目され る。

(d)条 約上の課題(気 候変動の悪影響又は対

応措置の実施による影響への対処)

COP4で は,小 島喚国など地球温暖化で水

没が懸念される国々や,温 暖化防止による化

石燃料の消費減少で経済状況が悪化すると主

張する産油国などへの,温 暖化の悪影響に対

する補償問題や,削 減 目標が達成できない場

合の罰則規定,温 暖化対策 として各国が取る

べ き政策措置などについて,今 後専門家会合

などで検討することが合意された。

(e)森 林のCO2吸 収

森林によるCO2の 吸収については,京 都議

定書で1990年 以降の 「植林」,「再植林」,「森

林の減少」について,そ の吸収及び排出量を

化石燃料起源のCO2排 出などに合算すること

が認め られた。

森林 などによるCO2の 吸収 につ いては科学

的知見が不十分 であり,量 の評価について科

学的な検討が必要である。この点について,

1998年6月 に開催 された補助機関会合では,

森林によるCO2の 吸収 に関して,気 候変動に

関す る政府間パネル(IPCC)に 検討 を要請 し

た。IPCCは2000年5月 に特別報告書を出す こ
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とが予定 されている。今 回のCOP4で の合意

では,京 都議定書による 「植林」「再植林」の

定義など,専 門的な事項はこのIPCC報 告書 を

待って検討に入ることとしている。

(f)遵 守 問 題

京都 議 定 書 の 遵 守 問題 を検 討 す る た め,科

学 上 及 び 技 術 上 の 助 言 に 関 す る 補 助 機 関

(SBSTA)と 実 施 に 関 す る補 助 機 関(SBI)

の 共 同 作 業 グル ー プ を設 立 す る こ とが 決 定 し

た。COP6で の決 定 を 目的 と し,今 後,作 業 グ

ル ー プ を 中 心 と した検 討 が 進 め られ る こ と と

な っ た。

(注)こ れ らは,従 来,「柔軟性 メカニ ズム」等の呼び

方がされて きたが,COP4に おいては,「京都 メ

カニズム」 と呼ぶこ ととされた。

① 「排 出権取引」 とは,先 進国間で排出量を商 品

の ように売買す る仕組みのこ とであ り,類 似 の

例 として米国内のSO、排 出量 の売買制度 はある

ものの,国 際間の適用例 はない。

② 「共同実施」とは,先進国の問で共同でCO、削減

プ ロジェ クトを実施 し,そ れによる削減量の一

部 をそのプ ロジェ ク トに資金 を出 した国の削減

分 として認め る制度である。

③ 「クリー ン開発 メカニズム」 とは,先 進国 と途

上国が共 同でプ ロジェ クトを実施 し,そ れによ

る削減量の一部 を当該プ ロジェ ク トに資金 を出

した先進 国の削減 として認め る制度 で,資 金 の
一部は島喚国など影響 の大 きい国へ の資金供与

に使われる。対策 を実施 しなかった場合の排 出

量(べ 一スライン)の 水増 しの可能性 などの問

題点が指摘 されてい る。

3.21PCCの 動向

IPCCは,平 成7年 に温暖化の予測,影 響,

対策 を網羅す る総合的な評価を行い,そ の成

果 を第2次 評価報告書 として取 りまとめ,平

成8年7月 に開催 された気候変動枠組条約第

2回 締約国会議に提出した。平成9年 には,

同条約の補助機関か らの要請によ り,温 室効

果ガス安定化水準に関す る知見など議定書交

渉に必要な科学的情報 を複数取 りまとめた。

さらに,京 都議定書に対応して第3次 評価報

告書及び排出量の推計のガイ ドラインの作成

計画を策定 し,2001年 に第3次 評価報告書を

出すために,報 告書の大筋 を決定 し執筆者の

選定に入った。第3次 評価報告書は,地 域別

の評価(気 候変動による影響および適応策に

ついて社会経済的な観点 も含めた地域分析,

緩和策について地域の市場べ一スでの費用対

効果等)を 重視 し,途 上国や ビジネス ・非政

府組織(NGO)か らの参加者を積極的に取 り

(3)

込む方向で検討が進め られている。

なお,第3次 評価報告書の作成に向けて,

日本は,IPCCの 副議長国 となっている。

3.3各 国の取組み

排 出権取引等の地球温暖化対策への欧米の

(4)

取組みを以下に紹介す る。

(1)ア メリカ

COP3に おいて,米 国は,2010年 を目途に90

年比7%の 温室効果ガス削減 目標が課せ られ

たが,現 在のCO2排 出ペースが続けば,90年 比

20%の 増になるとも言われている。このよう

な危機感からか市場原理を活用 した温室効果

ガス削減策 として,排 出権取引が検討 されて

いる。

1999年3月 上旬,温 室効果ガス排出権i取引

の国内市場づ くりを目指 した法案 「温室効果

ガス自主削減法案」が議会に提出され,審 議

がはじまっている。

法案は,企 業が96～98年 に排出した温室効

果ガスの量(年 平均)を 「許容枠」に設定 し,

99年 以降の排出量 をこれよ り減 らした企業が

余 った枠 を他の企業に売却することを政府が

認めるというもので,参 加は,企 業の自主判

断に委ねる。
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(2)欧 州

欧州では,規 制強化 とからめて排出権取引

を検討す る動 きが広が り始めている。

デンマーク議会は,1999年3月 上旬,2000

年から電力部門でCO2の 総量規制 を導入す る

こ とで合 意 した。電力業界全体 の排 出量 を

2003年 までに90年 比27%減 らすように義務づ

け,電 力会社 ごとに許容枠 を配分 し,こ れ を

超えるとCO21ト ン当た り40デ ンマー ククロ

ーネの税 を政府に払 う義務が生 じる。

ノルウェーでは,温 室効果ガス排出量の8

～9割 を過去の排出実績に応じて製造 ,運輸,

サービス業などに割 り当てる総量規制導入を

検討している。

ドイツは,1999年4月 よ りガソリンや電力

などエネルギーの消費に課税する 「環境税」

を導入 したが,省 エネなどでCO2排 出を減 ら

した企業への課税 を減免す るなどのアイデア

も検討されている。

4.地 球温暖化への適応策

近年,地 球温暖化 を示す現象,例 えば,極

地の氷棚のひび割れや崩壊,高 山の頂を覆 う

氷河の後退,温 度 変化に敏感な珊瑚礁の白化

現象等が報告 されている。このような温暖化

現象は,長 期的にみた場合,気 候の自然変動

の範囲内にある可能性 もあるといわれるが,

IPCCの 第2次 評価報告書では,

「気候への人間活動の影響は既に現れてお

り,温 室効果ガスの排出に対 して何 らかの対

策をたてないと,2100年 には約2℃ の平均気

温の上昇,約50cmの 海面水位の上昇,極 端な

高温等の気象変動の顕現化が予想される」

のように警告 を行っている。

地球 温 暖化対 策 には,「 緩和 策(mitiga一

tion)」と 「適応策(adaptation)」 がある。緩

和策は,積 極的にCO2な どの温室効果ガスの

大気への放 出を抑制す る対策であ り,CO、 の

排出抑制や 固定化等がある。緩和策に関する

技術 に関 しては,経 済性や適用性を含め,こ

れまでに多 くの研究や検討例がある。 これに

対 し適応策は,将 来温暖化 した場合にその影

響 を少な くさせる対策であり,温 暖化 しつつ

ある気候に自然に,あ るいは計画的に順応 し

ていこうとするもので,予 期 される温暖化の

悪影響を緩和するとともに,温 暖 化を上手 く

利用 しようとする対策である。因みにIPCCの

第2次 評価報告書 に よれば,「 適応可能 性

(adaptability)」 「適応(adaptation)」 につ

いては,

「適応可能性は,予 測される,あ るいは実

際の気候変動に対 して,シ ステム内での実行

性,プ ロセスあるいは構造的可能性 を示す。

適応は,自 発的に起 こるもの と計画的に行 う

ものがあ り,条 件の変化に対応 して,あ るい

は事前に予測 して実行される」

のように記述されている。

適応策を検討 し,適 応 を計画的に進め るた

めには,温 暖化の進行やその影響 を予測,検

出した り監視 していく必要がある。すなわち,

温暖化により予想され る変化(気 温の上昇,

海面上昇,海 洋の循環パ ターンの変化等)が

遺伝子,人 間の健康,木 材,食 料等の生産,

空気や水の質,沿 岸地域や都市化地域のイン

フラス トラクチャー等にどのような影響 を及

ぼ しうるか を正 しく評価 し,そ れに基づいて

対策 を立てることである。適応策に関しては,

IPCCの 第2次 評価報告書に取 り上 げられて

いるが,い まの ところ研究や報告は少ない。

適応策が温暖化対策 として国際的にも注目
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されている理由 としては,現 在で も途上国で

は,気 候変化の生態系,社 会 ・経済への影響

が大 きく,こ れを回避するだけの経済的な余

力がないため,で きるだけ安価に,ま た効果

的に変化 しつつある気候に合わせ ることが必

要なこと,さ らに温暖化 は現在の状況 を悪化

させ る可能性があるために,数10年 から100年

単位での長期的温暖化に今か ら計画的に備 え

(5)

る必要があることが挙げられる。

適応策として考えられるものを以下に挙げる。

①熱ス トレス対策

・新 しい気象条件にあったエア コンの開発

と普及

・ビルの断熱性,遮 光,ブ ライン ド,換 気

設備の導入

・都市化地域への植樹

②疾病対策

・マラ リア等のワクチンの開発 と普及

・媒介生物の撲滅

・バ クテ リア利用等による水の浄化

・公共の健康監視

③農業対策

・穀物品種の変更

・バイオテ クノロジーによる新種の開発

・導管等効率的潅概システムの導入

・気候変化 にあった農作業時期の変更

④沿岸地域対策

・計画的撤退策:沿 岸地域の開発の取 り止

め,見 直 し

・順応策:土 地利用や建築法規の修正

塩水に強い作物の開発

・防護策:防 波堤,堤 防,護 岸等の設置

塩水浸入障壁の設置

なお,適 応策を評価するには,緩 和策 と同

様にその2次 的効果 も考慮する必要がある。

すなわち,適 応策が,経 済的にも環境的にも

2次 的な利益 をもたらすものであれば,気 候

変化 に関係な く導入す る価値が あ り(no-

regretadaptation),2次 的効果 を伴わない

場合は,適 応の効果や他の基準から評価 され

るべ きである。

5.お わ り に

COP3の 「京都議定書」を踏まえ,地 球温暖

化対策 に向けて内外の動 きが活発化 してい

る。わが国では,2010年 に向けた 「地球温暖

化対策推進大綱」が策定され,国 際的には,

COP4に おいてCOP3で 検討 され た諸事項決

定の行動計画を採択,ま た,IPCCで は第3次

評価報告書作成に向けて動 き出している。

地球温暖化問題への対策 としては,こ れま

でに も様々な方法が提案されているが,単 一

対策による解決方法は困難であ り,適 用可能

な各対策 を平行 して進めてい く必要がある。

本稿では,「緩和策」とともに温暖化対策の柱

である 「適応策」 を紹介 したが,適 応策の研

究はまだ緒についてばか りであ り,今 後の一

層の進展 を期待 したい。
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一〔技術解説〕
ク リー ンエネルギー 自動車 レポー ト(第5報)

一 水 素燃料電池 自動車の導入 シナ リオ(1)

蓮 池 宏 樽助 禿謙議響惣 研究貝)

綜蹴'

繕働繕欝繕繕欝繕繕繕欝繕欝欝欝欝欝欝欝繕欝繕欝欝繕欝欝繕繕繕欝働欝欝欝欝欝働繕欝繕

1.は じ め に

当研究所 では,通 産省工業技術 院のWE-

NET(水 素利用国際 クリーン・エネルギー ・

システム技術)プ ロジェク トの一環 として,

平成10年 度に 「水素 自動車の導入シナ リオの

研究」を行 った。この研究では,水 素燃料電

池自動車(水 素FC車)の 開発状況,経 済性,

法規制,導 入シナ リオ,導 入支援策,課 題等

をとりまとめたω。本稿では,研 究成果の主要

部分を2回 に分けて紹介す る。

ここ2～3年 の間に燃料電池自動車(FC車)

に対する関心が非常に高まり,多 くの解説や紹

介記事が書かれ,講 演会や シンポジウムでも

FC車 についての発表が行われてきた。その中

で最近は「FC車 の燃料は何になるのか」という

議論 を,し ばしば見かけるようになってきてい

る。FC車 の燃料としては,水 素,メ タノール,

ガソリンが主な候補 となっているが,筆 者の知

る限りでは「三者の中でメタノールが最も有望」

という声が多い。そして多くの解説記事において

「水素はインフラス トラクチャが問題であり,

水素FC車 の実現可能性は低い」とされている。

果たしてそれは的 を得た評価であろうか。

現在 日本では年間約2億Nm3の 工業用水

素が販売 ・消費されている。これは発熱量で

換算するとガソリン65,000k2(年 間1,0002の

ガソリンを消費する乗用車6.5万 台分)に 相

当す る。水素FC車 の効率がガソリン車の3

倍 とす ると,約20万 台の水素FC車 を動かす

ことができる。すでにわが国には,こ れだけ

の水素 を供給するインフラ(製 造設備 と流通

体制)が 存在 しているのである。

「自動車用の水素インフラ」は今は存在 し

ないが,そ れは水素 を使 う自動車がないか ら

であって,技 術的な問題があるのではないは

ずだ。それでは経済性はどうなのか。技術的に

可能でも自動車用燃料 として経済的に成立し

なければ,水 素FC車 の実用化はあり得ない。

今号では,こ のあた りの問題意識に対す る

検討結果を中心に述べ ることとしたい。

2.水 素供給 システム

水素 は下記に示す ような種々の方法により

本 シ リー ズは筆 者 の 都合 に よ り約2年 間休 載 して い たが,こ の 間 も ク リー ンエ ネル ギー 自動 車 を取 り巻 く情

勢 は 日々 変 化 して きてい る。筆 者 も世 の 中 に遅 れ を取 らな い よ う,再 度 連 載 を始 め る こ と と した。 な お,第1

～4報 に対 して10件 を超 え る コメ ン トや 問 い合 わせ を頂 い た。 紙 面 を借 りて お 礼 申 し上 げ る と ともに,今 後 と

も引 き続 き読 者諸 兄 の ご批 判 をお 願 い した い。E-mai1:hasuike@iae.or.jp
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得 ることができる。

① 水の分解(電 気分解 ・熱化学法 ・光化

学法)

② 炭化水素系原料(天 然ガス ・石油 ・メ

タノール ・石炭 ・バイオマス等)の 改質 ・

分解

③ 副生水素(コ ー クス炉ガス・石油精製・

食塩電解等)

わが国における工業用水素の製造方法の主

力は食塩電解プラン トか らの副生水素である

が,これは供給余力がほとんどなく,水素FC車

が普及した場合の供給源としては期待できない。

自動車用に水素を用いるには,安 定かつ大

量に供給できるルー トの構築が必要になる。

そのような観点か ら,水 素FC車 が本格的に

導入された場合の水素供給方法のオプション

を整理 したのが図1で ある。図中,太 線の部

分は商業べ一スでの運用が確立している部分

である。WE-NETプ ロジェク トの究極的な

目標 システムは,図 の上半分に示すように,

海外の再生可能エネルギーを液体水素タンカ

ーで輸送 し,水 素の国内輸送を経て利用す る

という形であるが,上 流か ら下流までのイン

フラの構築には多くの時間 と費用を要す る。

これに対 し,天 然ガスなど既存の一次エネ

ルギーを利用するシステム,具 体的には,

(a)供 給ステーションにおいて都市ガスや メ

タノールの改質により水素 を得 るシステム

(b)供 給ステーションにおいて商用電力を用

いて水電解 を行い水素を得 るシステム

が考 えられる。

これらは,イ ンフラの建設が最小限で済み技

術 も確立されているので,短 中期的な自動車用

水素の供給方法として有望である。実際,工 業

用水素の供給方法としても,水 素の需要先で天

然ガスや メタノールの改質により水素 を製造

するオンサイ ト型水素製造装置の導入が増加

している。一定規模の需要があれば,既 存の

水素製造工場か ら輸送するより,オ ンサイ ト

型水素製造装置の方が安価な水素 を安定 して
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図1水 素燃料電池 自動車への水素供給方法のオプションω
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供給で きることが導入の要因となっている。

本研究では,こ のような既存のエネルギー

インフラを活用す る水素供給方法を中心に検

討 を進めた。

図2は,都 市ガスを原料 とするオンサイ ト

型水素製造装置のプロセスフローの例(3)であ

る。このような装置が,複 数の国内エンジニ

ア リング会社等から発売されてお り,自 動車

用水素ステーション向けにも,こ うした水素

製造装置がべ一スになると考 えられる。実用

化されているプラン ト規模は水素製造能力 と

して数10～1,000Nm3/h程 度であり,これ も

自動車用水素ステーションとして丁度よい規

模である。
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WE-NETプ ロジェクトでは,平 成9年 度に

天然ガスや メタノー ルを原料 とす る水素製

造 ・貯蔵 ・供給ステーションの概略設計を行

ってお り(2),平成11年 度か ら開始 される第II

期計画(5年 間)で は,実 プラン トも建設され

る予定 である。設計 されたシステムの構成

(例)を 図3に 示す。図3で は貯蔵方法 とし

て高圧ボンベが想定されているが,水 素吸蔵

合金の利用 も考 えられる。

3.水 素燃料電池 自動車の経済性

(1)水 素の供給 コス ト

最近,国 内外で実施 された自動車燃料用水

素の供給コス トの試算例 として,WE-NET

プロジェク トにおける検討結果ωを表1に,

表1 高圧水素のコス ト見積(V
(単 位:円/Nm3-H2)

項 目 棄然ガス孜質 メタノール改質 アルかヌ水電解 P1遡 水電解

設備費 17.6 17.6 16.9 15.7

入欝費 2.9 2.9 2.9 2.9

変動費 都毒ガス 14.1 一 一 一

メタ ノー ル 『 27.6 一 一

電力 4.9 4.4 54.5 48.8

その織ユー ティリティ 0.4 0.3 0.5 0.5

計 39.9 52.8 74.8 67.9

注:都 市 ガ ス価格:39.3円/Nm3,メ タノー ル 価格:40.0円/kg,電 力価 格:東 京 電 力 高圧 季 時 別 電 力B

100

一 一← 一 オンサイ ト水電解(旧0基 生産)

一 一畳 一 オンサイ ト水電解(し000基 生産)

一 一▲・一 オンサイ ト水電解qO ,000基 生産)

十 液体水素工場からの ローリー輸送

十 量産型オンサ イト・メタン改質(1基 生産)

十 量産型オンサイ ト・メタン改質(100基 生産)

一一⊂一一一量産型オンサイ ト・メタン改質(し000基 生産)

一一闇一 一噂ガソリン価格(3 .86米 ドル/ガ ロン,122.4円/リ ッ トル)

一 ■聯 ガソ リン価格(L20米 ドル/ガ ロン,38,0円/リ ッ トル)
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米国エネルギー省の委託研究結果(3)を図4に

示す。 これらの検討では,近 い将来において

相対的に安 いコス トでの水素供給 を実現でき

る方法 として,天 然ガス(都 市ガスあるいは

メタン)の 改質,水 電解などが取 り上げられ

ている。

表1に 示すように,わ が国における検討で

は天然ガス改質が最 も安 く,次 いでメタノー

ル改質,PEM(固 体高分子電解質)水 電解,

アルカ リ水電解の順 となった。各方式のエネ

ルギー コス トが仕上が りの水素供給 コス トに

大 きく影響す るが,こ こでは近い将来の導入

時に適用 され る可能性の高い価格体系を採用

している。具体的には,原 料天然ガスの価格

としてはCNG(圧 縮天然ガス)自 動車用の

CNGス テー ション向けの都市ガス価格 を,

メタノール価格 としては化学工場向けタンク

ロー リー渡 しの市場価格 を,電 気料金 として

は高圧電力の季時別料金を用いた。

図4は 米国の検討結果であ り,表1の 天然

ガス改質 とPEM水 電解の結果(120円/$と 仮

定)も 書き込んである。同じ供給能力の設備

で比較 した場合,米 国の検討結果の方が安 く

なっている。これは,原 料の天然ガスや電気

が安いことに加 えて,設 備費 も米国の方が安

く見積 もられていることによる。また,水 素

供給プラン トの生産数が増えれば,さ らにコ

ス トが低減することが示されている。

(2)自 動車用燃料 としての水素の経済性

表1に 示 したわが国における水素供給コス

トを,既 存の 自動車用燃料の価格 と比較す る

と表2の とお りである。発熱量当た りで比較

した場合,水 素のコス トは,最 も安 い天然ガ

ス改質の場合でも,ガ ソリン等の自動車燃料

の価格 より高 くなる。

しか しながら,自 動車燃料 としての経済性

は,車 両の効率(燃 費)を 加味 して評価す る

必要がある。

表2の 燃料価格等に燃費の要因を加 えて,

水素FC車 とその他 の 自動車の燃料 コス ト

表2各 種自動車燃料の コス ト(価格)の 比較

燃 料 コス ト(価 格) 低位発熱量当たり

水 素 40円/Nm3 15.5円/Mcal

ガ ソ リ ン 90円/尼 11.3

軽 油 75円/尼 8.6

LPG 55円/尼 9.0

CNG 72円/Nm3 7.2

注)水 素 以外の燃料価格 は1999年 初頭の代 表値。

燃 料 代(千 円)/10万km)

1,200

1,000

800

600

400

200

0

ガ ガ ガ デ デLCメ メ 天 電

ソ ソ ソ イ イPNタ タ 然 解
リ リ リ[[GGノ ノ ガ 水
ン ン ン ゼ ゼliス 素

従 筒 ハ ル ル ル ル 水F

来 内 イ 副 直 工 改 素C
工 噴 ブ 室 噴 ン 質F

ン 射 ツ ジFC
ジ ド ンC
ン

図5水 素燃料電池 自動車 と各種 自動車の

燃料コス トの比較(3>

(10万km走 行時の燃料代)を 比較 した結果

が図5で ある。

燃料電池 と内燃エンジンの熱効率の差(水

素FC車 の走行燃費は発熱量べ一スで従来ガ

ソ リンエンジン車の3.125倍 とした)が,燃

料 コス トに大きく影響 しており,天 然ガス改

質水素を用いるFC車 は,こ こで取 り上げた

第22巻 第2号(1999)
一81一



自動車の中では燃料 コス トが最 も安 くなるこ

とが示 されている。水素の原料 となる都市ガ

スの価格 はCNG自 動車用の料金 を想定 した

が,同 じ都市ガスを利用するCNG自 動車 と

比較 して も,自 動車の燃料 コス トとしては水

素FC車 の場合の方が安 くなっている。 メタ

ノール改質FC車 との比較でも,天 然ガス改

質水素 の水素FC車 の方が有利である。

このように水素は,単 純な発熱量べ一スで

みた場合 には既存燃料 よ りコス ト高である

が,燃 料電池 自動車 という水素に適 した利用

機器を用いることで,最 終サービス(自 動車

では走行)の ところで見れば,現 状の技術 と

エネルギー価格体系において も十分なコス ト

競争力を有す るようになる。

(3)経 済的に成立するシステム例

前項までの検討結果に基づ き,近 い将来に

おいて水素FC車 が経済的に成立するシステ

ム例 をまとめてみると,表3～5の とお りであ

る。

まず,水 素製造 ・供給 コス トについては,

表3に 前述の表1に 示した値 を再掲 した。コス

トの内訳で比率が大きいのは,設 備費と原料

費(都 市ガス)で ある。設備費の基になるの

が水素製造供給設備の建設費である。設備建

設費は,表4に 示 したとお り総額約2.3億 円と

見積 もられているが,こ れは実用化1号 機 クラ

表3水 素燃料電池 自動車が経済的に成立するシステム例

(① 水素製造 ・供給 コス ト)ω

項 目
コ ス ト

(円/Nm3-H、)
備 考

設備費 17.6 天然 ガ ス改質 方 式,300Nm3/hr

人件費 2.9 1人,年 間800万 円

変動費 都市ガス 14.1 都 市 ガス価格39.3円/Nm3

電 力 4.9 一

その他 ユー ティ リテ ィ 0.4 上水,工 業用水

合 計 39.9 一

表4水 素燃料電池 自動車が経済的に成立するシステム例

(② 天然ガス改質式水素ステーションの建設費)ω

項 目 金 額

(百万円)
備 考

改質装置 61 パ ッケー ジ型(脱 硫,改 質,変 成,蒸 気,純水
,制 御 系 を含 む)

精製装置 47 PSA式

ガス圧縮貯蔵設備 43 圧 力20MPa

その他機器 40 一

建 屋 15 一

工 事 費 20 一

合 計 226 一

注)水 素 製造 能 力:300Nm3/hr
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スを想定 したもので,建 設実績が増えるに し

たがって低減 され る余地は相当に大 きいと考

えられる。原料費 を決める要因は,都 市ガス

の単価 とプラン トのエネルギー効率 である

が,こ れらについては,近 い将来においては

今 回の想定値か ら大 きな変化はないと考 えら

れる。

次に燃料 コス トであるが,表5に 示す よう

に,小 型バンの場合 で,水 素FC車 は74万 円,

基準 とな るガソ リン車 は169万 と計算 され

る。

水素FC車 の車両 コス トは総合経済性か ら

逆算 して設定 した。すなわち,こ こでの想定

車種:小 型バンにおけるガソリン車の生涯総

費用が319万 円 と見積 もられることから,水素

FC車 も生涯総費用が319万 円 となるように,

車両価格 を245万 円 と設定 した。

この車両価格245万 円の内訳を考察 した も

のを表5に 示 した。ガソリン車 と共通な部分

の費用は120万 円 と推定 される。 これ と245万

円 との差額:125万 円以内に,FC車 特有のコ

ンポーネ ン ト費用 を収め ることが必要にな

る。FC車 特有のコンポーネン トとしては,

燃料電池,二 次電池,コ ン トロー ラ,モ ータ,

水素吸蔵合金タンクがある。このうち,二 次

電池,コ ン トローラ,モ ータについてはガソ

リンハイブ リッ ド自動車における実績 を参考

に費用 を推定 した。燃料電池および水素吸蔵

合金タンクは量産の実績がないので,量 産時

の 目標単価等から費用 を設定 したが,水 素燃

料電池の単価10千 円/kW,水 素吸蔵合金(吸

蔵能力2%)の 単価3千 円/kgは,開 発 目標 と

しては実現可能性のある妥当な値 と考えられ

る。なお,水 素搭載量2.2kgの 場合,小 型バン

では約200kmの 航続距離が確保できる。

ここに示 した数字 はあ くまで も一例 であ

表5水 素燃料電池 自動車が経済的に成立するシステム例

(③ 総合経済性)(1)

ガ ソ リン車 水素FC車 備 考

車 両 価 格 〈a>(千 円) 1,500 2,450
一

内

訳

共通部分 1,200 1,200
一

エ ン ジン+変 速 装置 250 一 一

その他 ガ ソ リン車専 用 50
一 燃 料 タン ク,排 ガス処理 装 置等

燃料電池 } 300 10千 円/kW×30kW

二次電池 } 200 8千 円/kW×25kW

イ ンバー タ
} 200 一

一

モ ー タ
} 150 最大出力50kW

水素吸蔵合金タンク
} 400 合 金3千 円/kg×110kg,水 素貯 蔵 量2.2kg

燃 費 くb>
8.0

(km/£)

8.11

(km/Nm3)

水素FC車 の効 率 はガ ソ リン車 の3.125倍

とした

生 涯 走行 距離 くc>(km) 150,000 150,000 15,000km/年 ×10年

燃料 単価 くd> 90(円/㊧ 40(円/Nm3)
一

生涯 燃料 費 〈e>(千 円) 1,690 740 <d>×<c>/〈b>

総合 費用(千 円) 3,190 3,1gol〈 ・〉+〈 ・〉

一

注)車 種 二小型バ ン

第22巻 第2号(1999)
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り,車 種や車のコンセプ トによって成立す る

条件は当然異なって くる。 しか しながら,少

な くともオーダー的には,水 素FC車 は水素

燃料の製造 ・供給の面,車 両 コス トの面,さ

らにユーザーにとっての総費用の面からも,

近い将来にガソ リン車 と同等の経済性 を有す

るシステムが構築できる可能性があると言え

る。

4.本 号 の ま とめ

本号では,水 素の供給の部分を中心に,水

素FC車 が近い将来において技術的 ・経済的

に十分成立する可能性があることを示 した。

冒頭に触れた 「水素はインフラが問題」 と

いう評価は,半 分は当たっている。 自動車用

水素ステー ションを何千 ヶ所,何 万 ヶ所 も建

設するのは容易なことではない。 しか しそれ

は,メ タノールでもCNGで も抱えている問

題であり,水 素だけが特に致命的な欠点を有

しているわけではない。インフラの問題だけ

を取 り上げて,水 素FC車 の早期実用化は困

難 と結論づけてしまうのは判断を誤 ることに

なる,と 筆者は考えている。

なお,燃 料 の評価 を行 う際の重要な視点の

一つ で あるCO 2排 出量 につ いて は,WE-

NETプ ロジェク トで も詳細 な検討 を行 って

いる(1)。また,本 シリーズでも第4報 で概略の

計算結果を示 した。結論は どちらもほとんど

同じであ り,天 然ガスから製造 した水素を利

用する水素FC車 は,CO2排 出量がガソリン

車の30～40%程 度に削減 され る(エ ネルギー

資源の採取から自動車の走行に至 るまでの全

燃料サイクルにおけるCO2排 出量で評価)。

この検討内容の詳細については,別 の機会に

改めて報告 したい。

次号では,水 素FC車 の導入手順 について

10～30年 程度の時間軸の観点 を加 えた検討結

果 を紹介す る予定である。

参 考 文 献
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itiesonDirect-HydrogenPEMFuelCell
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VehicleSymposium,October1998.

一84一
季報エネルギー総合工学



研究所の うごき

(平成11年4月2日 ～7月1日)

◇ 第52回 理 事 会

日 時 二6月!8日(金)12二 〇〇～13:10

場 所:経 団=連会 館(9階)906号 室

議 題:

第一 号議 案 平 成10年 度事 業 報告 書 お よび

決 算報 告書(案)に っ い て

第 二号議 案 評 議員 の委 嘱 につ い て

第 三号 議案 その他

◇ 月例 研 究 会

第168回 月例 研 究会

日 時:4月23日(金)13:30--15:30

場 所:東 海大学 校 友会館 望 星 の 間

アー マ.

1.原 子 力先進 シス テム(自 己完結 型 燃料 サ

イ クル シ ステム)に つ いて

(日本 原子 力研 究 所 エ ネル ギー シ ステム

研 究 部 炉 物 理 研 究 グ ルー プ リー ダー

大杉 俊 隆 氏)

2.原 子 力先進 システ ム に関す る一一ig力 の リ

サ イ クル研 究例(現 実 的視 点か ら)

(東京 電力(株)技 術 開発部 原子 力研 究

所 リサ イ クル グ ルー プ マ ネー ジャー

主管研 究 員 滝沢 昭彦 氏)

第169回 月例 研 究会

日 時:5月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館7階702・703会 議 室

アー マ:

1、 メタンハ イ ドレー トの資源 量 と環境 関連

研 究 の動 向

(㈱地球 科 学総 合研 究所 取締役 技術 部 長

青 木 豊 氏)

2.ガ スハ イ ドレー トに よ る天 然 ガ ス の 輸

送 ・貯蔵 技術 につ いて

(プ ロ ジェ ク ト試 験 研 究 部 主 管 研 究 員

兼 子 弘)

第22巻 第2号(1999)

第170回 月例 研 究会

日 時:6月25日(金)14:00～16:00

場 所 二航 空会 館6階601会 議室

アー マ:

1.分 散 型 電源 と しての 固体 高分 子膜 燃料 電

池(PEFC)の 開発 状 況

(筑波大 学名誉 教 授 燃料 電 池開発 情報 セ

ン ター 常 任理 事 事務 局長 本 間琢 也

氏)

2.分 散 型 電源 と して のマ イ クロガ ス ター ビ

ンの利 用動 向 につ いて

(東海大 学 工 学部 生産 機械 工 学科 教

授 伊 藤 高根 氏)

◇ 主 な で きご と

4月13日(火)・ 第1回 原子 力社会 科学 に 関す る

検討 会

15日(木)・ 第1回 非在 来型 天然 ガ ス基礎 調

査 委員 会

20日(火)・ 第2回 ヒュー マ ンフ ァ クタ研 究

懇 談会

27日(火)・ 第2回 原 子力社 会 科学 に関 す る

検 討会

5月11日(火)・ 第3回 原 子力社 会 科学 に 関す る

検 討 会

12日(水)・ 第4回 シ ステ ムニー ズ ・評 価 委

員会

25日(火)・ 第4回 原 子力社 会科 学 に関 す る

検 討会

31日(月)・ 第3回 ヒュー マ ン ファ クタ研 究

懇談会

6月2日(水)・ 第 ユ回BWRサ ブ チャネ ル解析

コー ド(NASCA)の ポ ス ト

沸騰 遷移 へ の適 用性 の研 究委 員

会

8日(火)・ 第1回 実用 発電 用 原子炉 廃炉 技

術 調査 委員 会

9日(水)・ 水 素 エネ ル ギー普 及 ・促 進事 業

検 討 打合せ

16日(水)・ 第5回 原子 力社会 科 学 に関す る

検討 会

17日(木)・ 第1回 高温 ガ ス炉 プ ラン ト研 究

会

・第!回 エ ネル ギー学 に 関す る検

討会
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6月24日(木)・ 第1回 エ ネル ギー研 究 開発戦 略

検 討会

28日(月)・ 第6回 原子 力社 会科 学 に関 す る

検討 会

◇ 人 事 異 動

05月31日 イ寸

(出向解 除)

片 野 孝(プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部 主 管研

究員)

06月1日 付

(採用)

手 塚 瞳 プ ロ ジェ ク ト試 験研 究部 主 管研

究 員

河 本 治 巳 プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部 副 主席

研 究員

06月28日 付

(出向解 除)

吉 江照 一(プ ロジ ェ ク ト試 験研 究部 部長 副

主 席研 究員)

06月29日 付

(採用)

内 田 洋 プ ロジ ェ ク ト試験研 究部 部長 副

主 席研 究貝

06月30日 付

(出向解除)

鶴岡亮三(業 務部長)

山下高志(経 理部長)

川野忠昭(プ ロジェクト試験研究部 主管研

究員)

川本 忠(WE-NETセ ンター 主任研究

員)

宇野英樹(プ ロジェクト試験研究部 研究員)

07月1日 付

(採用)

笠原章一 経理部長 兼 総務部勤務

佐藤正明 プロジェクト試験研究部 主管研

究員

上岡英之WE-NETセ ンター 主任研究

員

大森伸ニ プロジェクト試験研究部 研究員

(昇任)

兼子 弘(プ ロジェクト試験研究部 主管研

究員)

プロジェクト試験研究部 副主席

研究員

07月8日 付

(採用)

矢野森 明 業務部長
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IAEホ ー ム ペ ー ジ 開 設 の ご 案 内

当所は,エ ネルギー総合工学研究所(IAE)ホ ームページを,去 る6月1日 より開設

しました。

当所の活動状況 を広 く皆様にご紹介 し,ま たエネルギー ・環境問題へのご理解を深めて

いただ く際のご参考になれば との願いも込めて,掲 載内容 を選びました。

まだ,ス ター ト直後で不備な点があるか と思いますが,今 後一層の充実に努めてまい り

ますので,ご 利用の上 ご忌偉のないご意見をいただきたく,よ ろしくお願い申し上げます。

1.内 容

・IAEの 紹 介:当 所の概要,設 立の 目的,沿 革,調 査研究活動の紹介など。

・ リ ン ク 集:

2.ア ド レ ス

URL:http=//www.iae.or.jp/

3.備 考

IAEホ ー ム ペ ー ジ の 扉 を 次 に 示 し ま す 。

・ENGLISH:英 語版のIAE紹 介。

・最 近 の 活 動:「 エネルギー総合工学シンポジウム」
,「 月例研究会」,「調査研究要

旨集」,「新エネルギーの展望」「外部発表」などの活動報告。

特に,「調査研究要 旨集」は,当 所における主要研究テーマごとの

成果概要 を示 したものであ り,ま た,「新エネルギーの展望」は,時

のテーマを選んでの技術解説小冊子ですが,デ ータベース的な狙い

もあ り図表類 を含めて全文掲載 しています。

関係諸団体のHPへ の リンク集。

1曲1EkEiLisu,ilas勲1蟻1
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編集後記

中国産 の 卵 であ るが,日 本 で誕 生 した ト

キの名 前が優 優 と命 名 され た。

本 来 日本 を代 表す る鳥 で あ りなが ら,純

粋 の 日本 産 で は 産 卵 を望 め ぬ 高 齢 の メ ス

(キ ン)一 羽 だけ とな り,中 国産 の卵 に頼

ら ざる を得 なか った もので,誕 生 を喜 ぶ と

同 時 にや は り日本 の トキが絶 えた こ とに残

念 な気持 ちは残 る。 一方 では,ア メ リカの

バ ク トウワ シの よ うに一 時 は絶滅 危惧 種 に

指 定 され なが ら,32年 振 りに その指定 か ら

外 され,そ の復 活記 念式典 まで催 され るに

至 った朗報 もあ る(7月3日 朝 日夕刊)。 い

ず れ に して もこの様 な絶 滅危 機 に瀕 した動

物 の種 の保 存 に対す る関係者 の努 力 に敬 意

を表 した い。 こ こで,30年 以 上 も前 に 「沈

黙 の春 」 を著 した レ イチ ェル ・カー ソ ンが

「人類 と動 物 は運命 共 同体 で あ る」 とその

書 で語 った言葉 が思 い 出 され る。自然破 壊,

乱獲,環 境 汚染 な どの 人間 の行為 に よ り,

動物 の存続 が脅 か され,さ らに 生物連 鎖 に

よ り人間 の存続 も脅 か され る とい うのが そ

の理 由で あ ろ うと推 察 され る。

環境 を例 に挙 げ たが,エ ネル ギー 問題 も,

今や 定 説 とされ る経 済発 展 と環境 問題 と一

体 とな った調和 あ る発展 とと もに戦 略 な し

に は あ りえな い時代 とな って きた こ とを改

め て思 わ され る。 とは い え,昨 今 の よ うに

厳 しい経済 情勢 下 では,企 業 ・個 人 では そ

の推進 に は限 界が あ り,グ ローバ ル で長期

的 な視 点 に立 った エネ ル ギー ・環 境政 策 が

ます ます重 要 となって きた よ うだ。

本 号 の座 談会 で取 り上 げ た 「今 後 の電 力

技術 開 発 のあ り方 につ いて」 は,電 力 を例

に とった場合 の技術 開発 に お いて,産 学 官

のそ れ ぞれの役 割 を見 直 し,わ が国 として

よ り効率 的 な技 術 開 発 の あ り方 を考 え た

「電 力技術 開発 検討 会 」で の議 論 の要 旨を,

同会 の主要 メンバー に ご参加 願 い解 説 して

いた だい た もので あ る。 地球 環境 問題 の 顕

在化 や 規制 緩和 な どの環 境変 化 の 中での 技

術 開発 の あ り方 を提 案 され た もの として 関

係 者 の願 いが込 め られ た もの であ り,そ の

実効 あ る推 進 が期待 され る。

さわや か な海 と山 な どの 自然 に触 れ る機

会 が 多い夏,自 然 がいっ まで我 々 を楽 しま

せ,リ フ レッシ ュ させ て くれ るか は,結 局

の とこ ろ我 々 にか か って い るこ とを トキの

命 名 に際 して 改め て思 わ され た。

/」、川 糸己一 良匡 言己
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